
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪ボランティア協会の「２０１６年度事業報告及び２０１７年度事業計画」をお届けします。 

昨年度１年間の取り組みをふり返り、より良い２０１７年度を目指す事業計画をまとめたものです。 

本誌が、協会へのご理解を深める一助となれば幸いです。 
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１．協会の願い 

 

 

 

 

 

これは５２年間の歩みを通じて、協会が一貫して取り組んできたミッションです。 

このミッションを実現するため協会は、以下の３つの目標を掲げています。 

目標① 市民自治の確立 

私たちは、市民セクターの行動原理として、市民自治を追求します。 

市民自治の原則とは、一部のエリートや専門家などが主導するのではなく、市民自身、当事者

自身が企画・実行し、社会状況に応じて変化させていくものです。当協会の運営においても、

あらゆる場面で、市民自治を実行します。 

目標② 創造的に社会を変えようとする人たちの支援と変革の実行 

私たちは、行政や企業だけではできない新しい価値観にもとづいた行動や新しい社会的取り

組み、すなわち「社会的イノベーション」を支援し、自らも実行します。「社会的イノベー  

ション」とは、社会的課題を解決するためのさまざまな新機軸の創出を意味します。マイノリ

ティの生活改善・生活向上や持続可能な生活様式の提案など、多様な市民の手による社会的イ

ノベーションを支援するとともに、当協会も積極的に提案、実行します。 

目標③ 市民の力が発揮されるための支援 

私たちは、市民がさまざまな能力を創造的に発揮するための支援、すなわちエンパワメント

を進め、それを協会内部においても推進します。市民にとってより暮らしやすい社会を実現す

るためには、市民自身のパワーアップが不可欠です。そのパワー（実行力）は、私たち自身の

中にあり、それを引き出すのが「エンパワメント」です。私たちは、市民をエンパワメントす

る環境づくりを支援し、自らも実行します。 

さらに創立５０周年を迎えた２０１５年には「『ポスト５０年』行動宣言」を以下のように

宣言しました。 

 

 

 

 

 

 

また、新たに「協会単独で取り組まず、複数の主体が対等に協働する」「事業も推進するが、

お金も集めて使う、投資する、時には配る」チャレンジに取り組むこととなりました。具体的

には、「災害支援・防災」事業、「社会的孤立の抑制・解消」事業について、多くの関係者と    

協働するマルチステークホルダー・プロセス型での事業に取り組み始めています。 

より公正で多様性を認め合う市民主体の社会をつくるため、多彩な市民活動を支援すると 

ともに、他セクターとも協働して、市民セクターの拡充をめざす 

協会のミッション 

協会は、多様な主体による連携と市民参加の促進によって、社会問題解決のためのソーシャル

イノベーションを起こします。これらを仕掛け、社会にうねりをつくり出すコーディネーシ

ョン機関のモデルとなります。 

そのために、①「場づくり」（プラットフォームづくり）、②「参加の促進」（人材育成     

機能）、③「理論化」（仮説の創出と理論の生成） の３つの事項に取り組みます。 
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２．協会の組織など 

（１）２０１７年度の組織図  

 協会は役職員だけでなく、多くの市民がボランティアもスタッフとして参画し、委員会やチーム

を組織して、事業推進と組織運営を進めている。 

 

               評 議 員 会 

               （議決機関） 

 

                                  会員総会 

                                （組織自治の体現） 

 

 

                  ※ＷＧ（ワーキング）の設置は随時 

                   ボランティア・ＮＰＯ推進センター運営委員会  

                     ボランティアコーディネーション部会 

                     ボランティアスタイル（ボラスタ）チーム 

                     “裁判員ＡＣＴ”裁判への市民参加を進める会 

                     ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「たにまちっく」 

                     「ＣＡＮＶＡＳよるがく＆カフェ」ＷＧ 

   本部・総務 

   ボランティア・ＮＰＯ推進    災害支援委員会  

   災害支援・防災推進         「ＳＵＧ（すぐに動きます）グループ」ＷＧ 

   企業市民活動推進          「ＢＣＰ（事業継続計画）」ＷＧ 

   ボランタリズム研究推進       「ＳＮ（スペシャルニーズ）」ＷＧ 

   情報・出版・ｼﾝｸﾀﾝｸ推進      ※「3.11 from KANSAI」実行委員会への参画と事務局 

                    ※「おおさか災害支援ネットワーク」への参画と世話役団体 

                    ※「まちなか被災シミュレーション」実行委員会への参画と運営 

 

                   企業市民活動推進センター運営委員会  

                     フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム幹事会 

                     ＣＲＭ（コーズリレイティッドマーケティング）研究会 

                    ※「うめきた朝ガク」運営委員会への参画と事務局 

 

                   ボランタリズム研究所運営委員会  

                     ボランティア・市民活動ライブラリー運営チーム 

 

                   情報出版関係事業  

                     ウォロ編集委員会 

                     ウォロ発送チーム 

 

                   組織整備部門  

                     評議員選任・解任委員会（法律に基づく組織） 

                     法人コミュニケーションチーム 

                     「ＣＡＮＶＡＳ ＮＥＷＳ」編集委員会 

                     アソシエーター活性化委員会 

事 務 局 

協 働 

常 任 

運営委員会 

（理事会の委嘱） 

理事長 
監  事 

（監査機関）

常任理事会 

（兼財務・基金運営委員会） 

理 事 会 

（執行機関）
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（２）２０１７年度の役員などの名簿 （敬称略） 

  ２０１７年度の 社会福祉法人 大阪ボランティア協会の役員などは、以下のとおりである。 

 

１．役 員（理事６人、監事３人） ＊2017 年 6 月 23 日現在 

理 事 長  牧 里  每 治 （関西学院大学 名誉教授） 

常務理事  早 瀬    昇 （（認特）日本ＮＰＯセンター 代表理事） 

理  事  上 林  康 典 （会社員、協会 常任運営委員長） 

  〃   岡 村  こず恵 （協会 事務局次長） 

  〃   谷 水  美 香 （ＮＰＯ認定講師、協会 ボランティア・ＮＰＯ推進センター運営委員長） 

  〃   永 井  美 佳 （協会 事務局長） 

監  事  秋 岡    安 （秋岡安税理士事務所 所長） 

      金 尾  文 隆 （(公財)日本生命済生会 常務理事・事務局長） 

      日 髙  清 司 （弁護士） 

 

２．評議員（１３人） ＊2017 年 8 月 17 日現在 

乾    とし子  (パナソニック㈱ ＣＳＲ・社会文化部 ＣＳＲ・企画推進課 課長） 

伊良原  淳 也  （関西ＳＴＳ連絡会 代表） 

浦 田  和 久  （近畿労働金庫 地域共生推進室 室長） 

柏 木    宏  （大阪市立大学大学院 創造都市研究科 教授） 

北 村  公 一  （サントリーホールディングス㈱ ＣＳＲ推進部 専任部長） 

小 尾  隆 一  （（社福）大阪手をつなぐ育成会 常務理事） 

遠 矢  家永子  （(特活)ＳＥＡＮ 副理事長・事務局長） 

徳 丸  祥 子  （(社福)大阪府社会福祉協議会 地域福祉部 部長） 

冨 田  寛 司  （大阪ガス㈱ 近畿圏部 ソーシャルデザイン室 室長） 

豊 田  基 嗣  （日本生命保険(相) 調査役） 

永 岡  正 己  （日本福祉大学 名誉教授） 

三 木  昌 彦  （関西電力㈱ 広報室 広報企画グループ リーダー） 

山 田  裕 子  （（認特）大阪ＮＰＯセンター 副代表理事） 

 

３．評議員選任・解任委員（３人） ＊2017 年 6月 23 日現在 

新 崎  国 広  （外部委員。大阪教育大学 教育学部 教授） 

日 髙  清 司  （監事。弁護士) 

江 渕  桂 子  （協会 事務局主幹） 

 

４．顧 問  岡 本  榮 一（前 協会理事長） 

５．参 与  森 田 正 紀 

６．苦情対応に関する第３者委員 

ちょん  せいこ（（株）ひとまち 代表） 

 常任運営委員会やセンター委員会などの各委員や事務局の名簿は事業報告・第８章「人的な  

事業化推進体制の充実」で紹介している。 



2017 年度事業計画と組織 

- 4 - 

２０１７年度事業計画と組織 

１．事業の推進計画 

２０１７年度の協会は、２０１５年１１月に発表した「行動宣言」を中軸に置き、重点テーマである「災害支

援・防災」事業および「社会的孤立の抑制・解消」事業を一層軌道にのせる。従前から取り組んでいる「ボ

ランティア・ＮＰＯ推進センター」においては、「コーディネーション事業」、「市民力向上事業」、「ＮＰＯ運

営基盤事業」を実施し、また「災害支援・防災事業」、「企業市民活動推進センター」、「情報研究・出版・

市民シンクタンク事業」を展開し、「市民活動の総合サポートセンター」としての特色を生かし、極める。 

 

【ボランティア・ＮＰＯ推進センター部門】 

 ボランティア・ＮＰＯ推進センターは、①「ボランティアコーディネーション」、②「市民力向上（市民学習・

研修）」、③「ＮＰＯ運営支援・基盤整備」「市民活動の場の支援（ＣＡＮＶＡＳ谷町）」の３事業において、相

乗効果を出せるよう相互連携して取り組む。 

 

１．ボランティアコーディネーション事業 （大阪市受託事業を含む） 

 ボランティアコーディネーション事業では、「ボランティア活動、市民活動に取り組みたい」という人の思

いに応えるとともに、個人、施設・ＮＰＯなどからの「ボランティアの応援を求めたい」という依頼に応え、ボ

ランティアを募集・紹介することを通じて、広義の意味での地域福祉を担う人材を育成し、市民の自治力

の向上をめざす。 

１）相談を通じた問題解決：個人・団体の受け入れ力を向上  

①（市受託） 個人、施設・ＮＰＯへの訪問、面談、各種関係機関と連携や施設団体へのボラン

ティアマネジメントのアドバイス、相談など 

②（市受託）「ケース検討会」の定期開催とケースからのテーマ別研究 

③（市受託）「インクルーシブボランティア研究会」（旧・課題を抱える当事者の活動支援事業の開発）

の開催 【重点】【重点】【重点】【重点】 

２）活動希望者への対応：新たな活動層を広げる  

①（市受託）「はじめてのボランティア説明会」（一般・テーマ別）、「出張ボランティア相談会」

の開催 

②（市受託）災害ボランティアリーダー育成、災害時の出番の可視化の取組み 【重点】【重点】【重点】【重点】 

③（大阪府共募助成）「ボランティアスタイル」事業の推進 

④（実行委員会参画）「天神祭ごみゼロ大作戦」のエコステーションボランティア協力 【新規】【新規】【新規】【新規】 

⑤「関西人のためのボランティア活動情報ネット(ＫＶネット)」によるボランティア情報の発信 

⑥ メルマガ「関西人のためのボランティア情報」の編集・発行、およびマスコミへの活動情報

提供（読売新聞わいず倶楽部、毎日新聞） 

３）企業人や学生へのボランティア活動の機会を開発・提供  

①（市受託）企業人のボランティアプログラム開発と推進 
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②（市受託）企業人や大学生活動者の受け入れ団体研修の開発 

③（市受託）ＳＮＳを活用したキュレーションサイト構築 【強化】【強化】【強化】【強化】 

４）ボランティアコーディネーションに関わる人材養成・専門性向上・基盤強化の提供  

①（JVCA 共催）「ボランティアコーディネーター講座（新任向け）」の企画・実施 

②（JVCA 共催・受託）「ボランティアコーディネーション力３級検定」直前研修と検定の実施 

５）ボランティア推進関連のネットワークキング  

①全国規模のネットワーキング（「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ）」「広がれ！ボランティア

の輪・連絡会議」）への参画 

②関西規模のネットワーキング（「関西地区大学ボランティアセンター連絡協議会」）への参画 

 

２．市民力向上（市民学習・研修）事業 

 「市民」として生き方を深めるための学習支援事業は、①各種の市民向け講座が多彩に開催される市

民学習・研修、②ＮＰＯや市民活動推進の専門職対象の研修、③全国各地からの派遣要請に応えて“出

前講座”を進める「講師派遣事業」の３形態に大別される。相互に相乗効果を出せるよう連携して取り組む。 

１）市民向けの市民学習およびＮＰＯや市民活動推進の専門職対象の研修  

① 定期総会記念講演会の開催 

② 裁判員ＡＣＴ連続セミナー「裁判員裁判から見えてくる社会的孤立とその課題」の開催 【重点】【重点】【重点】【重点】 

③ ボランタリズム研究所「『日本ボランティア・ＮＰＯ・市民活動年表』を読む会」の開催と改訂準備 

④ ボランタリズム研究所「『市民セクターの次の１０年を考える』研究会第２幕～社会的孤立の抑制と解

消への道程」の開催 【重点【重点【重点【重点】】】】 

⑤ ボランタリズム研究所「リサーチ＆アクションセミナー」の開催 【重点【重点【重点【重点】】】】 

⑥ 「はじめてのＮＰＯ説明会」の個別開催 

⑦ 「ＣＡＮＶＡＳよるがく」「ＣＡＮＶＡＳカフェ」の開催 【新規】【新規】【新規】【新規】 

⑧（日本ＮＰＯセンター助成）「ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクト」の開催 

⑨（ＮＰＯ広報力向上委員会・電通協力）「伝えるコツセミナー」の開催 

⑩ 時宜に応じた講座・学習会などの開催 

２）講師派遣事業  

① 全国各地で開催される市民活動講座や行政職員研修などへの講師派遣と講座企画の受託（ボラ

ンティアコーディネーション、市民活動論、ＮＰＯマネジメント、行政との協働、ＣＳＲ・社会貢献、裁判

員裁判、日本語でつたえるコツ等） 

② 大学等の「ボランティア論」「市民活動論」などへの非常勤講師の派遣 

３）視察研修、研修生・インターン等の受入れ  

① 大学や企業のインターンシップ生の受け入れ（大阪大学、甲南女子大学、エンカレッジ） 

②（大経大受託）大阪経済大学人間科学部「ボランティア実習」の講義と活動先コーディネート 

③ 視察研修の受入れ 

 

３-①．ＮＰＯ運営支援・基盤整備事業 

 様々な市民活動団体の運営相談や支援を進めてきたが、ＮＰＯ数が増加し、基盤の充実が図られるな
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かで、２０１７年度は、現場と近接する機会を積極的に作り、当協会らしい団体支援の取り組みを進める。 

１）ＮＰＯ・市民事業マネジメント支援事業  

① ＮＰＯの運営などの相談対応＆コンサルティング 

② メルマガ「ＮＰＯぼいす」の編集・発行 

③ 他団体への後援名義・運営協力 

２）支援者とＮＰＯの連携支援事業  

① 「パートナー登録」（略称「Ｐ登録」）制度の運営 

・支援者とのコーディネーション（人、モノ、資金、情報）、継続的な運営相談、協会主催研修会・講

習会の優先受付・割引、定期的な情報提供、「市民活動スクエアＣＡＮＶＡＳ谷町」の優待 

・団体訪問による課題のヒアリングを通じて、勉強会や新たな事業開発につなげる 

② 支援者の開拓と信頼のおけるＮＰＯとのコーディネーション 

寄贈品・寄付金のコーディネーション、助成金および賞の推薦協力 

③ 支援者とＮＰＯの連携推進のための事業の実施 

・「社会課題を解決するための市民参加型伴走支援プロジェクト」（ＷＡＭ助成）の企画実施【新規】【新規】【新規】【新規】 

３）ＮＰＯ推進関連のネットワーキング  

① 全国規模のネットワーキング（日本ＮＰＯセンター、シーズ・市民活動を支える制度をつくる会、「ＮＰ

Ｏ法人会計基準協議会」、「ＮＰＯの法制度等改革推進会議」）への参画 

② 関西規模のネットワーキング（「関西ＮＰＯ支援センターネットワーク（ＫＮＮ）」「近畿圏ＮＰＯ支援セ

ンター連絡会議」）への参画 

３-②．市民活動の場の支援「ＣＡＮＶＡＳ谷町」事業  

 「ＣＡＮＶＡＳ谷町」では、市民活動の芽吹きを育み、団体や関心層がつながる場になっていくよう、現

在も、拠点としての機能拡充や支援のあり方などを、団体の声やニーズを受け止めながら推進する。 

１）「ＣＡＮＶＡＳ谷町」の情報発信交流エリアの運営（自治的運営と一層の利用促進） 

① 情報交流エリア：コーディネーション事業と連携したちらしの配架やポスターの掲示による広報協力、

ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「たにまちっく」と連携した施設内の環境改善作業など 

２）「ＣＡＮＶＡＳ谷町」貸出し等、場の提供支援の取り組み  

① コラボエリアの運営：市民活動団体へのフレックスデスク、コーディネーションデスクなどの貸出し利

用提供、ロッカー・レターケース等の有償貸与、印刷機利用提供、利用団体への運営助言など 

② 会議室エリアの運営：会議室の貸出し提供 

③ 全体的の利用率アップの促進 【強化】【強化】【強化】【強化】 

 

【その他の部門および事業】 

４．災害・復興支援、防災事業  

 既存のネットワークとの連携的な取り組みを生かしつつ、大阪・関西エリアが被災した際に、スペシャル

ニーズ（特別な配慮の求め）に応えられる仕組みを生み出す。また、協会ＢＣＰ（事業継続計画）につい

て、方針を作成するとともに備えを実行に移す。 

１）災害時、あるいは備えとして平時から取り組む事業  
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① 実災害時の運営支援者、運営者を、職員とボランティアをチームにして派遣（災害発生時） 

②（大阪府福祉基金助成）「災害時のスペシャルニーズ支援事業（災害時におけるとっておきの配慮の

求め（＝スペシャルニーズ）に応えるためのモデル構築事業 【重点】【重点】【重点】【重点】    

③（大阪府共募助成）災害時に動ける人づくり（災害・防災をテーマとした講師派遣、ＳＵＧ（すぐに動き

ますグループ）を中心とした災害ボランティアリーダー養成など） 

④ 広域避難者の支援活動 

２）協会の事業継続のための計画（ＢＣＰ）策定  

① 協会ＢＣＰの方針策定 【強化】【強化】【強化】【強化】 

② 災害支援センター（仮称）のガイドマニュアル策定 【新規】【新規】【新規】【新規】 

３）災害時・防災のネットワーキング  

① 全国規模のネットワーキング（「震災がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参画 

② 関西規模のネットワーキング（「3.11 from KANSAI 実行委員会」）への参画と震災復興応援イベント

「3.11 from KANSAI 2018」の実施 

③ 大阪におけるネットワーキング（「おおさか災害支援ネットワーク（ＯＳＮ）」「まちなか被災シミュレーシ

ョン実行委員会」）への参画と定例会の企画実施 

④ 企業や労働組合等との協働による災害支援プラットフォームづくりの研究・開発（検討着手） 

 

５．企業市民活動推進センター事業  

 企業市民活動推進センター（ＣＣＣ）では、企業市民活動の更なる発展を目指し、企業の社会貢献活

動およびＣＳＲ担当者への啓発活動のための情報発信を行う。 

１）コンサルテーションとコーディネーション  

① 企業市民活動（「ＣＳＲ」「ＣＳＶ」「企業の社会貢献」）全般の相談対応や企画へのコンサルティング 

② 市民活動団体への助成プログラムの事務局受託（積水ハウス㈱「マッチングプログラム」、阪急阪神

ホールディングス㈱ グループ「阪急阪神 未来のゆめ・まち基金 助成プログラム」） 

③ 企業と市民活動団体の協働事業の広報協力及び企画協力受託（阪急阪神ホールディングス㈱

「阪急阪神 未来のゆめ・まち基金 ええまちつくり隊 2018」広報協力、「阪急阪神 ゆめ・まちソーシ

ャルラボ」企画協力） 

④ ＮＰＯの組織基盤強化の企画受託（武田薬品工業㈱「ＮＰＯサポートプログラム」） 

⑤ 労働組合のボランティア講座の企画受託（キリングループ労働組合協議会、小野薬品労働組合） 

２）教育・研修・研究  

① 社員向けボランティア講座の受託開催、および企業関連の講師派遣 

② 「フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム（PCLF）」の企画開催（偶数月第２火曜）と幹事会の

運営、自主ゼミ「リンクアップ・ジュニア」のサポート 

③ 「はじめてのＣＳＲ・社会貢献講座」の開催 【新規】【新規】【新規】【新規】 

④ 「うめきた朝ガク運営委員会」への参画と企画・実施 

⑤ 企業市民活動に関する調査研究の実施（「ＣＲＭ（コーズリレーティッドマーケティング）研究会」） 

⑥ 元・社会貢献担当者に市民活動に関わり続けられる機会づくりや研修の企画・実施 

３）ＣＳＲへの提言関係のネットワーキング  

① 「社会的責任向上のためのＮＰＯ／ＮＧＯネットワーク」への参画 
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６．情報提供・出版・市民シンクタンク事業  

 市民活動総合情報誌『ウォロ』を通じて協会のオピニオン発信を行うとともに、「ボランタリ

ズム研究所」では、「市民セクターの次の１０年を考える研究会第２幕」を研究誌にまとめ、知の共有や発

信の強化をめざす。 

１）情報誌の発行と情報提供  

① （大阪府共募助成）市民活動総合情報誌『ウォロ』の企画・編集・発行（年６回）、及び購読者拡大 

② 巡静一基金「ボランティア・市民活動ライブラリー」の蔵書の整備、新聞切抜のＰＤＦデータ化【強化】【強化】【強化】【強化】 

③ 協会公式ホームページ「ぼらやねん」の運用 

④ 協会公式ｆａｃｅｂｏｏｋの運用 

２）書籍の編集と発刊  

① 『テキスト市民活動論』第２版の編集と発刊 

② ボランタリズム研究所による『ボランタリズム研究誌３号』の編集と発刊    【新規】【新規】【新規】【新規】 

③ 『学生のためのボランティア論』『カウンセリング入門』『共感のマネジメント』の改訂検討 

④ 中央法規出版刊 『福祉小六法 2017』の編集協力 

３）市民シンクタンク事業  

①（真如苑受託）真如苑「アドバイザリー委員会」事務局および「多摩地域市民活動公募助成事業」、

「自立援助ホーム支援助成事業」の助成金事務局 

② 審議会、研究会、助成審査会、学会役員などへの参画 

 

７．国内外のネットワーク推進事業  

１）国内でのネットワーク活動 （他章紹介分を除く） 

① 分野別のネットワーキング（「障害者週間協賛事業大阪実行委員会」「地域こども支援団体連絡会」

「大阪府青少年育成大阪府民会議」「安全なまちづくり推進会議」「大阪ふれあいキャンペーン実行

委員会」）への参画 

② 役員などの派遣（理事長、常務理事、事務局長などが他団体の役員に就任） 

２）海外とのネットワーク推進  

① 海外の市民活動推進機関とのネットワーキング（視察受入れを通しての情報交換など） 

 

２．事業を支える組織と財政の強化 

１．人的な事業推進態勢の充実 

 協会の事業推進は、専従職員 13 人とともに 106 人のボランティアが事業推進と組織経営に参画する

「自発性を核とする事業推進態勢」－「参加システム」をとっており、これらの基盤をもとに様々な事業活

動を進めるものである。 

１）会員・寄附者の支援継続と新たな支援者との出会い創出  

① 個人会員、個人賛助会員、団体賛助会員の支援継続と新たな支援者への働きかけを企画・実施 

② 会員誌『CANVAS NEWS』の定期発行（年６回）、「会員メーリングリスト」など会員サービスの充実 
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２）社会福祉法人としての組織活動  

① 理事会、評議員会、評議員選任・解任委員会、監事会の開催 

３）市民参加による組織経営と事業推進体制  

① 会員総会（「定期総会」）の開催 

② アソシエーター会議（「一泊創出会議」「一泊事業計画会議」）の開催 

③「常任理事会（財務基金運営委員会の機能を兼ねる）」「常任運営委員会」を毎月開催 

④「ボランティア・ＮＰＯ推進センター運営委員会」「企業市民活動推進センター運営委員会」「ボランタ

リズム研究所運営委員会」「災害支援委員会」「ウォロ編集委員会」の開催 

⑤ 「法人コミュニケーションチーム」およびその他の推進チーム・専門委員会の運営 

⑥ アソシエーター研修（アソシエーター基礎研修、アソシエータープチ研修）の企画・実施 【強化】【強化】【強化】【強化】    

⑦ 常任運営委員による「はたらき方改革」を検討するタスクチームの設置 【【【【新規新規新規新規】】】】 

４）事務局体制の整備  

① 「事務局会議」「事務局マネジャー会議」による事務局運営の円滑化 

② 新たに「事務局主幹」「事務局主任」を配置し、事務局体制を拡充 【強化】【強化】【強化】【強化】    

③ 職員研修の企画実施 【強化】【強化】【強化】【強化】 

 

２．財源の確保と財政運営 

 「『ポスト５０年』行動宣言」を充実させるためにも支援系財源開発について、「常任運営委員会」を中

心に検討を進め、「理事会」「常任理事会」と連携して、協会の経営を総合的に協議し、取り組みを進める。 

１）会費・寄附・助成金・補助金の維持・拡大  

① 会費収入（個人会費・個人賛助会費・団体賛助会費）の維持・拡大 【【【【強化強化強化強化】】】】 

② 寄附収入（一般寄附・指定寄附）の維持・拡大 【【【【強化強化強化強化】】】】 

③ 事業推進のための助成金、補助金の申請などによる財源確保 【強化】【強化】【強化】【強化】 

④ 常任運営委員による「ファンドレイジング」を検討するタスクチームの設置 【強化【強化【強化【強化】】】】 

２）自主事業収入・受託事業収入の維持・拡大  

① 「市民活動スクエア『ＣＡＮＶＡＳ谷町』」の効率的な運営と事業収入拡大 【【【【強化強化強化強化】】】】 

② 「市民学習およびＮＰＯや専門職向け研修」「講師派遣」の事業収入拡大 【【【【強化強化強化強化】】】】 

③ 「企業市民活動のコンサルテーション」「シンクタンク事業の調査研究」の事業受託開拓 【【【【強化強化強化強化】】】】 

④ 「ウォロ」購読料、書籍の発行経費の回収を努力 

３）支出の抑制・適正化、ならびに財務管理体制の整備  

① 事務局による日常的な経費低減と収支管理体制の整備 

② 経理ソフトの活用と顧問税理士との連携による社会福祉法人会計の適正運営と、常任理事会との

連携による財務管理体制の確立 

以上 
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２０１６年度事業報告と組織 

  

事業報告書・各章（事業）の関係 

       

  

   

 

コーディ 

ネーション 

コンサル 

テーション 

 

学習支援・ 

資質向上 

 

活動支援・ 

場の提供 

 

災害支援・ 

防災 

 

市民シンク 

タンク 

  

            

市 

民 

・ 

Ｖ 

第１章 

第５章 

第４章 

第８章 

 

第１章 

第２章 

 第３章  第４章 

 

第６章 

第７章 

 

ボランテ

ィアＮＰ

Ｏ推進セ

ンター 

            

Ｎ 

Ｐ 

Ｏ

・ 

行

政 

第３章 

第４章 

第５章 

 

第２章 

第４章 

第６章 

第７章 

 第３章  第４章 

 

第３章 

第６章 

第７章 

 

ボランテ

ィアＮＰ

Ｏ推進セ

ンター 

            

企 

業 

・ 

労 

組 

第１章 

第５章 

 

第２章 

第４章 

第５章 

 第５章  第４章 

 

第５章 

第７章 

 

企業市民

活動推進

センター 

            

            

情 報 提 供 ・ 出 版 ・ 市 民 シ ン ク タ ン ク         第６章 

＋ 

国 内 外 ネ ッ ト ワ ー ク 推 進         第７章 

＋ 

会員・寄附者＋組織活動＋市民参加による事業運営（組織運営）  第８章 

＋ 

会費・寄附＋助成金＋事業収入＋活動振興基金（財務運営）  第９章 

 



2016 年度事業報告（１．ボランティアコーディネーション事業） 

- 11 - 

7

42
39

49

28
30

8
13

13

54

40

26

31

18

9

15

1

0

20

40

60

80

100

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 不明

男性 女性 不明

１．ボランティアコーディネーション事業 

 

 

「ボランティア活動をしたい」という人に活動の場などを紹介するとともに、「ボランティアの応援が

ほしい」という要請に依頼者と共に課題解決に当たるのがボランティアコーディネーション事業である。 

相談者には、ボランティアコーディネーターが面談で対応するとともに、インターネットなどのメディ

アによるボランティア募集情報提供事業と連動して、ボランティアに協働を求める人や組織と社会参加の

意欲をもつ市民とのコーディネーションも進めている。 

2016 年度のボランティアセンター部門の相談件数は、のべ６５０件だった。 

 

 2016 年度に、ボランティアセンター部門として対応した総相談件数は

６５０件であった（電子・紙媒体等メディアを活用したボランティアコーデ

ィネーションを除く）。 

このうち「ボランティア・ＮＰＯの応援を求む」は１２１件、「ボラン

ティア活動希望者」は３０４件、「ボランティアコーディネーションに関

わる一般相談、照会」が２２５件となっている（図１－１、表１－１）。 

 

 

表１－１：協会に寄せられた相談総数の内訳表１－１：協会に寄せられた相談総数の内訳表１－１：協会に寄せられた相談総数の内訳表１－１：協会に寄せられた相談総数の内訳    

 ボランティア・NPO の応

援を求めたい相談 

ボランティア活動をしたい

相談 

一般相談 

（※１） 

総相談件数 

2016 年度 121(395) 304(485) 225(456) 650(1,336) 

2015 年度 152（502） 398（695） 238（481） 788（1,678） 

2014 年度 160（415） 392（579） 216（430） 768（1,424） 

※１：ボランティアグループや団体を作りたい、運営相談したいなど、ボランティア活動に関連する相談。 

※２：「はじめてのボランティア説明会」参加者は、「活動をしたい」に含む。 

※３：（  ）は調整回数。複数のやりとり（調整）の回数。 

図１－２図１－２図１－２図１－２    相談者の属性相談者の属性相談者の属性相談者の属性 N=N=N=N=650650650650    

相談者は、個人が６５％ 

図１－３図１－３図１－３図１－３    個人の相談者の属性個人の相談者の属性個人の相談者の属性個人の相談者の属性 N=N=N=N=423423423423    

個人の相談者は、勤労者が４割、学生が１．５割 
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423, 65%

NPO法人・

任意団体, 

81, 13%

施設・病

院, 25, 4%

行政, 25, 

4%

社会福祉協

議会, 21, 

3%

教育, 20, 

3%

公益法人,

16,2%

メディア,

16, 2%

支援機関,

13, 2%

その他,

10, 2%

勤労者, 

192, 45%

家事専従, 

13, 3%

大学・専門学

生, 47, 11%

高校生, 6, 

2%

福祉的

就労, 

12, 3%

退職

者, 

10, 

2%

無職, 54, 

13%

その他, 3, 

1%

不明, 

86,

20%

男性, 

215, 

51%

女性, 

207, 

49%

不明, 

1, 0%

ボランティア・

NPO応援求む

19%

ボランティア

活動希望 47%

一般相談

34%

図１－４図１－４図１－４図１－４    個人の相談者の年代別・性別個人の相談者の年代別・性別個人の相談者の年代別・性別個人の相談者の年代別・性別        N=N=N=N=423423423423    

個人の相談者は、男女比５：５、20・30 代が約４割 

図１－１図１－１図１－１図１－１    相談内容の内訳相談内容の内訳相談内容の内訳相談内容の内訳 
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１．コーディネーターによる相談・調整、プログラム開発     

（１）「応援を求める」相談への対応 （大阪市委託事業）    

Ａ．コーディネーターを介した相談の分析 

①．相談対応の概要 

2016 年度に受け付けたボランティアの「応援を求める」相談は１２１

件（前年度 152件）であった。15 年度と比較すると、相談受付件数は減

少した。対応時間や調整回数が減っているのは、継続ケースで長時間やりとりが必要だったケースが 2件減っている

ことが原因と考えられる。相談 1件に対して、平均約 66 分を費やして対応したことになる（表１－２）。 

受付方法は、電話１０４件（前年度 116 件）、面談１３件（前年度２６件）、Ｅメール４件（前年度 10 件）であっ

た。個人からの依頼では、本人の状況や活動内容を確認するため、コーディネーターが家庭訪問や関係機関への訪問

を必ず行っている。 

依頼内容（表１－３）には、単発の支援

と継続的な日常援助の依頼がある。施設・

団体からは、一芸などのレクリエーション

をするボランティアや、日帰り旅行などの

外出支援などの単発の依頼が多い。一方、

個人の単発の依頼では、旅行や買い物、イ

ベントでの手話通訳等でボランティアに来

てほしいといったものが多く、依頼から当

日まで時間に余裕がなく、すぐに対応が必

要なこともある。個人の継続的なニーズと

しては、介護保険制度が利用できない身体

障害者の外出支援のニーズや、精神障害者が社会とかか

わる場所がなく、話し相手や居場所がほしいというケー

スが多い。また、図１－５で示すように、相談者がいな

い、居場所がないため、地域との関係・社会参加に問題

を抱えており、社会的に孤立していることも多い。ヘル

パーや専門家だけの関わりではなく、友達のように寄り

添ってくれる人を求めている。一つのケースが抱える問

題は平均２．６と複数の問題を抱えている傾向がある。

多いものは、7つもの問題を抱えるケースも見られる。

このような現状に関しては、ボランティア以外のサポー

ト体制を整備したり、制度改革の必要性を伝えていくな

どの対応が必要である。 

 

Ｂ．依頼者の属性 

依頼者の属性を図１－６～８に示す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

無職無職無職無職, , , , 

24242424, , , , 38%38%38%38%

勤労者勤労者勤労者勤労者, , , , 

11111111, , , , 17%17%17%17%

福祉的福祉的福祉的福祉的

就労就労就労就労, , , , 7777, , , , 

11%11%11%11%

不明不明不明不明, , , , 16161616, , , , 

25%25%25%25%

その他その他その他その他, , , , 

6666, , , , 9%9%9%9%

(人) 

表１－２表１－２表１－２表１－２    「応援を求む」相談の合計件数「応援を求む」相談の合計件数「応援を求む」相談の合計件数「応援を求む」相談の合計件数    

受付件数 調整回数 対応時間(分) 

１２１ ３９５ ８，０２２ 

 

 

表１－３表１－３表１－３表１－３    「応援求む」相談の「応援求む」相談の「応援求む」相談の「応援求む」相談の依頼内容（Ｎ＝依頼内容（Ｎ＝依頼内容（Ｎ＝依頼内容（Ｎ＝161161161161、複数回答）、複数回答）、複数回答）、複数回答）    

友

愛

活

動

 

話し相手 24 

技

能

提

供

 

手話通訳・要約筆記 4 

遊び相手・保育 7 点訳・朗読 1 

メンタルヘルス 18 手引き 0 

外

出

支

援

 

通院・通学 11 学習支援 7 

旅行 4 専門性（医療など） 2 

余暇活動 9 外国語の通訳 4 

その他 2 余暇活動（一芸など） 7 

生

活

支

援

 

家事援助（掃除、洗濯、調理等） 6 ボランティアメンバー募集 19 

身体介護（トイレ、食事、入浴等） 9 その他 24 

その他（代筆、代読など） 3 

   

    

図１－６図１－６図１－６図１－６    依頼者個人の属性依頼者個人の属性依頼者個人の属性依頼者個人の属性        N=64N=64N=64N=64 図１－７図１－７図１－７図１－７    依頼者個人の年代と性別依頼者個人の年代と性別依頼者個人の年代と性別依頼者個人の年代と性別            N=64N=64N=64N=64 

図１－５図１－５図１－５図１－５    ケースが抱える問題ケースが抱える問題ケースが抱える問題ケースが抱える問題（（（（N=168N=168N=168N=168））））※個人からの相談のみ※個人からの相談のみ※個人からの相談のみ※個人からの相談のみ    
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依頼者のうち、個人からの依頼は６４件（前年度 81件）、施設や団体の依頼は５７件（前年度 71 件）で 15 年度に比

べどちらの依頼件数もやや減っている。依頼団体種別は、ＮＰＯ法人、任意団体、施設、行政が多くを占める結果と

なった。また、図１-９に依頼者の援助要因を示す。多い順に、障害に起因する要請８９件、高齢に起因する要請が

１９件となっている。 

 

Ｃ．相談内容の対応結果 

図１-１０は「応援を求む」１２１件の依頼相談の対応結果である。ボランティアについての概念を整理し、「解決

策を提示」が最も多く、個々の相談に応じて、対応の仕方を具体的に提案した。また、地域の支援機関にうまくつな

がらず、また福祉サービスも十分利用できないまま、「傾聴」をしながら見守りを続けているケースもある。相談者

から中止の連絡があったり、連絡が取れなくなったりするケースも多い。 

次いで「他団体をつなぐ」が多いが、単に連絡

先を紹介するだけでなく、つなごうとする双方

に連絡を取り、複数の団体が連携して応援でき

るようサポートしている。 

「個人ボランティアをつなぐ」は、相談者と

向き合う中で、ボランティアの必要性を確認

し、相談者の情報や周辺の支援機関との連携な

ど、本人と共に解決策を探すことを意識してい

る。紹介するボランティアが決まった後も、引

き合わせや活動条件の調整のためボランティ

アに同行、同じケースでも検討が必要なことが

出てきた時には、引き続き相談にのっている。 

 

Ｄ．コーディネーターが対応した具体的な相談内容 

表１－４表１－４表１－４表１－４「応援を求む」具体的な相談内容「応援を求む」具体的な相談内容「応援を求む」具体的な相談内容「応援を求む」具体的な相談内容の例の例の例の例    

 対応プロセスと結果 効果・成果 

①①①①    デパート等に出かける際の外出介助ボランティアに来てほしい（デパート等に出かける際の外出介助ボランティアに来てほしい（デパート等に出かける際の外出介助ボランティアに来てほしい（デパート等に出かける際の外出介助ボランティアに来てほしい（300300300300 分、分、分、分、6666 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【個人】【継続】外出介助のボランティアを協会で募集している情報を見て、自身も依頼できるのかと思い連絡をした。

車いすユーザーで、デパートや図書館、美術館などの外出をボランティアにサポートしてほしい。 

 ・訪問をして面談。地域とつながりが少ない様子なので、社 

会福祉協議会の担当者にも同席してもらった。 

話を聴くと、人とのつながりがほしくて、外に出かけたいと

いう思いを確認。ケアマネの不満を口にすることが多く、う

まくいっていない様子と思われた。 

・まずは近くのサロンに出かけて、地域とのつながりを持っ

てもらい、その中で気が合う人ができれば、一緒に買い物や

遠出することもできるのではないかと提案。社会福祉協議

会の登録ボランティアを紹介してもらい、サロンに一緒に

出掛けることから始めることになった。  

●地域の社会福祉協議会と協働して対応することで

双方の特性を生かしたコーディネートができた。

また、社会福祉協議会の担当者が新任の方だった

ので、どう関わることが最善かを共に考える姿勢

でのぞみ、ボランティアに対する理解を深めていボランティアに対する理解を深めていボランティアに対する理解を深めていボランティアに対する理解を深めてい

ただけるようにしたただけるようにしたただけるようにしたただけるようにした。 

●制度だけでは解決が難しい問題において、ＱＯＬ制度だけでは解決が難しい問題において、ＱＯＬ制度だけでは解決が難しい問題において、ＱＯＬ制度だけでは解決が難しい問題において、ＱＯＬ

を高めるを高めるを高めるを高めるという、ボランティアの強みを生かすこ

とができた。 

●依頼者に対しても、ボランティアに関する理解をボランティアに関する理解をボランティアに関する理解をボランティアに関する理解を

促した促した促した促した。 

紹介・調整できず紹介・調整できず紹介・調整できず紹介・調整できず, , , , 5555

相談者が中止相談者が中止相談者が中止相談者が中止, , , , 9999

ＣＯが判断して調整せずＣＯが判断して調整せずＣＯが判断して調整せずＣＯが判断して調整せず, , , , 5555

傾聴傾聴傾聴傾聴, , , , 6666

ＫＶネット紹介ＫＶネット紹介ＫＶネット紹介ＫＶネット紹介, , , , 16161616

個人Ｖをつなぐ個人Ｖをつなぐ個人Ｖをつなぐ個人Ｖをつなぐ, , , , 10101010

団体をつなぐ団体をつなぐ団体をつなぐ団体をつなぐ, , , , 16161616

支援・専門機関を紹介支援・専門機関を紹介支援・専門機関を紹介支援・専門機関を紹介, , , , 8888
解決策を提示解決策を提示解決策を提示解決策を提示, , , , 18181818

情報提供情報提供情報提供情報提供, , , , 17171717

概念を説明概念を説明概念を説明概念を説明, , , , 9999

0000 5555 10101010 15151515

図図図図１－１０１－１０１－１０１－１０    「応援求む」相談対応結果（「応援求む」相談対応結果（「応援求む」相談対応結果（「応援求む」相談対応結果（N=N=N=N=121121121121））））    

ＮＰＯ法ＮＰＯ法ＮＰＯ法ＮＰＯ法

人・任意人・任意人・任意人・任意
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19191919, , , , 33%33%33%33%
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院院院院, , , , 16161616, , , , 
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支援機支援機支援機支援機
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不明不明不明不明, , , , 1111, , , , 

2%2%2%2%

その他その他その他その他, , , , 

5555, , , , 9%9%9%9%

図１－８図１－８図１－８図１－８    依頼団体の種別依頼団体の種別依頼団体の種別依頼団体の種別        N=57N=57N=57N=57    図１－９図１－９図１－９図１－９    相談の援助要因（相談の援助要因（相談の援助要因（相談の援助要因（N=166N=166N=166N=166、複数回答）、複数回答）、複数回答）、複数回答）    
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②②②②    熊本県から大阪に滞在する際、ホテルでのお風呂介助を手伝ってほしい（熊本県から大阪に滞在する際、ホテルでのお風呂介助を手伝ってほしい（熊本県から大阪に滞在する際、ホテルでのお風呂介助を手伝ってほしい（熊本県から大阪に滞在する際、ホテルでのお風呂介助を手伝ってほしい（100100100100 分、分、分、分、12121212 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【団体】【単発】熊本県在住の脳性麻痺のある相談者が、イベントに参加するため来阪したい。重度の障害があり、介助

者 1人でお風呂介助をするのが困難なので、21時頃からの 1時間程度手伝ってもらえないか。  

 
・介助の内容等を聞き取り、ボランティアが関わることがで

きると判断し、広くボランティアを募集することにした。 

・KV ネット等でも呼びかけたがなかなか見つからず、協会で

活動するボランティアや会員にも呼びかけ、ようやく活動

者が見つかった。 

・活動者は全くの未経験で少し不安に感じていたが、協会内

で呼びかけする中で別の介護福祉士が、「自身は遠方で行く

ことは難しいが、アドバイスはできる」という申し出を受

けたため、初対面の 2 人をつないだ。互いにやり取りをし

て、ボランティアからは「不安な気持ちが和らいでとても

良かった、貴重な経験ができた」と報告があった。 

●協会が関わりのある遠方の団体からの依頼を、市市市市

域を超えたコーディネート力を生かし域を超えたコーディネート力を生かし域を超えたコーディネート力を生かし域を超えたコーディネート力を生かし、つなぐこ

とができた。 

●また、条件が厳しく、なかなか見つかりにくいボラ

ンティアを協会のネットワークで探すことができ

た。 

●実際に活動するボランティアだけでなく、その活活活活

動を支えるボランティアとの出会いをコーディネ動を支えるボランティアとの出会いをコーディネ動を支えるボランティアとの出会いをコーディネ動を支えるボランティアとの出会いをコーディネ

ートートートートすることができた。    

③③③③    アカデミックハラスメントについて、大学との話し合いについて来てほしい（アカデミックハラスメントについて、大学との話し合いについて来てほしい（アカデミックハラスメントについて、大学との話し合いについて来てほしい（アカデミックハラスメントについて、大学との話し合いについて来てほしい（610610610610 分、分、分、分、17171717 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【個人】【継続】姉がアカデミックハラスメントを受け、行方不明になった。大学と話し合いをするのだが、親族は健康

問題などで動けず、自分もストレスを受けると過呼吸になるなど、1人だけでは不安。話し合いについて来てほしい。 

 ・法的な対応はできないことを伝えたが、むしろ求めておら

れるのは精神的な支えであること確認した。５日前の急を

要する依頼だったため、すぐに協会で活動しているボラン

ティアに声をかけ、ボランティア 1 名と職員 1 名が話し合

いに同席した。その場でボランティアや職員が発言するこ

とはほとんどなく、事前に相談した内容を相談者から大学

に伝えることができた。 

・その後も相談者と大学のやり取りは続いている。実質的な

アドバイスはできないが、精神的な支えになっている様子。 

●緊急の依頼だったため、協会のネットワーク協会のネットワーク協会のネットワーク協会のネットワークを生

かして対応ができた。 

●●●●専門職でないボランティアが寄り添うことで、不専門職でないボランティアが寄り添うことで、不専門職でないボランティアが寄り添うことで、不専門職でないボランティアが寄り添うことで、不

要な緊張感が生まれず要な緊張感が生まれず要な緊張感が生まれず要な緊張感が生まれず、相談者と大学が信頼をベ

ースに話し合うことができた。 

●相談者は本件以外にも様々な問題を抱えており、

精神的な支えや居場所を必要としている様子。当

協会を精神的な安全基地精神的な安全基地精神的な安全基地精神的な安全基地としつつ、自ら問題を解

決していく方向で進んでおられる。    

 

（２）「ボランティア活動への参加希望」への対応 （大阪市委託事業） 

 

Ａ．「ボランティア活動に参加したい」（活動希望者）相談と調整の状況 

①．相談対応の概要 

表１－５にあるように 2016 年度の活動希望者の相談受付件

数は３０４件（前年 398 件）と、15年度より減少した。4月に

発生した熊本地震では問い合わせは増えたが、その後相談１件

に対し平均約６０分を費やして対応した計算になる。受付後の

対応方法は、コーディネーターが直接面談した件数は１８０件

（14 年度 252 件）で全体の約５９％にあたり、なるべく電話

で済ませずに対面での対応を心掛けている。また、面談のうち１３８件は、「はじめてのボランティア説明会」など

集合面談での対応を含む。一方、近年、メールで相談を寄せる人が増えている。基本的には、来所による面談を勧め

ているが、場合によっては面談せずに活動先などを紹介することもある。 

 

表１－５表１－５表１－５表１－５    「活動希望者」相談の全体件数「活動希望者」相談の全体件数「活動希望者」相談の全体件数「活動希望者」相談の全体件数    

 受付件数 調整回数 対応時間(分) 

面談した １８０ ２５８ １４，８２５ 

面談以外 １２４ ２２７ ３，１４７ 

上記合計 ３０４ ４８５ １７，９７２ 

 

図１－１図１－１図１－１図１－１２２２２    活動希望者の内訳活動希望者の内訳活動希望者の内訳活動希望者の内訳    N=304N=304N=304N=304    

勤労者, 

161, 53%
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26, 9%

大学・専門

学生, 33, 

11%

家事専従, 

8, 3%

退職者, 

6, 2%

高校生, 4, 

1%
不明, 47, 

16%

団体, 15, 

5%

    

図図図図１－１１１－１１１－１１１－１１    個人の活動希望者の内訳（年代、男女別）個人の活動希望者の内訳（年代、男女別）個人の活動希望者の内訳（年代、男女別）個人の活動希望者の内訳（年代、男女別）    

    N=289N=289N=289N=289    
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② 活動希望者の傾向 

活動希望者（全３０４件）のうち、団体を除く個人の相談は２８９人である。20、30 歳代の活動希望者が多い。性

別は各年代ともに、概ね半々となっているが 30、40代は比較的男性の方が多い。（図１-１１）。属性では、勤労者の

比率が５３％と一番多く、次いで大学生・専門学校生の比率も１１％と多い（図１－１２）。 

 

Ｂ．希望する活動分野 

希望する活動分野では、「何かしたい」が圧倒的に多

い。何をしたいのか、何ができるかがわからないとい

う相談者が多数いることを示している。協会のような

中間支援組織が求められる理由の１つである。「子ど

も・教育」「障害児・者」は例年と変わらず高い。「福

祉他」に関しては特にメンタルヘルスや難病に関する

活動を希望するもので、知人が悩んでいるため興味を

持ったというような人もいる。「中間支援」は、活動す

るために必要な情報提供や調整など、分野を問わずサ

ポートしているものを示す（図１－１３）。 

 

Ｃ．相談内容の対応結果  

図１－１３は、「活動希望者」への相談対応結

果である。相談の５割弱（176 件）を、個人・団

体のボランティア活動につなぐことができた。

その他、ボランティアの概要や意義を伝え、活

動先の情報を提供したものが約３９％であっ

た。図１－１４では、ボランティア活動希望者

をどのような活動先に紹介したかを示したもの

である。 

 一方、活動紹介が不適切と判断した場合や途

中で相談者から連絡や反応がなくなった場合

は、紹介できずに終了する。また、メールでの

相談で連絡が取れなくなるケースもある。 

 

Ｄ．コーディネーターが対応した具体的な相談内容 

表１－６表１－６表１－６表１－６    「ボランティア活動をしたい」具体的な相談内容「ボランティア活動をしたい」具体的な相談内容「ボランティア活動をしたい」具体的な相談内容「ボランティア活動をしたい」具体的な相談内容    

 対応プロセスと結果 効果・成果 

①①①① ボランティアリーダーが担えるまでに成長（ボランティアリーダーが担えるまでに成長（ボランティアリーダーが担えるまでに成長（ボランティアリーダーが担えるまでに成長（110110110110 分、分、分、分、5555 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【個人】【継続】 夫の転勤で大阪に引っ越してきたばかりで、友人、地域でのつながりがない。どこかのコミュニティ

に参加したいと考えて調べている中で、協会の活動を知り、活動したいと思った。    

 ・協会で活動したい理由を聞き取り、まずはどのような活動が

あるか知りたいということだったので、説明会に参加して

もらうことにした。協会だけでなく他の団体も含めて様々

な活動を紹介したところ、「活動を始めたい」人にその機会

を提供する協会に共感され、活動を始めることになった。 

・活動する中で、協会主催の他の講座や活動にも興味をもって

参加し、広い視野で積極的に活動に取り組まれている。 

●活動先の団体につなぐだけでなく、協会自身でも協会自身でも協会自身でも協会自身でも

ボランティアを受け入れているという利点ボランティアを受け入れているという利点ボランティアを受け入れているという利点ボランティアを受け入れているという利点を生

かし、「ボランティア活動したい人を応援したい」

という希望に沿った活動を紹介できた。 

●協会内の複数の活動に参加することで、広い視野複数の活動に参加することで、広い視野複数の活動に参加することで、広い視野複数の活動に参加することで、広い視野

を持ってもらえるようになった。を持ってもらえるようになった。を持ってもらえるようになった。を持ってもらえるようになった。 

②②②② 乳児院でボランティアがしたい（乳児院でボランティアがしたい（乳児院でボランティアがしたい（乳児院でボランティアがしたい（40404040 分、分、分、分、5555 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【個人】【継続】乳児院でできるボランティア活動があれば教えてほしいとメールで相談があった。自身で調べても近隣

には乳児院の施設がなく相談を寄せてきた。 

 ・メールでは相談者の“人となり”がわからないので、電話で

希望する理由などを聞き取った。子育て経験はあるが体力

に自信がなく、乳児の活動を希望された。 

・乳児院の現状や子ども関係の活動の特色などを含めて紹介

し、活動の幅を広げてＫＶネットを利用して一緒に活動先

を探したところ、児童養護施設で活動を始めることになっ

た。 

●１つの活動を紹介するのではなく、そのとりまくとりまくとりまくとりまく

環境や環境や環境や環境や、多様な活動を説明、多様な活動を説明、多様な活動を説明、多様な活動を説明したことで、活動に広

がりができた。 

●市域を超えた様々な活動を紹介市域を超えた様々な活動を紹介市域を超えた様々な活動を紹介市域を超えた様々な活動を紹介したことで相談

者の選択肢が広がった。 

③③③③ 熊本地震の被災地でボランティアしたい高校生（熊本地震の被災地でボランティアしたい高校生（熊本地震の被災地でボランティアしたい高校生（熊本地震の被災地でボランティアしたい高校生（120120120120 分、分、分、分、6666 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【個人】【単発】岩泉町の台風災害復旧支援ボランティアに行った友人から、「メディアで見るのと、現地の人の話や実

際の風景は違った」と聞き、自分も被災地を見てみたいと思った。先生の紹介で来訪。    

図１－１図１－１図１－１図１－１４４４４    「活動希望者」の相談対応「活動希望者」の相談対応「活動希望者」の相談対応「活動希望者」の相談対応状況状況状況状況 N=304N=304N=304N=304    
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図１－１３図１－１３図１－１３図１－１３ 希望する活動分野希望する活動分野希望する活動分野希望する活動分野 N=304N=304N=304N=304
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 ・大災害直後の相談ではなかったため、災害ボランティアセン

ターで募集しているところはほとんどなかった。そこで熊

本県南阿蘇村で農業支援をしている団体に連絡を取り、受

け入れの調整を行った。また南阿蘇の農家の現状や生業支

援ボランティアについて賛否両論あることも伝えた。その

後、本人から正式に申し込み。交通手段や宿泊場所、服装や

持ち物などについても、細かく情報提供を行った。 

・現地ではトマト農家のビニールハウスでの作業や農家の引

っ越しの手伝いなどをされた。また受入団体の案内で崩落

した阿蘇大橋などを見学された。 

●ボランボランボランボランティアに関する理解ティアに関する理解ティアに関する理解ティアに関する理解を促し、ハードルが高ハードルが高ハードルが高ハードルが高

い活動に踏み出す後押しい活動に踏み出す後押しい活動に踏み出す後押しい活動に踏み出す後押しができた。 

＜活動者のレポートより一部抜粋＞ 

ボランティアに参加するとはどういう事を意味す

るのでしょうか？ 僕自身の意見は、被災され、心に

傷を負った人たちの気持ちを共有する事だと思い

ます。彼らが地震の時どのような思いでいたのか？ 

そして震災から今までどのような思いで生きてき

たのか？ 今、世の中になにを望むか？ （中略） 僕

達にできることは微々たるもので社会全体から見

れば小さいものかもしれませんが、現地で僕たちが

した活動によって救われる人が必ずいるという事

を今回しみじみと感じました。（明星高校 2年生） 

 

Ｅ．「はじめてのボランティア説明会」の開催 （大阪市委託事業） 

これからボランティアを始めようと考えている人を対象とした

集合オリエンテーション「はじめてのボランティア説明会」を月

に約３回定期開催し、「何かしたい」という活動希望者に対応し

ている。個々に寄せられる相談に個別に丁寧かつ、効率的に対応

するための工夫をしている。 

 ・開催回数：３１回（前年３９回） 

 ・参加者：１３８人（前年２０１人） 

 

Ｆ．ボランティア保険の受付 （自主事業） 

ボランティア活動中の事故に備えるため、各種保険制度がある。2016 年度に当協会で受け付けた保険加入集計は

以下のとおりである。行事保険の加入者は、減少している（表１－７）。 

表１－７表１－７表１－７表１－７    ボランティア保険の受付件数〔ボランティア保険の受付件数〔ボランティア保険の受付件数〔ボランティア保険の受付件数〔（（（（    ）内は）内は）内は）内は 11115555 年度〕年度〕年度〕年度〕    

プラン名 加入件数 加入人数 

Ａプラン（年間活動保険） ２４件（22 件） ２０３人（  39 人） 

Ｂプラン（年間活動保険） ２１件（24 件） ２２６人（  217 人） 

Ｃプラン（年間活動保険・天災担保型）  ４件（ 1 件） ４８人（   2 人） 

非営利・有償活動団体保険 １件（ 0件） ５人（   0 人） 

行事保険  ４０件（54 件） １，３４４人（2,748 人） 

 

Ｇ．課題を抱えるボランティアの活動開発事業（大阪市委託事業）    

支援する、されるの固定関係ではなく、誰しもがボランティア活動に参加

できる環境整備をする。研究会を立ち上げ、参加団体の事例共有などを行っ

た。 

・名称：インクルーシブボランティア研究会 

・開催回数：４回 ・参加者：のべ 59 人、13 団体  

・成果：「課題を抱える当事者」「受入団体」「中間支援団体」が一堂に会す

ることで、立場を超えて視点を共有でき、他職種連携につながる

関係性を構築。また、次年度の成果物（冊子）作成に向けた道の

りを共有できた。  

 

（３）参加促進のためのボランティアプログラム提供による 

コーディネーション対応  

Ａ．協会のプログラム参加（ボランティアスタッフ募集など） 

 ボランティアと協働して事業を実施している協会では、独自のプ

ログラムや事業運営自体にボランティア活動希望者をつないでい

る。中間支援機関の運営を下支えする担い手として活躍している（表１－８～９）。※ 第８章に関連報告。 

表１－８表１－８表１－８表１－８    協会自主プログラムへのボランティア参加協会自主プログラムへのボランティア参加協会自主プログラムへのボランティア参加協会自主プログラムへのボランティア参加    

会議・イベント数 のべ参加人数 

３１６回 １，３８３人 

 

インクルーシブボランティアインクルーシブボランティアインクルーシブボランティアインクルーシブボランティア研究会研究会研究会研究会の様子の様子の様子の様子

    

    

はじめてのボランティア説明会の様子はじめてのボランティア説明会の様子はじめてのボランティア説明会の様子はじめてのボランティア説明会の様子    
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表１－表１－表１－表１－９９９９    当協会におけるボランティア参加当協会におけるボランティア参加当協会におけるボランティア参加当協会におけるボランティア参加    

チーム・委員会名 内 容 

会議・イ

ベント回

数 

活動時間 

のべ 

人数 

常任運営委員会 

協会事業全般に関し、ボランティアスタッフによる

日常的な経営協議の場として組織している。 

13 回 26 時間 117 人 

第５次ビジョン検討委員会 協会の将来ビジョンの検討 4回 8 時間 30 人 

法人コミュニケーションチー

ム 

団体賛助・非営利会員とのコミュニケーションを強

化し、法人会員との関係維持・拡大をめざす。 

52 回 52 時間 39 人 

ボランティア・ＮＰＯ推進セン

ター運営委員会 

協会事業(ボランティア・ＮＰＯ関連事業)全般につ

いての評価・検討や事業立案を行う。 

12 回 24 時間 88 人 

ボランティアコーディネーシ

ョン部会 

主にコーディネーション事業全般についての評価・

検討や事業立案を行う。 

5回 10 時間 14 人 

企業市民活動推進センター（Ｃ

ＣＣ）運営委員会 

企業市民活動の推進を図るため、ＣＣＣの戦略と事

業全般の企画立案、推進、評価を行う。 

6回 12 時間 27 人 

「災害支援委員会」「ＳＵＧ（す

ぐに動きますグループ）ワーキ

ング」、熊本地震支援活動 

ワーキングは「チーム 72時間」として協会の「ＢＣ

Ｐ備蓄計画」の作成。委員会は基本方針のもと、体

制作り、協会のＢＣＰ（事業継続計画）策定、災害ボ

ランティアの養成などを推進する。 

35 回 292 時間 60 人 

ボランタリズム研究所運営委

員会 

市民活動を展開する上での理論と実践を学ぶ場を提

供する。 

8回 17 時間 56 人 

ボランティアスタイルチーム 
主に勤労者を対象に多彩なボランティア活動を提供

する。 
71 回 196 時間 259 人 

ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザイン

チーム「たにまちっく」 

「ＣＡＮＶＡＳ谷町」の環境・空間を整備し、来館

者にとって居心地の良い「場」を提供する。 

16 回 32 時間 70 人 

裁判員ＡＣＴ（アクト）チーム 

裁判に必要な市民参加を進めるため取り組みや政策

提言を行う。 

30 回 98.5 時間 195 人 

「ウォロ(Volo)」発送チーム 

年間 10 回発行する月刊誌「ウォロ（Volo）」の発送

を中心に行う。 

6回 30 時間 49 人 

ボランティア・市民活動ライブ

ラリー運営チーム 

市民活動の歴史的資料を集め、記録し、保存する。 20 回 15 時間 31 人 

アソシエーター活性化委員会 

アソシエーターに関する仕組みや研修等を検討、企

画する。 

7回 18 時間 39 人 

「ウォロ(Volo)」編集委員会 

社会的課題の発見や提言に努め、年間 10回、情報誌

を発行する。 

14 回 36 時間 189 人 

「ＣＡＮＶＡＳ ＮＥＷＳ」編

集委員会 

会員通信紙の編集を通じて協会の活動や情報を発信

する。 
6 回 12 時間 28 人 

フィランソロピー･ＣＳＲリン

クアップフォーラム幹事会 

フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム

の企画運営、事業発展に必要な事案を検討する。 

10 回 20 時間 90 人 

ＣＲＭ研究会 

商品購入を寄付に結びつけるマーケティング手法を

コンサル分野の開拓につなげる。 

1回 2 時間 2 人 

 合計 316 回 900.5 時間 1,383 人 

※昨年度まで、講座・イベント回数や時間等を含めていないチームがあったため、昨年度実績と大きく異なっている。 

    

Ｂ．勤労者のボランティア活動促進事業「ボランティアスタイル」（大阪府共同募金会助成事業）    

ボランティアスタイル（勤労者のボランティア活動促進事業、通称「ボラスタ」）」は、働きざかりの市民に、休日、働きざかりの市民に、休日、働きざかりの市民に、休日、働きざかりの市民に、休日

の新しい過ごし方として、“３時間でできるボランティア活動”の新しい過ごし方として、“３時間でできるボランティア活動”の新しい過ごし方として、“３時間でできるボランティア活動”の新しい過ごし方として、“３時間でできるボランティア活動”を多彩なメニューで提案するプロジェクト。活動先

は、趣旨に賛同する大阪・京阪神の市民活動団体（ＮＰＯ・市民活動団体等）８団体をパートナー団体として、2016

年度は 52プログラムを 298 人に提供（表１－１０）。 

2016 年度はボラスタ事業 8 年目に当たる。受け入れ団体の開拓にむけて、これまでの成果や問題点などを検証し

てきたが、大きく開催数・参加者共に減少した。また、ボランティアスタイルに共感し、岸和田市社会福祉協議会が

「ボランティアスタイルきしわだ」を計画し、実施につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ボランティアスタイル「ボランティアスタイル「ボランティアスタイル「ボランティアスタイルきしわだきしわだきしわだきしわだ」」」」のパンフのパンフのパンフのパンフ    「ボランティアスタイルきしわだ」検討会議「ボランティアスタイルきしわだ」検討会議「ボランティアスタイルきしわだ」検討会議「ボランティアスタイルきしわだ」検討会議    

本の整理ボランティア本の整理ボランティア本の整理ボランティア本の整理ボランティア    
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表１－１０表１－１０表１－１０表１－１０    ボランティアスタイルボランティアスタイルボランティアスタイルボランティアスタイル    プログラム一覧プログラム一覧プログラム一覧プログラム一覧    

 

プログラム名 パートナー（受入れ）団体 開催数 参加者数 

1 夜まわりボランティア 野宿者ネットワーク 5 17 

2 本の整理ボランティア アジア図書館 10 63 

3 山歩きクリーンボランティア 箕面の山パトロール隊 11 76 

4 里浜クリーンボランティア チーム「御前浜・香櫨園浜里浜づくり」 3 24 

5 いまどき保育所ボランティア 東喜連保育園 2 9 

6 発送ボランティア 大阪ボランティア協会 1 12 

7 日本語ボランティア 浅香識字・日本語教室 6 27 

8 新聞切りぬき・保存ボランティア 大阪ボランティア協会 7 45 

9 災害復興募金ボランティア 日常生活支援ネットワーク「パーティ・パーティ」 7 25 

合計 ５２５２５２５２回回回回    ２９８２９８２９８２９８人人人人    

    

ＣＣＣＣ．他．他．他．他組織との協働によるプログラム組織との協働によるプログラム組織との協働によるプログラム組織との協働によるプログラム    

１）企業の社員研修企画１）企業の社員研修企画１）企業の社員研修企画１）企業の社員研修企画    ～ボランティア体験研修～～ボランティア体験研修～～ボランティア体験研修～～ボランティア体験研修～ 

企業等から社員研修として依頼を受けてボランティア体験の企画運営を担っている。団体と連携して訪問先の

コーディネート、プログラム設計、当日の運営を担当した。詳細は第 5 章で報告。 

２）地元商店街にて２）地元商店街にて２）地元商店街にて２）地元商店街にてボランティア情報紹介ブースを出展～「ボラ堀商店街」ボランティア情報紹介ブースを出展～「ボラ堀商店街」ボランティア情報紹介ブースを出展～「ボラ堀商店街」ボランティア情報紹介ブースを出展～「ボラ堀商店街」    

（大阪市委託事業）    

 地域のＮＰＯ団体、中間支援団体、企業が協働して実施するイベントで、

団体の活動を紹介するためのブースに協会も出展した。ボランティア募集

情報や地域での活動など、はじめてボランティア情報にふれる市民に情報

を伝えるきっかけとなった。 

・日程：2016 年５月 15 日（日）、・場所：空堀商店街（大阪市中央区） 

・運営ボランティア：のべ６人  ・来場者９人と面談し活動情報を提供 

 

（４）その他（大阪市委託事業） 

Ａ．Ａ．Ａ．Ａ．ボランティア活動に関する一般相談ボランティア活動に関する一般相談ボランティア活動に関する一般相談ボランティア活動に関する一般相談    

協会では、「応援を求める」「ボランティア活動希

望」の相談以外にも、ボランティアコーディネーショ

ンに関する相談に対応。ＮＰＯ団体で活動している

が、メンバーの高齢化で活動者が減ってきた、新たな

活動者を増やしたいという相談も多い。近年、活動希

望者の相談内容が多様になり、「自らボランティアグループやＮＰＯを立ち上げたい」などの相談も増加し、その時々

の時勢を映し出すものが多い（表１－１１）。ＮＰＯ運営等の相談内容は第３章で報告。 
 

●一般相談・照会の具体的な内容と対応例●一般相談・照会の具体的な内容と対応例●一般相談・照会の具体的な内容と対応例●一般相談・照会の具体的な内容と対応例    

表１－１２表１－１２表１－１２表１－１２    ボランティア活動推進等の一般相談・照会の具体的内容ボランティア活動推進等の一般相談・照会の具体的内容ボランティア活動推進等の一般相談・照会の具体的内容ボランティア活動推進等の一般相談・照会の具体的内容    

 対応プロセスと結果 効果・成果 

①①①①    団体に関わるボランティアを増やしたい（団体に関わるボランティアを増やしたい（団体に関わるボランティアを増やしたい（団体に関わるボランティアを増やしたい（360360360360 分、分、分、分、2222 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【団体】【継続】団体にボランティア登録をしている人はたくさんいるが、実際の活動では人が足りない登録をしている人はたくさんいるが、実際の活動では人が足りない登録をしている人はたくさんいるが、実際の活動では人が足りない登録をしている人はたくさんいるが、実際の活動では人が足りない状況。どうすれ

ばもっとたくさんのボランティアが集まるか相談にのってほしい。 

 
・面談をして、団体のボランティアの仕組みや人数などの状況を

整理した。多くの人がボランティアとして登録しているが、活活活活

動日などの条件が厳しく、継続するのが困難動日などの条件が厳しく、継続するのが困難動日などの条件が厳しく、継続するのが困難動日などの条件が厳しく、継続するのが困難だということが見

えてきた。また、同じ活動内容で飽きてしまっている同じ活動内容で飽きてしまっている同じ活動内容で飽きてしまっている同じ活動内容で飽きてしまっていることも考

えられるので、他の活動内容での関わりの可能性を探った。  

・その結果、新たな募集を増やすのではなく、今関わっているボ

ランティアに別の活動（運営スタッフなど）を提供することで、

コアにかかわるボランティアスタッフを増やすよう助言した。 

・その後、運営に参加するコアボランティアの設計をして、活動

につながっている。 

●ボランティアが足りないから新たに募集した

いという団体の思いから、今いるボランティア

が定着する方法を提案することで、継続するボ

ランティアを増やすことができる。 

●団体自身では気づかない視点をアドバイスす

ることで、ボランティアが関わりやすいプログ

ラムが提案できた。 

●ボランティアマネジメントという概念や発想ボランティアマネジメントという概念や発想ボランティアマネジメントという概念や発想ボランティアマネジメントという概念や発想

を伝え、団体戦略として取り組めるようサポー

トした。 

表表表表１－１１１－１１１－１１１－１１    ボランティア活動推進等の一般相談・照会ボランティア活動推進等の一般相談・照会ボランティア活動推進等の一般相談・照会ボランティア活動推進等の一般相談・照会    

年度 受付件数 調整回数 対応時間（分） 

2016 年度 ２２５ ４５６ １１，０５３ 

2015 年度 ２３８ ４８１ ８，８４８ 

2014 年度 ２１６ ４３０ ９，８５０ 

 

空堀商店街にてボランティア相談空堀商店街にてボランティア相談空堀商店街にてボランティア相談空堀商店街にてボランティア相談 
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②②②②     大学ボランティアセンター学生スタッフの勉強会の企画内容を相談したい（大学ボランティアセンター学生スタッフの勉強会の企画内容を相談したい（大学ボランティアセンター学生スタッフの勉強会の企画内容を相談したい（大学ボランティアセンター学生スタッフの勉強会の企画内容を相談したい（90909090 分、分、分、分、2222 回調整）回調整）回調整）回調整）    

【団体】【単発】関西にある大学ボランティアセンターで活動する学生スタッフが集まり、大阪府立大学で勉強会を開催

する。内容は「大学ボランティアセンターを廃止しようとする学長に対し、ボランティアセンターの意義を理解してもら

う」というロールプレイを通じて、自分たちの役割や意義を問い直すもの。その企画内容を相談したい。 

 
・ある程度企画ができた段階で面談を行った。狙いが多すぎること

を指摘し、もう少し的を絞るよう伝えた。またゲストとして大学

職員も参加するので、その人たちに話をしてもらい、学生スタッ

フ以外の人の視点も取り入れられるようアドバイスした。さらに

視野を広げるために、空間軸（学生、大学、地域、社会）と時間

軸（過去、現在、未来）で考えることを提案した。 

・2時間程度、学生のみで企画をブラッシュアップしてもらった後、

もう一度面談。当日使用するワークシートについても検討した。 

●大学教職員やボランティア受入団体の視点

を理解したうえで、大学ボランティアセンタ

ーや学生スタッフの意義を理解できるプロ

グラムができた。 

●勉強会で学んだ学生スタッフが各大学で活

動することで、ボランティアマインドが広がボランティアマインドが広がボランティアマインドが広がボランティアマインドが広が

るるるることが期待できる。 

 

ＢＢＢＢ．相談力向上のための専門機関や他団体との連携促進．相談力向上のための専門機関や他団体との連携促進．相談力向上のための専門機関や他団体との連携促進．相談力向上のための専門機関や他団体との連携促進    

    １）１）１）１）大阪市社会福祉協議大阪市社会福祉協議大阪市社会福祉協議大阪市社会福祉協議会のボランティアコーディネーション研修会のボランティアコーディネーション研修会のボランティアコーディネーション研修会のボランティアコーディネーション研修協力協力協力協力    

大阪市内の市・区社会福祉協議会と「顔の見える関係」を築くため、企画・ 

運営に協力して研修を開催。会場はいずれもＣＡＮＶＡＳ谷町で開催。 

＜１回目＞日時：2016 年 10 月 18 日（火）13 時 30 分～17 時、参加者：２８人 

演題：「ボランティアコーディネート論（基礎編）」 

講師：岩本裕子（関西学院大学）、椋木美緒（大阪ボランティア協会） 

＜２回目＞日時：2016 年 11 月 8 日（火）13 時 30分～17時、 参加者：３０人 

     演題：「地域の実践からボランティアコーディネーションを考える」 

講師：岩本裕子（関西学院大学）、青山織衣（岸和田市社会福祉協議会） 

ＣＣＣＣ．運営体制の強化．運営体制の強化．運営体制の強化．運営体制の強化    

    １）ケース検討会の開催１）ケース検討会の開催１）ケース検討会の開催１）ケース検討会の開催    

  協会に寄せられる相談のケースに焦点をあてて、事例検討、資源開拓、プログラム開発などの検討を行う。 

日 程：2016 年５月 31 日、６月 28 日、７月 26 日、９月 27 日、10 月 25日、12月８日、2017 年２月２日、 

３月６日（この他に、週１回のケース共有を実施）    

内 容：毎月の傾向分析、困難ケースの事例検討、相談対応における評価の指標開発など 

  参加者：筒井のり子（スーパーバイザー）、岩本裕子（スーパーバイザー）、岡村こず恵、椋木美緒、高宮城亜矢香、小林政夫 

    ２）ボランティアコーディネーション事業評価委員会の開催２）ボランティアコーディネーション事業評価委員会の開催２）ボランティアコーディネーション事業評価委員会の開催２）ボランティアコーディネーション事業評価委員会の開催    

        日程：2015 年６月７日、10月 31 日   内容：定期実績評価・検証、スケジュール管理、事業計画など  

委員：石井祐理子（京都光華女子大学准教授）、南多恵子（京都光華女子大学講師）、赤澤清孝（（特活）ユースビジョン／大谷大学准教授） 

 

２．メディア（インターネット・情報誌など）による情報発信 

協会では、インターネットなどを活用したコーディネーションシステムや情報発信を積極的に行っている。以下、

それらの詳細を紹介する（表１－１３）。 

表１－１表１－１表１－１表１－１３３３３    電子・紙媒体・メディアのアクセス数や、情報掲載件数（件）電子・紙媒体・メディアのアクセス数や、情報掲載件数（件）電子・紙媒体・メディアのアクセス数や、情報掲載件数（件）電子・紙媒体・メディアのアクセス数や、情報掲載件数（件）    

年度 

検索システム「ＫＶネット」 

メールマガジン 

（配信数） 

メディア 

（情報数） 

広報依頼 

（依頼数） 

活動希望（アクセス

数） 

応援求む（情報数） 

2016 ９０，４６１ ４６４ １，６７１ ２１５ ２，３３７ 

2015 １１０，８００ ４９４ １，７０１ ２３６ ２，５８２ 

2014 １１１，０９３ ４８２ １，５３０ ２４３ ２，４０１ 

 

（１）関西人のためのボランティア活動情報ネット（ＫＶネット） によ

るボランティ ア活動情報の提供（ＫＶネット協賛および大阪府共同募金会助成事業） 

インターネットなどを活用したコーディネーションのシステム「ＫＶネット」（関西人のためのボランティア活動

情報ネット）の充実を進めている。このシステムは企業や団体の協賛を得て運営（2016 年度協賛企業・団体：読売

新聞わいず倶楽部、毎日新聞大阪本社、大阪交通ライフサポートセンター）している。 

「区社協との研修の様子」「区社協との研修の様子」「区社協との研修の様子」「区社協との研修の様子」    

CANVASCANVASCANVASCANVAS 谷町にて谷町にて谷町にて谷町にて 
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2016 年度は、活動情報４６４件（15 年度 494 件）、団体情報８６７件（同 864 件）を掲載。掲載情報数は今年度

微減となった。年間アクセス数は、月平均約７，５３８アクセス（同 9,233 アクセス）で減少した。同種のサイト

が増加したことや、スマートフォン対応していないことなどが原因として推測される。 

分野では障害児・者が最も多く、次いで子ども・青少年、環境、教育、国際、高齢者の情報が多い。また、メンタ

ルヘルスやまちづくり、芸術分野、スポーツの活動情報など様々な分野の情報が寄せられている（図１－１６）。 

表１－１表１－１表１－１表１－１４４４４    ＫＶネットによる情報掲載数ＫＶネットによる情報掲載数ＫＶネットによる情報掲載数ＫＶネットによる情報掲載数    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）メールマガジンによるボランティア活動情報の提供 

メールマガジン『関西人のためのボランティア活動情

報』を毎週１回、３件程度の情報を掲載し発行している 

主催事業の参加者に積極的に登録を呼びかけており、登

録者数の増加が続いていたが、今年度は微減となった。 

（表１－１５）。 

 

（３）ＳＮＳを活用したキュレ—ションサイト事業（大阪市委託事業） 

新たな層のボランティア活動者（若者）の増加をねらい、Facebook などのＳＮＳを活用し、写真や動画等の見せ方

を工夫し、活動につなげるキュレーションサイト。公開に必要なコンテンツおよびデザインは完了し、あとはシステ

ムに載せる作業をすれば公開できる。また記事追加・更新のワークフローも整備した。 

 

（４）他紙へのボランティア活動情報の提供  

毎日新聞（週１回）、読売新聞わいず倶楽部（週１回）に、それぞれの発行者、読者・視聴者層に応じたボランティ

ア情報を提供している。サンケイリビングにも掲載していたが、2015 年度末で掲載終了となった。（表１－１６）。 

表１－１表１－１表１－１表１－１６６６６    広報依頼をマスコミに仲介した件数（（広報依頼をマスコミに仲介した件数（（広報依頼をマスコミに仲介した件数（（広報依頼をマスコミに仲介した件数（（    ）内は）内は）内は）内は 2015201520152015 年度）年度）年度）年度）    

  毎日新聞 サンケイリビング 読売新聞 合計 

マスコミ掲載情報数 １２５(117) －(363) ９０(83) ２１５ (236) 

マスコミ掲載回数 ４３( 41) －( 12) ４５(42) ８８５ ( 96) 

 

（５）広報依頼に関する相談（マスコミ仲介やチラシ掲示）への対応 

「広報依頼」の件数は、ボランティアに係る相談を含め、2016 年度に対応した市民活動全般についての依頼である。

また、内容は、講座やイベントのチラシやポスターの掲示依頼、ボランティア募集依頼が多い。団体紹介パンフレッ

トや貸会議室情報、助成金情報なども寄せられている（表１－１４）。 

表１－１表１－１表１－１表１－１５５５５    メールマガジンメールマガジンメールマガジンメールマガジンによるによるによるによる    

ボランティア情報の提供ボランティア情報の提供ボランティア情報の提供ボランティア情報の提供    

年度 掲載情報数 発行(掲載)回数 メルマガ登録数 

2016 164 55 1,671 

2015 153 55 1,701 

2014 141 51 1,530 

 

図１－図１－図１－図１－１５１５１５１５    ＫＶネット掲載情報数等の推移ＫＶネット掲載情報数等の推移ＫＶネット掲載情報数等の推移ＫＶネット掲載情報数等の推移    
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図１－１６図１－１６図１－１６図１－１６    活動掲載情報の分野活動掲載情報の分野活動掲載情報の分野活動掲載情報の分野    
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年度 

ボランティアの応援を求む Ｖ活動をしたい 

備考 団体情報数 

情報件数 年間アクセス数 

団体情報数 内、新規団体数 

2016 ８６７ ４６ ４６４ ９０，４６１  

2015 ８６４ ５４ ４９４ １１０，８００  

2014 ８８９ ５８ ４８２ １１１，０９３ アクセス数、急増。 
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３．ボランティアコーディネーション向上に関する取り組み  

 

①．①．①．①．「ボランティア「ボランティア「ボランティア「ボランティアコーディネーター養成講座」（第４コーディネーター養成講座」（第４コーディネーター養成講座」（第４コーディネーター養成講座」（第４２２２２期）の開催期）の開催期）の開催期）の開催    

   新任ボランティアコーディネーター向けの基礎研修を開催、44 人（のべ 88人）が参加。第 2章で詳細報告。 

 

②②②②．「そうだったのか！学生が集まる施設・団体の秘訣」の実施．「そうだったのか！学生が集まる施設・団体の秘訣」の実施．「そうだったのか！学生が集まる施設・団体の秘訣」の実施．「そうだったのか！学生が集まる施設・団体の秘訣」の実施    

   学生など若者ボランティアを受け入れたい団体向けに、受入のコツ等の研修を実施した。 

  ＜第１回＞日時：2016 年 11 月 20 日（日）14 時～17時  参加者：23 人 

タイトル：学生が集まる秘訣を知る 

講師：赤澤清孝（ユースビジョン）、梅原聡（立命館大学 4回生） 

  ＜第２回＞日時：2016 年 12 月 10 日（土）14 時～17時  参加者：22 人 

       タイトル：学生と考える 学生を集める作戦 

       講師：小林政夫（大阪ボランティア協会）、学生 6名 

 

 

 

    

    

    

    

③③③③．「日本ボランティアコーディネーター協会（ＪＶＣＡ）」への協力．「日本ボランティアコーディネーター協会（ＪＶＣＡ）」への協力．「日本ボランティアコーディネーター協会（ＪＶＣＡ）」への協力．「日本ボランティアコーディネーター協会（ＪＶＣＡ）」への協力        

   副代表理事１人（早瀬）、運営委員２人(早瀬・髙宮城）を派遣。「ボランティアコーディネーション力３級検定」

（２回）の直前研修の共催、「１級検定」試験監督など積極的に協力した。第２章で詳細報告。 

 

＜第１回＞＜第１回＞＜第１回＞＜第１回＞学生学生学生学生が集まる秘訣を知るが集まる秘訣を知るが集まる秘訣を知るが集まる秘訣を知る ＜第２回＞学生と考える＜第２回＞学生と考える＜第２回＞学生と考える＜第２回＞学生と考える    学生を集める作戦学生を集める作戦学生を集める作戦学生を集める作戦    
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２．市民力向上（市民学習・研修）事業 

－ 市民対象に多様な学習の機会として２２コース、８３講座を提供。のべ１，９３８人が受講。 

 

協会は、Ａ．「一般市民向け」の講座、Ｂ．「ＮＰＯ関係者」向け講座、Ｃ．市民活動推進の「専門職

対象の講座」と、多様な講座を開講している。2016 年度は、３形態、２２コース、８３講座を開講、

のべ１，９３８人が受講した。 

また、他団体が開催する講座などにのべ１２３人の講師を派遣、１万２，６７５人が受講した。 

 

１．研修事業の全体像  

市民活動に関する協会の研修事業は、協会主催で各種の講座を開催するとともに、外部からの依頼に応え、講座企

画・講師派遣という形で、全国各地で市民活動に関する講演活動（出前講座）を行っている。 

その参加者数の推移を図２－１に、主催講座の参加者の推移を図２－２に示す。主催講座参加者数は、主催講座件

数が減少し、昨年度まで行っていたＮＰＯなどのためのレベルアップ講座を実施しなかった結果（15 年度 303 人）た

ことから、昨年度より 339 人減少した。また、講師派遣は講師ができる職員の退職により、減少傾向が続いている。 

     図２－１ 研修事業の参加者数          図２－２ 主催講座の参加者のべ人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

２．講座・研修会の開催 

 昨年度の主催講座数（事務局を担った共催講座を含む）は２２コース（2015 年度は 24 コース）、８３講座（同 99 講座）。

のべ参加者数は１，９３８人（同 2,277 人）だった。以下、会場の記述がないものは、すべて「CANVAS 谷町」で開催。 

 

【Ａ．一般市民向けの講座：「市民力」向上の取り組み】 

（１）「定期総会記念講演会」の開催  

  定期総会記念講演会として、「できるやんか！－人間って欠けているから伸びるんや－」をテーマに実施した。 

・日 時：2016 年５月 22 日（日）10 時 30 分～12時 

・講 師：中井 政嗣（千房株式会社代表取締役） ・参加者：４３人 

 

（２）「裁判員ＡＣＴ2016 連続セミナー＆公開学習会 

「裁判員裁判から見えてくる社会的孤立とその課題」等の開催【新規】」（大阪府共同募金会助成事業） 

  “裁判員ＡＣＴ”＝裁判への市民参加を進める会チームでは、「ポスト 50 年『行動宣言』」を受け、新規事業と

して社会的孤立と司法の関係に焦点をあてた連続セミナー及び公開学習会を実施し、のべ１６６人が参加した。 

これまで裁判員を経験した人から、「犯罪はなぜ起きてしまうの」「犯罪者となった人は裁判の後はどうなるの」

「どのように社会復帰していくの」という声がよく聞かれるため、実際に起こった事件などから犯罪の原因を考

え、社会の側がどう取り組むべきかを考える場を提供。特に福祉関係者や司法関係者らから好評を得た。参加費

は各回 1,000 円（全回参加の場合や協会個人会員は割引あり）。また参加者のうち希望する者へメール情報「ＡＣＴ
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通信」の配信と、協会ブログや裁判員ＡＣＴ公式 Facebook への同時情報掲載を行った。さらに参加者の次の参

加の場として、傍聴カフェ 11 回、交流カフェ 2 回（6/17 裁判員経験者との交流、11/19 量刑について）、チーム研修

（4/30 グループ意見交換の進行、9/10 今市事件に学ぶ）、有志企画（4/30 司法担当新聞記者に聞く）なども行った。 

（連続セミナー第 1回）「彼はどうして罪を犯してしまったのか～社会的孤立と刑事司法～」 

・日時：2016 年６月 19 日（日）14 時～16 時 30 分 ・講師：辻川圭乃（大阪弁護士会） ・参加者：４６人 

（連続セミナー第２回）「彼は社会に出たあとどうしているのか～出所者雇用の取組み～」 

・日時：2016 年 8 月 21 日（日）14 時～16 時 30 分 ・講師：岡本昌宏（なんとかなる） ・参加者：４４人 

（連続セミナー第３回）「彼はどう裁かれたのか～裁判員裁判から見てくる社会的孤立～」 

・日時：2016 年 8 月 21 日（日）14 時～16 時 30 分 ・講師：池田直樹（大阪弁護士会） ・参加者：４２人 

（公開学習会）「私たちは裁判員制度にどう向き合うか～裁判員経験者たちの思い～」 

・日時：2016 年 12 月 3 日（土）13 時 30 分～17 時 ・参加者：３４人 

・内容と講師：第１部「裁判員制度－その意義と裁判員の役割」、講師：笹倉香奈（甲南大学法学部准教授）、 

第２部「裁判員経験者に聞く｣、第３部「グループ討論」 

 

（３）「はじめてのボランティア説明会」の開催 （大阪市受託事業） 

全３１回。参加者：１３８人。詳細は第１章「ボランティアコーディネーション事業」で報告。 

（４）震災復興応援イベント「3.11 from KANSAI2017」の開催協力  

「3.11 from KANSAI2017～わたしたちの 6 年 つながる・そなえる・ささえあう～」を実行委員会制で開催 

・参加者：３７５人。詳細は第４章「災害・復興支援、防災事業」で報告。 

（５）「ボランタリズム研究所」市民向け講座の開催（大阪府共同募金会助成事業） 詳細は第６章で報告 

①「リサーチ＆アクション・セミナー」   ・・・・・・・・・・・・・・２回。のべ参加者：４９人 

②「『ボランティア・ＮＰＯ・市民活動年表』を読む会」  ・・・・・・・３回。のべ参加者：５５人 

③「市民セクターが挑む、社会的孤立の抑制・解消への道程」 ・・・・・２回。のべ参加者：６６人 

 

【Ｂ．ＮＰＯ関係者向けの講座：「組織力・経営力」向上の取り組み】 

（１）ＮＰＯ入門研修（ＮＰＯ法人設立・運営説明会シリーズ）（大阪府共同募金会の配分金を一部活用） 

① ＮＰＯ入門講座「はじめてのＮＰＯ説明会」 

・開催日（個別）：2016 年８月５日（金）、８月 21日（日） ・参加者：計２人（15 年度 17人/年 6回） 

・内  容：ＮＰＯとは？／市民活動を組織化するということ／ＮＰＯにとっての会員、役員とは 

 

（２）その他のセミナー 

①団体向け「Facebook の使い方」講座〔大阪市福祉ボランティアコーディネーション事業〕 

Facebook を活用したいがどうやって始めればよいかわからない、というＮＰＯ・ボランティアグループを対

象に、Facebook の使い方を学ぶセミナーを平野区社会福祉協議会と共催で実施した。 

・日 時：2017 年１月 21 日（土）13 時 30 分～16時 30 分  

・場所：平野区社会福祉協議会 ・講師：谷田寛次（Weave Style） ・参加者：３９人 

 

（３）非営利法人格の選択と制度を考えるフォーラム in 大阪 

（非営利法人格選択に関する実態調査委員会共催事業） 

  社会課題・地域課題解決のための組織が得るべき「法人格」 

はどうあるべきか？それらの問いや課題について、調査結果を 

基に話し合い、法人格の在り方について様々な非営利法人格の 

団体をパネリストに協議した。 

・日時：2017 年 2 月 24 日（金）13 時 30 分～17 時 00 分  ・参加者：３７人 

・場所：市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ(キャンバス)谷町」 ・パネリスト：石原達也〔特活）岡山 NPO セン

ター 副代表理事〕、志場久起〔特活〕わかやま NPO センター 副理事長、公財）わかやま地元力応援基金 元監

事〕、細井大輔〔認定特活〕大阪精神医療人権センター 理事〕、永井美佳〔社福）大阪ボランティア協会 事務局

長〕、野地千晶〔大阪府府民文化部男女参画・府民協働課 府民協働グループ〕 

・コメンテーター：山岡義典〔非営利法人格選択に関する実態調査委員会 委員長〕 

・コーディネーター：新田英理子〔認定特活〕日本 NPO センター 事務局長〕 
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【Ｃ．市民活動推進のための専門職養成講座】 

（１）「ボランティアコーディネーター養成講座」（第４２期） 

 新任ボランティアコーディネーター向け。“一日でボランティアコーディネーションが分かる”共通基礎研修の後、

施設･ＮＰＯ･中間支援に分かれ事例検討を行った。（認定特活）日本ボランティアコーディネーター協会との共催。 

・開催日：2016 年 7 月 9日（土） ・参加者：４４人（のべ８８人） ・会場：エル・おおさか 

・講 師：石井祐理子（京都光華女子大学）、岩本裕子（関西学院大学）、南多恵子（京都光華女子大学）、 

岡村こず恵（大阪ボランティア協会） 

 

（２）「ボランティアコーディネーション力検定・直前研修」（３級・共催、１級・協力） 

 （認特）日本ボランティアコーディネーター協会が主催の上記検定の直前研修の共催や、試験監督に協力した。 

①「３級検定直前研修」（共催） 

・開催日：第 21 回＝2016 年６月 25 日（土）、第 22 回＝2016 年 12 月 4日（日） 

・参加者：第 21 回＝５０人、第 22 回＝６０人 

・講 師：第 21 回＝岡村こず恵（大阪ボランティア協会）、竹田純子（龍谷大学ボランティア・ＮＰＯ活動センター） 

第 22 回＝岡村こず恵（大阪ボランティア協会）、青山織衣（岸和田市社会福祉協議会） 

②「１級検定試験監督」（協力） 

・開催日：2016 年９月 25 日（日） ・試験監督：永井美佳（大阪ボランティア協会／１級合格） 

（３）「そうだったのか！学生が集まる施設・団体の秘訣」（大阪市受託事業） 

  ・第１回参加者 23 人 ・第２回参加者 22 人 詳細は第１章「ボランティアコーディネーション事業」で報告。 

 

（４）「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ）in 茨城」（第３４回）  

 「ボランタリズム推進団体会議」の世話人として、第３４回会議の企画運営に参画した。 

・開催日：2016 年６月 18 日（土）～19日（日） ・参加者：５５人 

・会 場：トモスみとビル（茨城県水戸市） 

・内 容：基調鼎談「現在の若者による世論形成と、かつての市民運動をつなぐ」（講師：今野晴貴・清水康之・早瀬昇、

進行：横田能洋）／分科会１「市民主導のまちづくり拠点」（講師：山口茂徳・原田啓司・進行：枝見太朗）または

分科会２「『ケアする人のケア』を考える」（講師：佐々木令三・布川佐登美・進行：鍋島洋子・神元幸津江）／  

分科会３「政治と市民活動の距離感をはかる」（講師：鈴木知幸・村田恵子・岡本榮一、進行：鳥羽茂）または分

科会４「市民活動支援組織だからこそできる災害復興支援のあり方」（講師：頼政良太・浦野愛、進行：横田能

洋）／クロージング・ディスカッション「若者の社会参画の環境づくりを考える」（講師：塚本竜也・岩井俊宗、

進行：枝見太朗）など 

 

（５）企業担当者向け研修会の開催（第５章で詳細を報告） 

①「フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム」 ・・・・・・・・・・６回。のべ参加者：２３５人 

②「リンクアップ･フォーラム･自主ゼミ」・・・・・・・・・・・・・・・・・・３回。のべ参加者：  ３１人 

③「ウメキタ朝ガクプロジェクト」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２回。のべ参加者：２４７人 

 

３．他団体主催講座等への講師派遣・委員派遣・視察等 

（１）講師派遣の実績  

主催講座の一方で、協会では社会福祉協議会、ＮＰＯ支援センター、行政、企業、市民団体など他団体が開催する

「ボランティア講座」「ボランティアコーディネーター研修」「ＮＰＯ運営セミナー」「協働研修」「ＣＳＲ研修」など

の講座に、職員などを講師として派遣している。 

2016 年度は２３９件（前年度 236 件）の派遣があった。その内訳は、調整の伴う講師派遣１２３件、協会への視察

対応１１件、非常勤講師９５件で、派遣者は外部講師１７件、職員６７件、早瀬常務３２件、ＣＣＣ企画受託７件で

ある。これらの講師派遣等での受講者数はのべ１２，６９５人（前年度 14,490 人 ※昨年度報告書から、視察対応の受講

者を追加）に達した。依頼内容は、図２－５に示すように、ボランティア全般に関する内容が最も多く、ボランティ

アコーディネーション、ＮＰＯ運営、協働などの依頼も多い。2016 年度は、講師をしていた職員の退職により、派遣

件数が減少したが、職員１人の件数は増加している。講師料についてもていねいに交渉し、単価は増加している。 



2016 年度事業報告 (２.市民力向上事業） 

 

- 25 - 

また、日程等の条件が合わずキャンセルとなった件数は１３件（前年度 

28 件）で、依頼を受けたものはなるべく断らないように調整をした。 

 

（２）非常勤講師・委員派遣等の実績  

 依頼を受けて派遣する講師のほか、職員などが非常勤講師として、大

阪大学、関西大学、龍谷大学、神戸女学院大学、甲南女子大学、四條畷

学園大学などで、「ボランティア論」「市民活動論」「ＮＰＯボランティ

ア論」「ＣＳＲ論」「プロジェクト・マネージメント論」などを担当して

いる。また行政や社会福祉協議会、ＮＰＯ支援センターなどから委員会、

審議会、審査会などの各種委員等の派遣を行っており、2016 年度は  

８０件（前年度 80 件）の派遣があった（講師派遣実績には含めず）。協

会事業やＣＡＮＶＡＳ谷町の運営等の視察対応は 11 件（前年度 2 件）

行った。視察の件数は大幅に増加しているが、特に韓国やタイなど海外

からの視察依頼が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）チーム・委員会等が講師や講座企画相談に応じた実績 

①元「『日本語でつたえるコツ』広げる委員会」の出張ワークショップ開催実績 

多文化子育て支援ガイドブック『日本語でつたえるコツ』をテキストとして出張ワークショップを各地で開催。 

・日 時：2016 年６月 30日（木）10 時 40 分～12 時 10 分  ・出張先：甲南女子大学 

    ：2017 年２月 10日（金）13 時 30 分～15時 00 分  ・出張先：識字・日本語豊中連絡会 

    ：2017 年２月 27日（月）10 時 00 分～12 時 00 分  ・出張先：豊中市人権政策課 

（４）大学の実習指導の受託  

大阪経済大学人間科学部「ボランティア実習」の指導について、大学より委託を受け 2010 年度より実施。2016 年

度は「ボランティアとは」「ＮＰＯとは」等の授業を行うとともに、４人の学生（30 時間の活動）を３団体にコーデ

ィネートした。（実習先団体：（特活）にしよどにこネット、にほんごサポートひまわり会、（特活）フェリスモンテ） 

（５）研修生・インターンの受け入れ  

2016 年度に受け入れたインターンは下記の３人であった（研修生の受入はなかった）。 

①甲南女子大学「インターンシップ体験演習」の受け入れ  

・氏  名：尾崎好美（甲南女子大学文学部３回生）   ・期 間：2015 年６月～2017 年 1 月 

・活動内容：「ボランティアスタイル」事業への参画、学内掲示用参加者募集ポスターの企画立案・制作 

・氏  名：中内理加（甲南女子大学文学部２回生） ・期 間：2016 年 6 月～2016 年 8 月 

・活動内容：留学生・大学生をつなぐスポーツイベントの企画立案、『日本語でつたえるコツ』掲載団体の情報

更新有無の確認事務 

・氏  名：宍戸杏里（甲南女子大学文学部２回生） ・期 間：2016 年 6 月～12 月 

・活動内容：命の大切さを子どもへ伝える絵本「命の食べ物」の企画立案・製作、犬の殺処分を無くし命を救う

ためのプレゼンテーション資料「犬の取り扱い説明書」の企画立案・制作 
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図２－４講師派遣：派遣地域 図２－５ 派遣講座内容の推移 

 

図２－３ 講師派遣：依頼団体属性 
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３­①．ＮＰＯ運営支援・基盤整備事業 

－ 市民活動団体の人材育成、活動支援、相談助言、仲介、調査研究を総合的に展開  

 

ＮＰＯ運営支援・基盤整備事業は、① ＮＰＯ・社会起業家のインキュベーション＆マネジメントの

相談・研修、② 支援者とＮＰＯの連携支援、③ ＮＰＯの情報提供、④ 自治体のＮＰＯ関連施策・協

働推進支援、⑤ ＮＰＯ推進機関への支援とネットワーク推進とＮＰＯの制度改革等の動き、の５つの

柱で整理できる。 

 2016 年度は、自主事業での講座開催など、相談活動を行い、ＮＰＯの運営支援に力を注いだ。 

 

１．ＮＰＯ・社会起業家のインキュベーション＆マネジメントの相談・研修  

（１）ＮＰＯの運営などの相談対応  

市民活動団体の運営支援に関しては、「ＮＰＯとは？」という概論的な質問から「ＮＰＯ法人の設立や運営の方法」

という組織化や運営実務・経営に関する相談、団体のミッション確認やビジョンに沿った事業計画の立案、そして、

支援者や資源のコーディネーションなど、運営する中での財源や人材など企画など相談も多岐にわたる。 

① 相談受付件数と相談者の内訳  

2016 年度、市民活動運営に関する相談は２０２件（２７８件）である。今年度は減少傾向にあり、個人はほぼ

同数、任意団体・ＮＰＯ法人が大きく減少し、その他はほぼ同数程度となっている。（図３－１）。相談対応方法

としては、相談者と直接の面談による対応を基本としているが、協会に寄せられた全相談件数のうち、８１件は面

談による対応、１２１件は電話など面談以外による対応で、今年度は対面での相談も減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 相談内容  

主な相談の内容は、「ＮＰＯとは」という基本的概念から「ＮＰＯの設立・運営実務」「こんな活動をしているＮ

ＰＯを探している」「ＮＰＯとの協働を模索」といった相談まで幅広い。以下にこれまでの相談内容の推移（図３

－２）と 2016 年度に受けた相談内容の詳細（図３－３）を図で示す。2016 年度は、任意団体やＮＰＯから「企画・

運営・コンサル相談」の問合せを中心に「組織運営（解散含む）」の相談や「協会事業」の問合せや「団体・人」

の問合せも多かった。協会主催の講座でも相談を受けているが、その対応件数は計上していない。 
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図３－１図３－１図３－１図３－１    市民活動団体の運営支援に関する相談者の属性市民活動団体の運営支援に関する相談者の属性市民活動団体の運営支援に関する相談者の属性市民活動団体の運営支援に関する相談者の属性（（（（11116666 年度年度年度年度 N=2N=2N=2N=202020202））））    

図３－２図３－２図３－２図３－２    市民活動団体の運営支援に関する相談内容内訳の推移市民活動団体の運営支援に関する相談内容内訳の推移市民活動団体の運営支援に関する相談内容内訳の推移市民活動団体の運営支援に関する相談内容内訳の推移（（（（11116666 年度年度年度年度 N=2N=2N=2N=202020202））））    
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（２）ＮＰＯ向け研修  

個別の相談対応に加え、説明会や研修会も実施した。第２章「市民力向上事業」で詳細報告。 

＜ＮＰＯ入門研修＞〔大阪府共同募金会の配分金を一部活用〕 

① は じ め て の Ｎ Ｐ Ｏ 説 明 会（2016 年８月５日、８月２１日） 

＜ＮＰＯ運営研修＞ 

①非営利法人格の選択と制度を考えるフォーラム in 大阪【主催  非営利法人格選択に関する実態調査委員会】 

 社会課題・地域課題解決のための組織が得るべき「法人格」はどうあるべきか？ それらの問いや課題につい

て、調査結果を基に話し合い、共有するフォーラムを共催で開催。第２章で詳細を報告する。 

（３）「ＮＰＯ経営」などに関する講師派遣  

2016 年度にＮＰＯをテーマとした講師派遣件数は、団体運営や行政とＮＰＯの協働に関する講師派遣など３９件

（2015 年度は 41 件）で、昨年度より減少した。 

 

２．支援者とＮＰＯの連携支援事業 

支援者とＮＰＯとのつながりを築くコーディネーションを

進めるため「パートナー登録制度（略称「Ｐ登録」、年度登録

料=10,000 円、『ウォロ』付）」を運営している（図３－４）。 

（１）「パートナー登録」１３０団体  

「パートナー登録」は支援者の信頼に応えられる事業や

活動の推進、ネットワーク形成を目指して、協会や支援者

とつながりたいと考える団体を対象としている。 

２０１７年３月末時点で１３０団体（１５年度１２７団体）。

うち２０１６年度に新規加入した団体は１０団体である。 

特活）iPledge、特活）アサーティブジャパン、特活）アジア子供支援フジワーク基金、特活）いきいき会、特活）

いくの学園、特活）いずみおおつ市民活動ネット（旧いずみおおつ市民公益活動推進協議会）、特活）遺族支え愛ネッ

ト、特活）いばらき市民活動推進ネット、ACoA Stories／大阪グループ、ACODA ローゼズ、特活）NPO かんなびの丘、

特活）NPO 子どもネットワークセンター天気村、特活）NPO 政策研究所、特活）エヌ・ピー・オーみなと、特活）エフ・

エー、特活）園芸療法研究会西日本、特活）えんぱわめんと堺/ES、エンパワメントスペース大阪、應典院寺町倶楽部、

大阪交通遺児を励ます会、特活）おおさか行動する障害者応援センター、特活）大阪市計量協会、特活）大阪市難聴者・

中途失聴者協会、特活）大阪スタタリングプロジェクト、特活）大阪精神医療人権センター、大阪セルフヘルプ支援セ

ンター、大阪手びきの会、大阪帆船と国際交流の会（SAIL’O’）、大阪筆記通訳グループ「ぎんなん」、特活）大阪府高

齢者大学校、おはなしグループ綿の花、特活）おまけ文化の会、おんなの目で街を創る会、特活）介護・環境ネットワ

ーク機構、特活）「環境・持続社会」研究センター（JACSES）、特活）環境情報ステーション pico、特活）関西 NGO 協議

会、関西 NPO 会計税務研究会、関西音声サポート、関西広域避難者支援センター、特活）関西こども文化協会、特活）

如月会、特活)北河内ボランティアセンター、ギャマノン、特活）キャリア・アシスト・ネットワーク、特活）キャン

ピズ、くつろぎステーションつばさ、グリーンコンシューマー大阪ネットワーク、特活）ケイローン、特活）コアネッ

ト関西、特活）高齢者外出介助の会、一社）こどものホスピスプロジェクト、コーポラティーバまいど、一社）コミュ

ニティ・４・チルドレン、一社）災害復興支援協議会 ダッシュ隊大阪、特活）GHC 花と緑の救援隊、特活）SEAN、視覚

障害者支援の会クローバー、特活）児童虐待防止協会、特活）シニア自然大学校、特活）市民活動フォーラムみのお、
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図３－３図３－３図３－３図３－３    市民活動団体の運営支援に関する相談内容（市民活動団体の運営支援に関する相談内容（市民活動団体の運営支援に関する相談内容（市民活動団体の運営支援に関する相談内容（11116666 年度年度年度年度    N=2N=2N=2N=202020202））））    

図３－４図３－４図３－４図３－４    パートナー登録団体種別パートナー登録団体種別パートナー登録団体種別パートナー登録団体種別 
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特活）市民ネットすいた、特活）住宅総合研究所、手話サークル「つくし」、特活）シルバーアドバイザー・ネット大

阪、特活）身体障害者サポート協会、特活）シンフォニー、特活）新森清水学童クラブ、特活）森林ボランティア竹取

物語の会、特活）生活ネットワーク「虹」、特活）せかんど、特活）全国就業支援ネットワーク、創作サポートセンタ

ー、一社）ソーシャルギルド、高槻市市民公益活動サポートセンター、特活）たかつき市民活動ネットワーク、特活）

高槻の高齢社会をよくする会、特活）高槻まごころ、特活）多文化共生センター大阪、特活）地域通貨ねやがわ、一社）

痴漢抑止活動センター、地球コード研究会、公財）チャイルド・ケモ・サポート基金、特活）CHARM、中卒・中退の子

どもをもつ親のネットワーク、特活）D×P、特活）トイボックス、特活）トゥギャザー、トミの会、特活）ななクラブ、

なにわ語り部の会、特活）西淀川子どもセンター、特活）日常生活支援ネットワーク「パーティ・パーティ」、日本宇

宙少年団アトランティス分団、特活）日本クリニクラウン協会、にほんごサポート ひまわり会、日本地ビール協会、

特活）日本パークレンジャー協会、特活）日本病院ボランティア協会、特活）日本ファンドレイジング協会、特活）日

本ボランティアコーディネーター協会、特活）ぬくもり、特活）寝屋川あいの会、特活）寝屋川市民たすけあいの会、

特活）発達障害児支援 LOF 教育センター、特活）DDAC（発達障害をもつ大人の会）、避難ママのお茶べり会、特活）ひ

らかた市民活動支援センター、特活）プール・ボランティア、特活）フェリスモンテ、特活）フォロ、福祉カウンセリ

ング協会、特活）福祉サービス評価 WACCH、社福）福祉ネット大和川、プチ大阪兄弟姉妹会、特活）フリースクールみ

なも、特活)ペットライフネット、特活）訪問理美容サービス・ドリーム、特活）ほのぼのステーション、まるっと西

日本（東日本大震災県外避難者西日本連絡会）、特活）南河内こどもステーション、特活）メイク・イット、特活）や

お市民活動ネットワーク、特活）友・遊、特活）夢プラン研究会、特活）淀川助け合い、龍谷大学ボランティア・NPO

活動センター、ワーキング・ウィメンズ・ネットワーク、特活）ワークレッシュ 

2015 年度末で退会した団体：あいまち門真ステーション、NPO パーソン toパーソン、大阪府シルバーアドバイザー連絡協議会、関西シニアラ

イフアドバイザー協会、団塊アクションネットワーク、Homedoor 

 

（２）支援者の開拓と信頼のおけるＮＰＯとのコーディネーション  

市民や企業、労働組合より寄贈品や寄附金の申し出があった場合、ＮＰＯの取り組む事業や運営に有効に生かせ

るものをコーディネーションしている。寄附・寄贈者の意思を尊重しつつ主にパートナー登録団体を対象に仲介し

ている。寄贈・寄附先の探し方について１１件の相談があった。 

① 寄贈品のコーディネーション 

2016 年度の寄贈品仲介実績は８件（15 年度 5件）であった（カレンダー寄贈除く）。 

寄贈者・社（所在地） 寄贈品の内容など 寄贈先団体数 時 期 

日本木材青壮年団体連合会 応急仮設小屋(ウッドトランスフォーム) 1 団体 2016 年 ７月 

住友生命社会福祉事業団（大阪市） クラシックコンサートチケット 100 人分 9 団体 2016 年 ９月 

明治製菓株式会社（日本ＮＰＯセ

ンターを通じて）（東京都） 

製菓５万円相当（8 団体分） 

8 団体 2016 年 10 月 

武田薬品工業（株） ドッチファイル（約 200冊） 9 団体 2016 年 10 月 

リコージャパン（株）コーポレー

ト本部 第三ビジネスサポート部 

傘（約 50本） 2 団体 2016 年 11 月 

武田薬品工業株式会社 食卓用椅子(300 脚) 5 団体 2017 年 ３月 

・匿名で「コピー用紙 B4」を 1団体、「文房具一式」を 1 団体に寄贈しました。 

・チャリティカレンダーの寄贈（大阪ガス（株）、(株)メタルワン鉄鋼製品販売、大同生命保険（株）、ＮＴＴビジネ

スソリューションズ経営企画部、㈱トーホー マーケティング本部 大阪オフィスほか）は、募金箱を併設して利用

団体などに配布した。総額 14,275 円の寄附が集まった。 

② 寄附金のコーディネーション 

2016 年度の寄附先仲介実績は３件（15 年度 3件）であった。協会宛の寄附・寄贈に関しては第８章に記載。 

③ 助成金および賞への推薦協力（個人・団体の推薦） 

・産経市民の社会福祉賞（推薦） ................................... １団体を推薦し、１団体が受賞 

・大阪商工信用金庫社会福祉賞（推薦） ............................. １団体を推薦し、１団体が受賞 

・読売福祉文化賞（推薦） ......................................... １団体を推薦し、０団体が受賞 

 

 

３．ＮＰＯの情報提供事業 

（１）メールマガジン「ＮＰＯぼいす」（１）メールマガジン「ＮＰＯぼいす」（１）メールマガジン「ＮＰＯぼいす」（１）メールマガジン「ＮＰＯぼいす」のののの発行発行発行発行        

メールマガジン「ＮＰＯぼいす」では、大阪ボランティア協会の情報（主催行事など）、助成金情報、さらに 2016

年 10 月からはパートナー登録団体の情報（主催行事や人材募集など）を掲載している。2017 年３月・第 170 号発

行時の登録配信数は 1,272 件（前年度比 -3 件）である。 
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３­②．市民活動の場の支援（ＣＡＮＶＡＳ谷町）事業 

       － 2013 年４月のオープンから丸４年。ボラ協らしい民設民営の拠点を運営！  

 

 

 

 

 

 

 

１．ＣＡＮＶＡＳ谷町を拠点として活動する団体 

ＣＡＮＶＡＳ谷町を拠点として活動する団体に、フレックスデスク、コーディネーションデスク、レターボックス、

ロッカー小・中・大を、年度または半期で貸出している。 

    

（１）（１）（１）（１）フレックスデスクフレックスデスクフレックスデスクフレックスデスク    

特定の事務所を持たず、週数回程度の事務所作業や活動を進める「事務所機能」を求める団体にとっての利便性

をもったデスクを提供。団体同士が「事務所」をシェアしながら、拠点に集まる人、団体や支援者と出会い、共に

資源や知恵を共有できる場を作っている。 

    

■フレックスデスク利用団体一覧（７団体・５０音順） 

特活）大阪市計量協会、大阪手びきの会、関西音声サポート、関西広域避難者支援センター、創作サポートセ

ンター、地球コード研究会、まるっと西日本（東日本大震災県外避難者西日本連絡会） 

    

（２）（２）（２）（２）コーディネーションデスクコーディネーションデスクコーディネーションデスクコーディネーションデスク    

フレックスデスクよりも利用頻度が高く、活動・事業でコーディネーションや電話相談を行なう団体に対して、

デスクを提供している。 

■コーディネーションデスク利用団体一覧（２団体・５０音順） 

大阪セルフヘルプ支援センター、特活）キャンピズ、 

    

（３）（３）（３）（３）レターボックスレターボックスレターボックスレターボックス 

対外的な連絡先（郵便受）を持ちたい団体に対して、レターボックスを貸し出している。 

    

 ■レターボックス利用団体一覧（２３団体・５０音順） 

特活）いくの学園、ＡＣｏＡ Ｓｔｏｒｉｅｓ／大阪グループ、ＡＣＯＤＡローゼズ、大阪交通遺児を励ます会、

特活）おおさか行動する障害者応援センター、特活）大阪市計量協会、大阪セルフヘルプ支援センター、大阪

手びきの会、大阪帆船と国際交流の会（ＳＡＩＬ’Ｏ‘）、大阪筆記通訳グループ「ぎんなん」、おはなしグル

ープ綿の花、関西音声サポート、関西広域避難者支援センター、特活）キャンピズ、くつろぎステーションつ

ばさ、コーポラティーバまいど、創作サポートセンター、地球コード研究会、なにわ語り部の会、福祉カウン

セリング協会、プチ大阪兄弟姉妹会、まるっと西日本（東日本大震災県外避難者西日本連絡会）、ワーキング・

ウィメンズ・ネットワーク 

    

（４）（４）（４）（４）ロッカーロッカーロッカーロッカー    

ＣＡＮＶＡＳ谷町を活動の拠点とし、活動・事業で荷物の保管が必要な団体に対しロッカーを貸し出している。 

    

■ロッカー利用団体一覧（２０団体・５０音順） 

ＡＣｏＡ Ｓｔｏｒｉｅｓ／大阪グループ、ＡＣＯＤＡローゼズ、大阪交通遺児を励ます会、特活）大阪スタタ

リングプロジェクト、大阪セルフヘルプ支援センター、大阪手びきの会、大阪筆記通訳グループ「ぎんなん」、

関西広域避難者支援センター、ギャマノン、特活）キャンピズ、くつろぎステーションつばさ、コーポラティ

ーバまいど、手話サークル「つくし」、創作サポートセンター、地球コード研究会、中卒・中退の子どもをもつ

親のネットワーク、なにわ語り部の会、福祉カウンセリング協会、プチ大阪兄弟姉妹会、まるっと西日本（東

日本大震災県外避難者西日本連絡会） 

  

 2013 年４月よりＣＡＮＶＡＳ谷町（大阪市中央区）を管理・運営。ＣＡＮＶＡＳ谷町では、フレックスデスク７

団体、コーディネーションデスク２団体が活動している。ＣＡＮＶＡＳ谷町の自主財源でもある貸会議室の平均稼

働率は、小会議室 45.9％、大会議室 43.4％（大会議室半分利用含む）、たたみスペース 18.9％、情報交流エリア

8.5％であった。 
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パートナーパートナーパートナーパートナー

登録登録登録登録, , , , 

59.6%59.6%59.6%59.6%

大阪ボラ大阪ボラ大阪ボラ大阪ボラ

ンティアンティアンティアンティア

協会協会協会協会, , , , 

37.0%37.0%37.0%37.0%

一般一般一般一般, , , , 2.2%2.2%2.2%2.2%
会員会員会員会員, , , , 1.1%1.1%1.1%1.1%

図３－５図３－５図３－５図３－５ 利用主体の割合利用主体の割合利用主体の割合利用主体の割合

２．ＣＡＮＶＡＳ谷町で実施された様々な動き 

（（（（１１１１））））ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「たにまちっくたにまちっくたにまちっくたにまちっく」」」」の活動の活動の活動の活動    

「ＣＡＮＶＡＳ谷町」に全国から集まる市民活動情報を分かりやすく来館者に伝えることや、心地の良い空間を

作り、さまざまな人の居場所にすること、さまざまな団体、人の橋渡しをすることを目的として活動をしているチ

ーム。ＣＡＮＶＡＳのレイアウトを検討、情報交流エリアの利用ガイドの作成やＣＡＮＶＡＳに市民が集うきっか

けづくりとなるイベント企画開催の検討を行った。 

（２）市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」レイアウト変更・家具入替（２）市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」レイアウト変更・家具入替（２）市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」レイアウト変更・家具入替（２）市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」レイアウト変更・家具入替    

２０１６年３月に情報交流エリアの机を木製に置き換えたことを受け、ＣＡ

ＮＶＡＳ入口付近のチラシラックを長机からコンパクトな木製ラックへと入れ

替えた。木製品で統一したことにより、木の温かみを感じられる空間へと変化

し、入口付近の動線も広く取ることが可能となった。 

 

 

 

３．ＣＡＮＶＡＳ谷町の全体的利用状況 

 人と人がつながったり、市民活動に関する情報を入手できることはＣＡＮＶＡＳ谷町の重要な機能のひとつで

ある。情報交流スペースでは、市民活動に関するイベント、ニュースレター、ボランティア情報などを提供した。 

同時に、ＮＰＯ支援の一環として印刷機や紙折り機などをワークスペースに設置しているが、印刷機・コピー機

の利用は 522 件（前年比 83 件増）であった。 

    

（（（（１１１１））））貸貸貸貸会議室の月別稼働率と利用主体別割合、利用者数会議室の月別稼働率と利用主体別割合、利用者数会議室の月別稼働率と利用主体別割合、利用者数会議室の月別稼働率と利用主体別割合、利用者数  

貸会議室はＮＰＯ支援メニューの一つであるとともに、ＣＡＮＶＡＳ谷町の

大きな自主財源でもある。利用主体別に利用実績を見ると、パートナー登録団

体が 59.6％、大阪ボランティア協会が 37％を占めた（図３－５）。一般利用は

2.2％、協会の個人会員利用が 1.1％である。年間の平均稼働率は、小会議室

45.9％、大会議室 43.4％（大会議室半分利用含む）、たたみスペース 18.9％、

情報交流エリア 8.5％であった。 

会議室利用者は延べ 13,639 人（前年比 608 人増）であった。月平均 1,136 人

の利用となる。 
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福祉避難所の役割を果たす熊本学園大学にて

花田昌宣さん（熊本学園大学水俣学研究センタ

ー長）に状況を伺う 

 

 

関西テレビ「カンテレ通信」（6 月 19 日放送）

にて、永井事務局長が熊本地震での企業連

携について報告 

４４４４．．．．災害災害災害災害・・・・復興支援復興支援復興支援復興支援、防災、防災、防災、防災事業事業事業事業    

 

東日本大震災以降、中規模災害が発生すると、協会にボランティアコーディネーターの出動要請が寄せられ

るようになった。これは、阪神・淡路大震災や東日本大震災、また毎年頻発する災害における支援活動への実

績を評価いただいたためである。このような社会情勢と期待に応えるために、2014年９月より協会に「災害支

援委員会」を新設し、災害時に戦略的に支援活動に取り組むための「災害・防災基本方針」位置づけた。この

基本方針では、協会自身のＢＣＰ（事業継続計画）の作成や災害時の出動の仕方や体制づくり、災害の備えと

して平時から取り組むことなど、基本的な考え方を整理している。 

2016年度は、熊本地震の支援活動の取り組み、新規事業である災害時のスペシャルニーズ事業、ＳＵＧによ

るアソシエーター向け学習会実施、「おおさか災害支援ネットワーク」事業運営、などに取り組んだ。 

 

１．１．１．１．災害時、あるいは備えとして平時から取り組む事災害時、あるいは備えとして平時から取り組む事災害時、あるいは備えとして平時から取り組む事災害時、あるいは備えとして平時から取り組む事業業業業（大阪府共同募金会の配分金を一部活用）    

（（（（１１１１））））実災害の対応実災害の対応実災害の対応実災害の対応    

①①①①熊本地震熊本地震熊本地震熊本地震でのでのでのでの支援支援支援支援活動活動活動活動    ～～～～災害時のスペシャルニーズ支援として、災害時のスペシャルニーズ支援として、災害時のスペシャルニーズ支援として、災害時のスペシャルニーズ支援として、ボランティア・ボランティア・ボランティア・ボランティア・職員がチームで職員がチームで職員がチームで職員がチームで初サポート～初サポート～初サポート～初サポート～    

 2016 年 4 月 14 日の前震、15日の本震がいずれも震度７を観測した地震

災害が熊本地方を中心に発生。ゆめ風基金の調整のもと、「被災地障害者

センターくまもと」の運営支援に入った。なお、災害時のスペシャルニー

ズの一つである障害者支援団体の運営支援が実現したのは今回が初めて。

災害ボランティアセンターではなく、災害時のＮＰＯの役割や市民参加を

検討する貴重な機会となった。 

・活 動 先：「被災地障害者センターくまもと・ＪＤＦ熊本支援センター」 

（熊本県内の 20団体程度の障害者団体・福祉団体で運営） 

・活動期間：2016 年 4 月 28 日～5月 11 日（計 14 日間、のべ 40 日、 

のべ 320 時間） 

・主な活動：事務所の LAN環境整備、ウェブサイトや SNSの開設補助、チ

ラシ作成、ロゴデザイン、避難所等へのチラシ配布、個別相

談支援、相談ケースのデータ整理、ＮＰＯ連携会議「火の国

会議」に参加いただくための調整、など  

・参加者：9人〔運営支援者 4人、運営ボランティア 5人〕 

―運営支援者：岡村こず恵（4月 28～5 月 1 日）、高宮城亜矢香（5月 2～5日）、梅田純平（5月 5～9 日）、椋

木美緒（5月 8～11 日）、 

青山織衣、土橋一晃らが協会メンバーとして同行（いずれも 5月 4～5日）。災害ボランティア活動支

援プロジェクト会議（支援Ｐ）として参加した水谷綾と連携。 

―運営ボランティア：紺屋仁志、森本聡（いずれも 4月 28～5 月 3 日）、入江由美子（4月 29～5 月 1日）、西

誠（5月 2～5 日）、楠正吉（5 月 5～8日） 

・熊本地震 緊急募金：募金額 669,435 円  募金金額：2016 年 4 月 28 日～9月 30 日 

・緊急報告会：「『熊本地震』支援活動の現状と課題 ～発災から 1か月、関西からの支援を考える～」 

 日程：16 年 5月 20日（金）  参加人数：80人 

登壇者：寺本弘伸（日本災害救援ボランティアネットワーク）、中嶋

俊明（災害復興支援協議会ダッシュ隊大阪）、八幡隆司（ゆめ

風基金）、岡村こず恵（大阪ボランティア協会）、今瀬政司（市

民活動情報センター） 

主催：近畿労働金庫地域共生推進室ＮＰＯパートナーシップ制度 

協力：近畿勤労者互助会、大阪市立大学大学院都市創造研究科、おお

さか災害支援ネットワーク、関西ＮＧＯ協議会 

※この他、関西テレビ「カンテレ通信」（6月 19 日放送）、「おおさか災

害支援ネットワーク」ネットワーク会議（7 月 7 日）、震災がつなぐ

全国ネットワーク寺子屋事業（10 月 23日）でも報告。 

※「日本木材青壮年団体連合会」からの応急仮設小屋(ウッドトランス

フォーム)の寄贈を、自立生活支援センター「にしはらむらタンポポ

ハウス」に調整した（第 3 章に詳細）。 
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②．熊本支援ＮＰＯ訪問ツアー②．熊本支援ＮＰＯ訪問ツアー②．熊本支援ＮＰＯ訪問ツアー②．熊本支援ＮＰＯ訪問ツアー    （2016 年度近畿ろうきんＮＰＯパートナーシップ制度・共通企画）    

   熊本地震における【高齢者・コミュニティ】【障がい者】【こども】支援の経験を学び、支援団体はどのような備えが必

要なのかを明らかにするために、関西のＮＰＯとともに熊本で復興支援活動に取り組む地元ＮＰＯを訪問した。 

期 間：2016 年９月 16 日～19 日 

  参加者：28人（ＮＰＯ関係者、近畿のＮＰＯセンター職員、職員２人・永井、岡村） 

  活動内容：  

   【高齢者・コミュニティ支援】「西原村 reborn プロジェクトネットワーク」：ニーズ聞き取りのための個別訪問活

動、住宅の家屋の壁在の分別作業など 

   【こども支援】「さくらネット」「こどものエンパワーメントオフィスいわて」：住民交流イベントの調理サポート、

舞台景品の準備や片付け、など 

   【障害者支援】「にしはらたんぽぽハウス」、「被災地障害者センターくまもと」：被災物資の整理、団体倉庫の建

設、相談者の個人宅の清掃、など 

③③③③....社会貢献担当者による熊本地震における「あいのり災害ボランティア活動」ツアー社会貢献担当者による熊本地震における「あいのり災害ボランティア活動」ツアー社会貢献担当者による熊本地震における「あいのり災害ボランティア活動」ツアー社会貢献担当者による熊本地震における「あいのり災害ボランティア活動」ツアー（第５章に詳細）    

 

（２）災害時のスペシャルニーズ支援事業（２）災害時のスペシャルニーズ支援事業（２）災害時のスペシャルニーズ支援事業（２）災害時のスペシャルニーズ支援事業    

～災害時における～災害時における～災害時における～災害時におけるとっておきの配慮の求め（＝スペシャルニーズ）に応えるためのモデル構築事業～とっておきの配慮の求め（＝スペシャルニーズ）に応えるためのモデル構築事業～とっておきの配慮の求め（＝スペシャルニーズ）に応えるためのモデル構築事業～とっておきの配慮の求め（＝スペシャルニーズ）に応えるためのモデル構築事業～    

災害時の特別な配慮（＝スペシャルニーズ）に応える支援活動に取り組む団体が、ボランティア（プロボノ含む）

等を受け入れる可能性や課題を明らかにし、ボランティアコーディネーションの「モデル」を構築するため、下記

事業を実施した。（大阪府福祉基金地域福祉振興助成金事業） 

①ヒアリング調査①ヒアリング調査①ヒアリング調査①ヒアリング調査    

調査方法：訪問聞き取り調査  

調査対象：〈障害者･難病者支援〉５団体（こども支援）５団体 計10団体 

②アンケート調査②アンケート調査②アンケート調査②アンケート調査    

調 査 方 法：郵送配布・郵送回収 

調査対象数：障害者・難病者支援 1,103 団体、こども支援 525 団体  

計 1,628 

有効回答数：障害者・難病者支援 140、こども支援 55  計 195 団体（到達数に対する有効回答率 12.6%） 

③実践研究会③実践研究会③実践研究会③実践研究会    

a）障害者・難病者支援＜参加団体：10団体＞ 

第１回 プロジェクトの趣旨説明、各団体の自己紹介と経験の共有 

 第２回 熊本地震の被災状況とボランティア受け入れ事例について 

     講師：（特非）にしはらたんぽぽハウス施設長 上村加代子（熊本県西原村） 

 第３回 アンケート結果まとめ共有、災害時に発生する課題抽出のワークショップ 

     講師：跡見学園女子大学教授 鍵谷一 

 第４回 災害時に発生する課題に対する解決策創出のアイディア出し、本年度のまとめ 

     講師：跡見学園女子大学教授 鍵谷一 

b）こども支援＜参加団体：9団体＞ 

 第１回 プロジェクトの趣旨説明、各団体の自己紹介と経験の共有。災害時の活動を支える仕組みの講義 

     講師：本事業こども支援コーディネーター 水谷綾 

 第２回 災害時の子どもの「あそび」環境の意味と支えの場づくりについて 

     講師：（特非）日本冒険遊び場づくり協会統括理事 天野秀昭 

 第３回 東日本大震災や熊本地震などの経験から、子どもを見守る支援者の視点を得る 

     講師：（公社）セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン国内事業部副部長 津田知子 

 第４回 子ども環境を支えるための人的支援の可能性について、災害時のフェーズごとに検討 

     講師：本事業こども支援コーディネーター 水谷綾 

④フォーラム④フォーラム④フォーラム④フォーラム    

テーマ：災害時のスペシャルニーズに応えるために 

～福祉の現場を支える市民の力とは【障害者・難病者支援】【こども支援】～ 

日 時：2017 年３月 21 日（火）13 時 30 分～16 時 30 分 

参加者：52 人（一般参加者 36 人、ゲスト４人、スタッフ 12 人） 
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内 容： 

第１部 基調講演「大災害時のスペシャルニーズと支援方策～大地動乱、気象攪乱時代を生き抜くために～」 

    講師：跡見学園女子大学教授、（一社）福祉防災コミュニティ協会代表理事 鍵谷一 

第２部 パネルディスカッション「災害時のスペシャルニーズを市民が支える秘訣とは」 

    パネリスト：【障害者支援】（特非）しんせい 富永美保 

          【こども支援】（認特）冒険あそび場－せんだい・みやぎネットワーク 根本暁生 

          【若 者支 援】日本福祉大学 山本克彦 

    コーディネーター：関西福祉大学 萬代由希子 

⑤報告書⑤報告書⑤報告書⑤報告書    

体 裁：A4、82頁、1,500 部作成 

配布先：アンケート調査回答者（約 140部）、研究会・ヒアリング調査関係者（約 50 部） 

おおさか災害支援ネットワーク（約 50 部）、配布用（約 500 部）、関係者など（約 700 部） 

    

（（（（３３３３））））実災害に生きる人脈づくりやネットワーク構築実災害に生きる人脈づくりやネットワーク構築実災害に生きる人脈づくりやネットワーク構築実災害に生きる人脈づくりやネットワーク構築    

①①①①「おおさか災害支援ネットワーク」「おおさか災害支援ネットワーク」「おおさか災害支援ネットワーク」「おおさか災害支援ネットワーク」企画企画企画企画運営運営運営運営（2016 年度近畿ろうきんＮＰＯパートナーシップ制度・大阪企画） 

 平時より互いの活動を知り、災害に対しての取り組みや課題の共有をしながら“顔の見える関係”を構築してい

くことが重要というコンセプトのもと、大阪府内の災害時において何らかの支援活動を想定している団体を中心に

参加を呼びかけ、「災害をテーマ」に学びと情報交換の場を中心としたネットワークを 2014 年７月に発足。16 年度

は年３回、累計では９回開催。参加団体は、社協、日赤、生協、市民活動センター、ＮＰＯ、コミュニティ組織、

共募、労組、労金、全労災、青年会議所、企業、大学、防災士会、国際交流協会、寺院など多様な主体が参加し、

累計のべ団体数 412、のべ参加者数 677 人となった。また、大阪だけでなく、兵庫、和歌山、三重、滋賀、東京、

沖縄より参加があり、「まいど！」でつながれる関係を継続的に築いている。 

a）第７回  

・開催日：2016 年７月７日（木）14 時～18時 30分 ・会 場：大阪府立大学 I-site なんば ２階 

・参加者：５７団体９５人 

・内 容：１）開会、２）プレゼン大会（防災・減災啓発／災害・防災ボランティア／活動の支援資金・物資／メ

ディア・情報／学生の“チカラ”／ネットワーク／ネットワークを活かした取り組み／要配慮者支援／企業の

強み・持ち味／その他、をテーマに 16 組が発表）、３）まとめ、参加者からの情報提供、４）交流会 

ｂ)第８回  

・開催日：2016 年 10月 26 日（水）14 時～18 時 

・会 場：おおさかパルコープ 本部事務所３階 大会議室 

・参加者：４３団体・６９人 

・内 容：１）開会、２）話題提供「南阿蘇支援ボランティ

ア 竹田ベースキャンプの実践について」（竹田市社会福祉

協議会 事務局長・児玉誠三 総務課長・水野匡也）、

３）グループワーク「近隣のまちが被災した際に、あな

たの団体はどう動くのか？」（ファシリテーター 岡村こず恵・大阪ボランティア協会）、４）全体共有 

c）第９回  

・開催日：2017 年２月９日（木）13 時 30 分～17時 30 分 ・会 場：大阪府庁 新別館南館８階 大研修室 

・参加者：４３団体・７７人 

・内 容：１）開会、２）講演「避難所について～過去の災害から学ぶこと」（大阪府危機管理室災害対策課災害

対策グループ主事・石本沙織）、３）実践事例報告「熊本地震における避難所運営と地域連携～かたらんな交流

館御船事務所」（レスキューストックヤード 常務理事・浦野愛）、４）グループワーク「参加団体クロスロー

ドゲーム」、５）参加者からの情報提供 

d）世話役団体（７団体）：大阪府社会福祉協議会、大阪市社会福祉協議会、堺市社会福祉協議会、大阪ボランティ

ア協会、大阪府生活共同組合連合会、日本赤十字社大阪府支部、日本防災士会大阪府支部 

・会議日程：2016 年４月 20 日、６月 10 日、７月 15 日、８月 19 日、９月 15 日、11 月１日、12 月６日、2017 年

１月 13 日、３月９日、計９回開催。会議には事務局・岡村こず恵が参画した。  

 

第８回ネットワーク会議の様子 
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②②②②「まちなか被災シミュレーション」の企画運営への参画「まちなか被災シミュレーション」の企画運営への参画「まちなか被災シミュレーション」の企画運営への参画「まちなか被災シミュレーション」の企画運営への参画        

 ボランティア活動やガイドヘルプ等で訪れた都心で、障害者やさまざまな事情を抱えた人と一緒に被災した場合

に、自分ならどうするのかを参加者に問いかけるワークショップ「まちなか被災シミュレーション」。障害当事者の

目線、ボランティア・介助者の役割など、各々の事情を察しながらも安全を確保し、無事に避難することをチーム

で考える機会を提供。2016 年度は主催を２回開催。この企画運営に災害支援委員・森本聡と永井美佳が参画した。 

【第 11 回】2016年 10 月30日（日）11時 30 分～17 時 ・参加者：２８人（うちｽﾀｯﾌ８人） ・会場：箕面市編 

【第 12 回】2017年２月25日（土）13時～16 時 30 分  ・参加者：１９人（うちｽﾀｯﾌ６人） ・会場：兵庫県川西市編 

・企画運営：同実行委員会（通称「アロハーズ」：日常生活支援ネットワーク（事務局）、b-free、ライフサポート

ネットワークいけだ、大阪ボランティア協会） 

③「ゆめ風基金③「ゆめ風基金③「ゆめ風基金③「ゆめ風基金    ず～っと続けてく被災障害者救援ず～っと続けてく被災障害者救援ず～っと続けてく被災障害者救援ず～っと続けてく被災障害者救援    街頭募金活動」への参画街頭募金活動」への参画街頭募金活動」への参画街頭募金活動」への参画        

 東日本大震災発生直後から毎月続けてきた募金活動。2013 年度より毎月第２土曜日 13 時～17 時、大阪タカシマ

ヤ前にて開催。協会からは、「ボランティアスタイル」のプログラム「震災復興募金ボランティア」を通じて、全７

回参加し、２５人のボランティアをつないだ。第２章に関連報告。 

④④④④    震災復興応援イベント「震災復興応援イベント「震災復興応援イベント「震災復興応援イベント「3.11 3.11 3.11 3.11 ｆｆｆｆrom KANSAI 2017rom KANSAI 2017rom KANSAI 2017rom KANSAI 2017～わたしたちの６年。～つながる・そなえる・ささえあう～～わたしたちの６年。～つながる・そなえる・ささえあう～～わたしたちの６年。～つながる・そなえる・ささえあう～～わたしたちの６年。～つながる・そなえる・ささえあう～」」」」    

の企画運営と同実行委員会の事務局運営の企画運営と同実行委員会の事務局運営の企画運営と同実行委員会の事務局運営の企画運営と同実行委員会の事務局運営        

 「おたがいさま」「忘れない」「関西でできること」をテーマに掲げて 2011 年度より通算６

回目の開催となった。４回目以降は、「関西でできること」のなかに、関西における災害時ネ

ットワークの構築をねらいに含めて企画をしており、第２フェーズとして位置づけている。協

会は 16 年度も同実行委員長に早瀬昇が、同事務局長に永井美佳が就き、事務局を担った。 

・日 時：2017 年３月 11日（土）メイン会場・14時～18時 15 分、サブ会場・12時 15 分～18 時 15 分 

・会 場：梅田スカイビル タワーイースト 36階 メイン会場・スカイルーム１、サブ会場・スカイルーム２ 

・参加者：３７５人（メイン会場 185 人、サブ会場のべ 190 人） 

・内 容：【メイン会場】14 時から第１部「あれから６年。東北とつながる」（講師：田村太郎（（一財）ダイバーシティ

研究所）、14 時 35 分から「祈り～黙とう」、15 時から第２部①「そなえる、ささえあう part１被災地を越

えて考える日頃の備え」（ゲスト：神戸・野崎隆一、岩手・鹿野順一、熊本・吉村静代、進行：田村太郎）、16 時 45

分から第２部①「そなえる、ささえあう part２多様な担い手で支え合う地域づくり」（ゲスト：学生・原田奈

実・奥田晴香、中小企業・笠井文廣・湯井恵美子、市長・稲村和美、進行：早瀬昇）【サブ会場】12 時 15 分から「１

日限りの写真展 2017「わたしの見た 3.11」、3.11 にちなんだＤＶＤ上映コーナー、カフェコーナー、「震災

復興応援のための物販コーナー」（生活協同組合おおさかパルコープ、トゥギャザー、同実行委員会 

・主 催：3.11 from KANSAI 実行委員会 [構成団体]（一財）ダイバーシティ研究所／（特）遠野まごころネット

／（特）ユースビジョン／（福）大阪ボランティア協会（事務局） [運営協力団体] おおさか災害支援ネ

ットワーク／（福）大阪市社会福祉協議会／（認特）トゥギャザー／（株）ＰＲリンク 

・協賛企業：大阪ガス㈱／近畿労働金庫／サントリーホールディングス㈱／積水ハウス㈱／大日本住友製薬㈱／ 

産経新聞社／センコー㈱／東武トップツアーズ㈱大阪法人事業部第２営業部    

⑤⑤⑤⑤「災害がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参画「災害がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参画「災害がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参画「災害がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参画    （第 7章で報告）    

（（（（４４４４））））災害時に動ける人づくり災害時に動ける人づくり災害時に動ける人づくり災害時に動ける人づくり    

①①①①災害・防災をテーマとした講師派遣依頼災害・防災をテーマとした講師派遣依頼災害・防災をテーマとした講師派遣依頼災害・防災をテーマとした講師派遣依頼    

 2016 年度に依頼を受けた災害・防災をテーマとした講師派遣は７件（14年度４件）だった。災害ボランティアセ

ンターの運営や災害ボランティア入門などのテーマで依頼を受けた。 

②②②②ＳＵＧＳＵＧＳＵＧＳＵＧ

ス グ

（（（（すぐに動きますすぐに動きますすぐに動きますすぐに動きますグループグループグループグループ）を中心とした災害ボランティアリーダー育成）を中心とした災害ボランティアリーダー育成）を中心とした災害ボランティアリーダー育成）を中心とした災害ボランティアリーダー育成（大阪府共同募金会助成事業）    

 前述の広島土砂災害での実災害支援の実感をもとに、2014 年 12 月に「ＳＵＧ（すぐに動きますグループ）」を結

成。有事を想定して、災害ボランティアリーダー育成のため研修事業を実施。 

日 程：2016 年 11 月 6 日   参加者数：30 人 

テーマ：「あなたならどうする？ 大災害後の 72 時間。あなた自身と協会のかかわり」 

    

２２２２．その他、災害に起因して取り組むもの．その他、災害に起因して取り組むもの．その他、災害に起因して取り組むもの．その他、災害に起因して取り組むもの    （広域避難者の支援活動）（広域避難者の支援活動）（広域避難者の支援活動）（広域避難者の支援活動）    

 全国の避難者等の数は約 11 万 9 千人で、全国 47 都道府県、1090 の市区町村に所在している。このうち近畿には、

106 市区町村に 2337 人が確認されている（復興庁調べ 2017 年３月 13日現在）。16 年度は、随時、避難者支援活動に取

り組むグループ（パートナー登録に２団体）の運営相談にのったり、「ホッとネットおおさか（大阪府下避難者支援団

体等連絡協議会）」に参加し避難者支援活動にかかる情報収集を継続したりした。 
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５．「企業市民活動推進センター」事業 
－ コンサルテーション、社員・組合員のＶ体験、ＮＰＯとのコーディネーション  

 

 「企業市民活動推進センター」(Center for Corporate Citizenship、ＣＣＣ)は、日本生命財団の助成を受

けて、１９９１年に開設。以来、「企業市民」活動（いわゆる、企業のＣＳＲ推進、社会貢献活動）の

専門推進機関として活動している。 

 主な機能は、①ＣＳＲを含む「企業市民」活動全般のコンサルタントと研究会の開催、②社員･ＯＢ

等の市民活動支援のための総合的支援・プログラム提供、③ＮＰＯと企業(人)のパートナーシップ作

りのためのコーディネート、④社会的責任に関するＮＰＯ/ＮＧＯからの発信を柱に事業を進めている。 

 ２０１３年度以降、社員ボランティア活動に新たに取組みたい、社員で寄附を集めたので寄付先を

紹介してほしいという相談が微増しており、各企業のＣＳＲ方針や社会貢献活動のねらいに応じて、

実行に移せるよう、具体的な活動先・支援先をコーディネートすることを重視している。 

 

１．コンサルテーション事業 

 企業市民活動推進センター（ＣＣＣ）は、企業市民活動の活性化を通じて、社員に自己実現の機会を提供し、ＮＰ

Ｏを通じて地域社会を活性化させ、企業市民活動に熱心な企業への社員や地域社会（顧客）の共感を高めるコーディ

ネート機関・ファシリテート機関として、以下のようなニーズにそれぞれ応えている。 

（１）企業市民活動推進センターへの相談対応  

 2016 年度にセンターが受けた相談内容を図５－１で示す。相談

件数は１３２件（15 年度 154 件）であった。そのうち企業からの

相談は、１１６件（同 121）で全体の８７．８％（同 78.6％）を占

める。労働組合からの相談は６件だった。 

相談内容は、大きく三分され、一つは企業等がＣＳＲや社会貢献

活動を推進するうえでの企画・コンサルティング相談（61 件、

46.2％）、次にコーディネーション（つなぐ）相談 46 件、34.8％）、

最後に、協会事業等の問合せ他（25 件、18.9%）である。このうち、

コーディネーション相談の主な例は、「社員有志でボランティア活

動をしたいので活動先の紹介を」「○○に取り組む団体に寄付をし

たい」といった内容で、相談者がつながりたい相手をコーディネー

ターが探し、提案している。なお、「ボランティアしたい」という

相談は初めて窓口を利用する企業・労組が多く、「企画・コンサル

相談」などは関係性のある企業からのものが多い。 

相談内容（相談者の主訴）例 対応プロセスと結果 

【ボランティア活動先をつなぐ】週末の 1 日、

複数の高齢者施設で利用者とかかわりがもてるボ

ランティア活動に社員が取り組みたい（賛助企業

からの相談）。 

複数の面談を重ね意向を確認し、企画を練った。最終的には、節

型・地域生活支援型合せて 6 カ所の高齢者施設をつなぐ。144 人

の職員が参加され、多くの職員が満足のいく活動ができたと喜びの

声が届けられた。 

【寄贈先をつなぐ】複数の営業所で社員の置き

傘などで持ち主不明や忘れ物の傘が多数ある。有

効活用してもらえる非営利団体に寄贈したいの

で、寄贈先を紹介してほしい。 

面談の後、複数の非営利組織に照会をかけ、置き傘システムを開

発しようとしている大学の学生プロジェクトと、こども支援のＮＰＯを

つないだ。大学への寄贈には、寄贈の当日も立ち合い、またこども

支援ＮＰＯへも無事寄贈いただくことができた。 

【講師をつなぐ】ある商品の販売に関連して、関

連する社会課題の社員の関心が高まっている。そ

の分野で講演してもらえる非営利組織を紹介して

ほしい。（賛助企業の労働組合からの相談） 

面談して趣旨を確認。趣旨に合う複数の団体を紹介。その中から１

つの団体の代表と、大阪ボランティア協会の職員による２つの講演

が実現した。 

 

（２）企業市民活動推進の企画への助言やコンサルティング  

 企業市民活動推進センターでは、社会貢献プログラムの企画助言や事務局受託、専門員派遣なども行っている。 

企画・運営・

コンサル相談

61

46%

Ｖしたい/

寄付寄贈

20

15%

事例・人材・

連携先を探し

たい

14

11%

Ｖ・NPO応援求

む/サービス利

用したい

12

9%

協会・

CANVASにつ

いて

12

9%

広報協力して

ほしい

8

6%

団体・ヒト・制度の

問合せ

5

4%

図５－１ 相談内容
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① 市民活動団体への助成プログラムの事務局受託 

実施企業 業務内容 業務概要 

積 水 ハ ウ ス

（株） 

「マッチングプログラム」（第

12 回）の助成事務局受託お

よびアドバイザー就任 

市民活動団体への助成プログラムの協働事務局を受託。アドバイザー

に永井事務局長が就任。プロジェクト助成に２９件、基盤助成に２件に

総額 2,654 万円を助成。 

阪急阪神ホー

ルディングス

（株） 

第８回「阪急阪神 未来のゆ

め・まち基金」助成プログラ

ムの助成事務局受託 

09 年度から開始した「未来のゆめ・まち基金」市民団体助成プログラム

の助成事務局を受託。設計や選定事務に協力。１６団体（部門Ⅰ１０

件、部門Ⅱ６件）に総額 880 万円を助成。 

② 企業と市民活動団体の協働事業の広報協力受託 

実施企業 業務内容 業務概要 

阪急阪神ホー

ルディングス

（株） 

阪急阪神未来のゆめ・まち

基 金 「 え え ま ち つ く り 隊

2017」広報協力 

15 年度から開始した「未来のゆめ・まち基金」の過去助成団体と

協働して取り組む「ええまちつくり隊」の広報に協力。活動希望

者層へのＰＲや支援センター等へ周知などを行った。 

③ 社員ボランティアの活動コーディネートの企画受託 

実施企業 業務内容 業務概要 

大日本住友製

薬（株） 

「大日本住友製薬株式会社

10 周年社会貢献活動」のコ

ーディネートに関する業務

受託 

2015 年 10 月 1 日に合併 10 周年を迎えるにあたり、記念事業として

2016 年 9 月まで社会貢献活動を実施。協会は福祉に係わる活動のプ

ログラムコーディネートを企画受託。大阪 16 か所、東京８か所、千葉１か

所、埼玉１か所、横浜１か所、新居浜３か所、鈴鹿４か所、札幌３か所、名古

屋２か所、広島２か所、福岡２か所の施設・団体をつなぐ。 

④ ＮＰＯの組織基盤強化の企画受託 

実施企業 業務内容 業務概要 

武田薬品工業

（株） 

武田薬品工業株式会社のＮ

ＰＯの組織基盤強化業務受

託 

関西の保健医療分野ＮＰＯの組織基盤強化とネットワーク形成を目的

に 2016 年 10 月より 4 団体のＮＰＯに対して、課題の共有とファンドレイ

ジングをテーマにプログラムの実施など伴走型企画を受託。 

⑤ 労働組合のボランティア講座の企画受託 

日程 実施団体 講座内容 参加人数 

5月 20日 

～22 日 

キリングループ労働組合協

議会 

①手話入門体験、②車いす体験、③視覚障害者の理解と手引

き体験、④施設活動体験、⑤ボランティア講座の５プログラム 

のべ 

８０人 

7月 23日 小野薬品労働組合 

①講演「働き盛りのがん」、②活動紹介「がん患児者や家族をサ

ポートするボランティア」の２プログラム 

５４人 

 

２．教育・研修・研究事業 

（１）社員向けボランティア講座の受託開催、および企業関連の講師派遣依頼  

 2016 年度にセンターが企画・進行の委託を受けた講座件数はのべ７件（15 年度 5 件）だった。また企業や労働組

合等からの講師派遣依頼は１１件（同８件）あり、企業市民活動やＣＳＲ等のテーマでの依頼は３件（同 3 件）だった。 

（２）｢フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム（PCLF）｣の企画運営 

 本フォーラムは、企業の社会貢献担当者やＣＳＲ担当者が２か月に１回、ＣＳＲやフィランソロピーにまつわ

るトピックスについて学び、議論を行うもの。2016 年度のＰＣＬＦは、定例フォーラム全６回のうち、４回は年

度テーマである「ＣＳＲコラボレーション」を軸に学んだ。年度テーマやテーマを何にするか、講師を誰にする

かなどの企画は、幹事会を中心にフォーラム会員自らが企画を進めているのが特長である。 

① ２０１６年度の会員企業・団体  

１６年度の会員企業・団体数は３５社・団体（15 年度 40 社・団体。顧問・当協会含むと 42）で、企業２９社、中間

支援ＮＰＯ６団体であった。 

【企業（29 社）】 ※幹事会員（７社）は★印 

伊藤ハム㈱／ＳＣＳＫ㈱／大阪ガス㈱★／大阪商工信用金庫／オムロン㈱／㈱カネカ／関西テレビ放送㈱★／関西

電力㈱★／近畿労働金庫／㈱神戸製鋼所／㈱シャルレ／住友生命保険(相)★／積水化成品工業㈱／積水ハウス

㈱★／ダイキン工業㈱／大同生命保険㈱／大日本住友製薬㈱／㈱髙島屋／田辺三菱製薬㈱／西日本高速道路㈱

／西日本旅客鉄道㈱／日東電工㈱／日本テクノロジーソリューション㈱／パナソニック㈱／㈱阪急阪神百貨店★／

阪急阪神ホールディングス㈱★／㈱マンダム／三菱商事㈱関西支社／㈱YUIDA（元・シータス＆ゼネラルプレス㈱） 

【中間支援ＮＰＯ（6 団体）】 

(社福)大阪市社会福祉協議会／(社福)大阪府社会福祉協議会／(特活)ジャパン・プラットフォーム／(社福)兵庫県社会

福祉協議会ひょうごボランタリープラザ／(公財)ひょうごコミュニティ財団／(特活)わかやまＮＰＯセンター 
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※2015年度末で退会したのは、㈱ＮＴＴデータ関西、シャープ㈱、（特活）関西ＮＧＯ協議会、(特活)トゥギャザー、(特活)日本ＮＰ

Ｏセンター、の２社・３団体。 

 

② 定例フォーラム  

 １６年度も偶数月に開催し、年６回、のべ参加者数は２３５人（15 年度

は 269 人。協会・講師等を含む）であった。「ＣＳＲコラボレーション」

を学ぶとともに、隔年で実施することとなった合宿形式によるフォーラム

も実施し（10月）会員の親睦を深めた。フォーラムの運営では、幹事会メ

ンバー以外の会員企業に会場を提供してもらったり、グループワークの発

表を担ってもらったり、会員企業・団体の出番を増やすよう取り組んだ。 

回／日 会場 

重点ﾃｰﾏ

との関連 

テーマ 話題提供・講師（敬称略） 参加 

49 回 

（4/12） 

阪急電

鉄 

Ｎ Ｐ Ｏ

と の 協

働 

【ＣＳＲコラボ】企業とＮＰＯのコラ

ボレーション ～異なるセクターが

協働する意味・価値とは～ 

①永井美佳（当協会 事務局長） 

②相良有希子（阪急阪神ホールディングス（株）・

人事総務室 総務部 社会貢献担当 課長） 

46 人 

（22

社・団体） 

50回 

（6/14） 

CANVAS

谷町 

ト ピ ッ

クス 

【ホットイシュー】熊本地震に対し

企業ができることとは ～関西から

できることを考える～ 

①頼政良太（被災地ＮＧＯ恊働センター 代表） 

②岡村こず恵（（福）大阪ボランティア協会 事

務局次長）／東 俊裕（被災地障害者センタ

ーくまもと 事務局長） 

34 人 

（20

社・団体） 

51回 

（8/9） 

近畿ろ

うきん 

行 政 と

の協働 

【ＣＳＲコラボ】企業と行政のコラボ

レーション ～公民連携で社会課

題の解決をめざす～ 

①東口勝宏(大阪府 公民戦略連携デスク チー

フプロデューサー) 

②黒瀬陽一（㈱セブン－イレブン・ジャパン オペレ

ーション本部 関西ＺＯ総務担当マネジャー） 

44 人 

（19

社・団体） 

52回 

（10/28

～29） 

大阪ガ

ス奥池

ロッジ 

 

★合宿 

協 働 に

よ る イ

ノ ベ ー

ション 

【ＣＳＲコラボ】さまざまな主体との

コラボレーションによってソーシャ

ルイノベーションを起こすには ～

社会問題解決と企業価値の創造

を追い求めて～ 

①田村太郎（（一財）ダイバーシティ研究所 代

表理事） 

②村井琢哉（（特活）山科醍醐こどものひろば 

理事長） 

③中川悠（（株）チュラキューブ 代表取締役） 

30 人 

（12

社・団体） 
2020 年代の企業のＣＳＲ・ＣＳＶ・社

会貢献担当者に期待されること ～

日本におけるメセナ・フィランソロピー

の歴史と未来予測をふまえて～ 

出口正之（国立民族学博物館 教授、当フォー

ラム 顧問） 

53 回 

（12/13） 

大阪ガ

ス本社 

評価 

【ホットイシュー】ＣＳＲ・ＣＳＶ・社

会貢献活動の価値を、いかに評

価し、生かすのか？ 

①鴨崎貴泰(（特活）日本ファンドレイジング協

会 事務局長) 

②龍治玲奈（日本マイクロソフト（株）） 

45 人 

（22

社・団体） 

54回 

（2/14） 

大同生

命本社

ビル 

協 働 企

画 づ く

り 

【ＣＳＲコラボ】はじまりのはじまりを

いっしょにつくる ～りそなグルー

プ の Ｃ Ｓ Ｖ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

REENAL(RESONA＋REGIONAL)～ 

藤原明（りそな総合研究所 プロジェクト・フェロー） 

36人

（20

社・団体） 

③ フォーラム・スピンオフ企画 

「熊本地震への『あいのりボランティアバスツアー』」の開催  

 第 50 回フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラムにて、「熊本地

震」の現状を学ぶ緊急企画を実施したところ、会員企業から「ぜひリンクで

も支援を！」と声が上がり、会員企業の自主企画として実施。複数の企業と

ともに企画を実行するスタイルは、PCLF らしい実践となった。 

日程：2016 年 7月 15 日（金）～18 日（月祝） 

内容：益城町総合体育館の避難所の環境整備、菊池市の迫龍ふれあいセン

ターみどりの館にてしいたけ農家の原木の立て直し作業等 

参加者：５社・団体、参加者数 43人 

④ フォーラム自主ゼミ「リンクアップ・ジュニア」の開催  

 リンクアップフォーラム会員企業の実務担当者の自主勉強会。参加団体は 14 社で参加者数 22人（昨年同期 15

社 21 人）。15 年度は３回開催、参加者数は 17 社 31 人（昨年同期 2社 3人）。 

対話型で進められるフォーラム 
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・第７７回（2016 年７月４日）  ・参加者：15人（６社・団体） 

テーマ：「『津波・高潮ステーション』見学と大阪ガスの『考える防災教室』」 

・第７８回（2016 年９月７日）  ・参加者：10人（７社・団体） 

 テーマ：「いずみホール『障害者・介助者の人たちを招待する夢コンサート』身障者接遇講習会」 

・第７９回（2016 年 12 月 16 日） ・参加者：６人（４社・団体） 

 テーマ：「ＴＳＵＲＵＭＩこどもホスピスの視察」 

⑤ 「リンクアップフォーラム幹事会」の開催  

 フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラムの参加型運営の要となる同幹事会に、新メンバーを２人迎え、

運営の活性化を図った。また、参加が遠のいている会員に幹事会メンバーから働きかけて参加を促した。 

・日 程：[幹事会] 2016 年４月 27 日、６月３日、８月４日、７月８日、７月 21 日、９月５日、９月 29 日、 

11 月９日、12月 21 日、2017 年１月 12日、２月 28日、計 11 回 

・内 容：定例フォーラムの企画運営、会員企業・団体へのフォローと新入会員勧誘等 

・メンバー：大阪ガス㈱、関西電力㈱、関西テレビ放送㈱、住友生命保険(相)、積水ハウス㈱、㈱阪急阪神百貨店、

阪急阪神ホールディングス㈱、大阪ボランティア協会/事務局 

 

（３）ＣＳＲ基礎研修の開催 

関西でのＣＳＲ推進や社会貢献活動、ＣＳＶの取り組みに関心のある

方や、ソーシャルな取り組みに関心のある方を対象に、少人数での講義

およびワークショップ形式の基礎研修を実施。３年ぶりの開催。 

日 程：2016 年 10 月５日、19 日、11月 10 日、24 日 

会 場：市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」 

参加者：のべ 189 人（実数 42 人）、のべ 105 社・団体（実数 21 社・団体） 

主 催：大阪ボランティア協会 企業市民活動推進センター 協 力：フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム 

＜カリキュラム＞ 

日程 時間 演題 講師・話題提供者(敬称略) 参加人数 

10 

月 

5 

日 

（水） 

13：20 

～15：20 

【第１講】大阪経済人の

社会文化貢献活動 

・宮本 又郎（大阪大学名誉教授、大阪企業家ミュージアム館長、経済学博士） 

31人 

（16 社 

・団体） 

15：30 

～17：30 

【第２講】ＣＳＲの考え

方と展開／ＣＳＲ・ＣＳ

Ｖ・社会貢献担当者に

なってみて 

・早瀬  昇（当協会 常務理事、（特）日本ＮＰＯセンター 代表理事） 

・中野伊津子（大阪ガス㈱地域共創部門近畿圏部ソーシャルデザイン室係長） 

・林 由以子（大阪商工信用金庫ＣＳＲ推進室 課長代理） 

・森田 聖子（住友生命保険相互会社 大阪広報センターサブリーダー） 

19人 

（13 社 

・団体） 

10 

月 

19 

日 

（水） 

13：20 

～15：20 

【第３講】「攻め」のＣＳ

Ｒ展開①／社員のボラ

ンティア活動を推進す

る事業を企画してみて 

・永井 美佳（（福）大阪ボランティア協会 事務局長） 

・郡 真二郎（大日本住友製薬㈱コーポレートガバナンス部コーポレート・コミュニ

ケーショングループ主任部員） 

・中村 理恵（（特）サービスグラント 事務局） 

25人 

（16 社 

・団体） 

15：30 

～17：30 

【第４講】「攻め」のＣＳ

Ｒ展開②／ＮＰＯを支

援または協働する事業

を企画してみて 

・江本 雅朗（大阪ガス（株）人事部、元 近畿圏部社会貢献推進室長） 

・南 貴美子（大阪ガス（株）近畿圏部 南部地域共創チーム） 

・外間 孝次（㈱阪急阪神百貨店マーケティング４部 チャリティー企画部） 

・和田 隆博（（特）子どもデザイン教室 代表理事） 

23人 

（12 社 

・団体） 

11 

月 

10 

日 

（木） 

13：20 

～15：20 

【第５講】「攻め」のＣＳＲ

展開③／コーズリレ―テ

ィッドマーケティング（Ｃ

ＲＭ）に取組んでみて 

・楠  正吉（（福）大阪ボランティア協会 ＣＲＭ研究会） 

・橋本  勲（（株）glass 代表 ディレクター、編集者） 

19人 

（13 社 

・団体） 

15：30 

～17：30 

【第６講】社会の困りご

と、今日的な社会問題

（福祉、子ども、国際、環

境）と市民活動の取組

みについて知ろう 

・岡崎  寛（（特）プール・ボランティア理事長） 

・織田 智子（（特）プール・ボランティア事務局長） 

・村井 琢哉（（特）山科醍醐こどものひろば 理事長） 

・横山 浩平（（公社）アジア協会アジア友の会 海外プロジェクト担当） 

・村上 竜太（箕面の山パトロール隊 事務局長） 

21人 

（17 社 

・団体） 

11

月 

24 

日 

（木） 

13：20 

～15：20 

【第７講】社会の困りご

と、災害救援・復興支

援活動について知ろう 

・岡村こず恵（（福）大阪ボランティア協会 事務局次長） 

・広瀬 雄樹（積水ハウス（株）コーポレート・コミュニケーション部 ＣＳＲ室長） 

・湯井恵美子（防災企業連合 関西そなえ隊事務局） 

・笠井 文廣（防災企業連合 関西そなえ隊隊員、㈱タカオカ 取締役営業部長） 

10人 

（10 社 

・団体） 

15：30 

～17：30 

【第８講】ワークショップ

～具体的な取組みを

企画してみよう 

・相良有希子（阪急阪神ホールディングス㈱、兼 阪急電鉄㈱総務部 社会貢献

担当課長） 

・永井 美佳（（福）大阪ボランティア協会 事務局長） 

９人 

（８社 

・団体） 
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（４）「ウメキタ朝ガク（うめきたソーシャル朝活）プロジェクト」の開催支援 

 梅田周辺で働く人々がその生活圏である地で、新しい社会貢献・地域貢献を創り上げるための交流の場づくりと

して“ウメキタ朝ガク（うめきたソーシャル朝活）”を開催。積水ハウス、大阪ガスなどの協力を得て、緩やかな

ネットワーク体で企画を実施。当協会は、当ネットワークの事務局を担っている（企画連携：大阪を変える 100 人

会議、会場提供：大阪ガス㈱エネルギー・文化研究所 都市魅力研究室）。2016 年度はのべ２４７人の参加があった。 

回 テーマ、登壇団体名 日 程 参加者数 

31 バリアの向こう側～車いすのボクがみんなにかける”人生を豊かにする”魔法～(大内秀之) 2016 年 4 月 21 日 ２０人 

32 

若年無業者の就労支援～ソーシャルデザインで社会課題を解決（NPO 法人スマイルス

タイル・塩山 諒） 

2016 年 5 月 26 日 １９人 

33 

カンテレの守りと攻めの CSR 事例、TV の新しい発信を考える(関西テレビ CSR 推進部・

塩川恵造) 

2016 年 6 月 23 日 ２４人 

34 

そこからしか見えない景色 ～がん経験者の視点を社会に活かす～(ダカラコソクリエイ

ト・谷島雄一郎) 

2016 年 7 月 1日 ３０人 

35 

１人ひとりが輝くまちづくりとは？～北区のこれからと行政･市民･企業のつながり方～(大阪

市北区長・上野信子) 

2016 年 8 月 25 日 ３３人 

36 秋だね!大人のソーシャル朝ガク＠生野コリアタウン 2016 年 9 月 22 日 １５人 

37 

子ども食堂を越えて行こうよ！？ ～今話題の子ども食堂ってどういう活動？～(桃谷子

ども食堂/一般社団法人つなぐ・尾関泰輔) 

2016 年 10月 27日 ２５人 

38 災害救助犬ってご存知？(認定ＮＰＯ法人日本レスキュー協会・今井雅子) 2016 年 11月 24日 １０人 

39 熊本大震災、これからは？（忘年会）(熊本県大阪事務所) 2016 年 12月 22日 １５人 

40 

音なき声を社会に 聴覚障害者の価値を届けるSilent Voiceの挑戦(株式会社サイレント

ボイス・尾中友哉) 

2017 年 1 月 26 日 １７人 

41 

毎日元気に頑張りたいビジネスパーソンに！～楽しみながら続ける健康づくりのススメ

～(認定 NPO 法人健康ラボステーション・浦田千昌) 

2017 年 2 月 23 日 １８人 

42 

イベントから、祭りへ～市民参加で面白く、持続可能なコト起こし～(一般社団法人テラ・

プロジェクト・小林昭雄) 

2017 年 3 月 23 日 ２１人 
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６．情報提供・出版・市民シンクタンク事業 

  － ウォロ、創刊 50周年。新刊１点、増刷１点を発刊。書籍の利用総数は 3,229 冊。 

 

2016 年 7・8 月号で創刊 50 周年を迎えた市民活動総合情報誌『ウォロ』は、中間支援組織が発行する

オピニオン誌として社会課題の発信や提言に努めた。特集では、事例の紹介と分析を通じて、課題解決の

ためのヒントを読者に届けた。また、ウォロ自身が市民参加の場となるよう、20 人以上の編集委員とと

もに編集・発行を進めた。出版部門は『テキスト市民活動論』を改訂。2016 年度は約 369 万円の売り上

げと 71万円の印税収入があり、総額 440 万年の売り上げとなった。 

１．市民活動総合情報誌『ウォロ』の発行（大阪府共同募金会の配分金を一部活用） 

（１）発行部数【毎月 2,300 部】 

 市民活動関係者や社会福祉協議会、自治体、ボランティアセンター、ＮＰＯ、

研究者、企業の社会貢献部、大学等の研究機関などを中心に全国の読者に発

信した。なお、発行費用の一部に大阪府共同募金会の助成金を活用している。

年間購読料 3,000 円（送料込）。 

（２）内  容  

＜特集＞ 

４・５月号 
「やらされ感」から「やりたい」へ―地域活動の最前線 

６・７月号 
主権者教育―市民の手で開く政治の扉 

８・９月号 
被災コミュニティと宗教 風土を知り、未来へつなぐ 

10・11 月号 
子ども食堂の今とこれから 

12・１月号 
障害者差別解消法の「合理的配慮」と市民活動 

２・３月号 
市民活動の「コトバ」を考える遺贈―故人の思いを社会に生かす 

＜Ｖ時評（論説欄）＞ 

４・５月号 

１．１８歳新有権者の皆さんへ ～民主主義って何だろう？ 

２．自ら「責任」を共有し合える社会へ ～認知症者鉄道事故 

６・７月号 １．さあ、「問答」を始めよう ～参院選を前に 

８・９月号 

１．里山資本主義と里海資本論に寄せて 

２．「憎悪の出会い」とならないために ～障害者施設入所者殺傷事件に思う 

10・11 月号 

１．社会福祉法人制度改革 ～ボランティア・NPO 関係者にとっての意味 

２．地方議会を今こそ「市民活動」に 

12・１月号 １．「基準」に翻弄される市民を救うには？  ２．あらゆる場に「参加の機会・窓口」を 

２・３月号 １．ＮＧＯ規制が示唆する世界         ２．制定後が正念場、休眠預金活用法 

（３）購読者数 

 2016 年度末の有料購読部数は 1,665 件（対前年 32 件増）であった。内訳は会員 1,069 件（同２件減 ※パートナー

登録団体（130 団体）を含む）、非会員 594件（同 32 件増）。16 年度の新規購読部数は 57 件（同 14件増）。内訳は会

員 28 件（12 件増）、非会員 29 件（同2件増）。購読者は、図６－２のように全国に広がっている。購読料収入は 300

万円である（対前年度 29 万円減）。なお、請求時期が例年より遅れたため、購読料収入は減少した。 
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２．他の情報提供事業 

（１）ボランティア・市民活動ライブラリー（巡誠一記念基金事業） 

 市民活動の歴史的資料を集めて散逸を防ぐとともに、現代の市民活動を記録し、

市民活動の研究基盤となることを目的に「ボランティア・市民活動ライブラリー」

を運営。ボランティア・市民活動に関する書籍、報告書など約 5,000 冊を所蔵。2016

年度は収蔵ルールの整理を行い図書の寄贈を募集。貴重な資料が追加された。また、

協会が所蔵する市民活動関係の新聞切り抜きのデジタル化を進めるため 2014 年度

にスタートした「ボランティアスタイル」の「新聞切り抜き・保存ボランティア」

は、2016 年度に 7回実施しのべ 45 人が参加した。第２章に関連報告。 

◎新聞切り抜きのデータ数（2016 年度）：3,411 点（のべ 18,737 点） 

内訳：朝日 948（のべ 6,017）、毎日 828（のべ 4,280）、読売 776（のべ 3,889）、産経 427（のべ 2,440）、日経 392

（のべ 1,718）、その他 40（のべ 393）※2017 年３月 31 日現在 

 

（２）「ホームページ」の運用（http://www.osakavol.org/） 

 ホームページ「ぼらやねん（Volajanen）」では、様々な情報を発

信している。2016年度アクセス件数は79,525件（月平均6,632件）。

15年度より約14,663件アクセス(15年度94,188件)が減っている。

これはスマホ対応できていないことと、検索エンジンによる表示

が下がったことの影響と考えられるが、今後検証する必要がある。 

 ＫＶネット（http://www.kvnet.jp/）については、第２章「ボ

ランティアコーディネーション」で報告している。 

 また「3.11 from KANSAI」公式サイト（http://www.311-kansai.com/）

についても、同実行委員会事務局としてホームページ運用を行った。 

 

（３）フェイスブック（Facebook）の運用（https://www.facebook.com/osakavol/） 

 2016 年度は投稿数 81（前年度比 31 減）、「合計いいね！」1,933（前年度比 219 増）と、投稿数は減ったものの利用

は増加した。最高リーチ数の記事と数値は、「募金〜♪募金〜♪ ボラ協に募金」（リーチ数 8,494 人、2017 年 1 月７

日投稿）だった。 

 また Facebook ページとして「ボランティアスタイル」「裁判員ＡＣＴ」「ウォロ」がある。また、実行委員会などの

事務局として「ウメキタ朝ガク」「震災復興応援イベント『3.11 from KANSAI』」の Facebook ページ運用を行った。 

 

（４）メールマガジンの運用 

ＮＰＯや関心のある市民向けにメールマガジンの運用を３つ行っている。 

「関西人のためのボランティア活動情報メールマガジン」：第１章「ボランティアコーディネーション事業」で報告。 

「裁判員ＡＣＴ通信」：第２章「市民力向上（市民学習・研修）事業」で報告。 

「ＮＰＯぼいす」：第３章「ＮＰＯ運営支援・基盤整備事業」で報告。 

 

３．書籍の発刊と発行経費の回収 

（１）新規／/増刷の発行図書 

①．新規発行  

『福祉小六法 2017』の編集 

・B6 判、832 頁。2016 年 12 月20日、中央法規出版より発行。

社会福祉および市民活動に関する基本法令をまとめる。子ど

も子育て支援法制度の施行による改正など最新の法令を収録。 

②．増刷 

『学生のためのボランティア論』の増刷 

・B5 判、171 頁。2016 年 10 月 1 日、協会より第５刷発行。 
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（２）書籍の普及と発行経費の回収  

 出版活動の財政的自立をめざし、各書籍は実費で頒布。2016 年度は 3,229 冊（前年度比 58 冊減）の利用があり、

売り上げは総額 440 万円（同 99 万円減、印税含）。『福祉小六法』以外に新刊発行がなく、その影響がみられる。 

①． 売好調図書の改訂/増刷検討  

Ａ．『テキスト市民活動論』 17年度の改訂に向けて編集作業を進めた。 

Ｂ．『知らされない愛について』 17 年度の増刷に向けて準備を進めた。 

②．協会編集書籍からの印税収入  

『福祉小六法』の売上により 71 万円（前年比 27 万円減）の印税収入を得た。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）広報誌・研究誌等への寄稿（常務理事・事務局員分のみ） 

16 年度は広報誌・研究誌などへの寄稿を行った。 

・（一財）教職員生涯福祉財団『教職員のボランティアガイドブック』、「民間団体のボランティアセンター」（椋木）、

2016 年 11 月 

４．市民シンクタンク事業 

市民活動を進めるための調査研究事業にも積極的に取り組んでいる。このうち、企業からの受託事業を第５章で報告

したが、その他以下のような研究事業に取り組んだ。会場はすべて市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」で開催。 

（１）「ボランタリズム研究所」事業（大阪府共同募金会助成事業） 

①リサーチ＆アクション・セミナー２０１６「市民活動の実践を科学する力をつける」を開催 

（第１回）「基礎講座」 

・日時：2016 年６月 22 日（水）18 時 30 分～21 時  

・講師：岡本仁宏（関西学院大学法学部教授）・参加者数：17 人 

（第２回）「調査手法講座」 

・日時：2016 年８月 11 日（木・祝）11時～17 時 

・講師：加山弾（東洋大学社会学部教授） ・参加者数：32 人 

 

②歴史の中のボランタリズムを探る『ボランティア・ＮＰＯ・市民活動年表』

を読む会 ２０１６【第１期】を開催 

（第１回）「男女共同参画・フェミニズム」 

・日時：2016 年７月 19 日（火）18 時 30 分～21 時 ・案内人：牧口明 ・参加者数：20 人 

（第２回）「社会福祉」 

・日時：2016 年 10 月 18 日（火）18 時 30 分～21時 ・案内人：岡本榮一 ・参加者数：22 人 

（第３回）「環境・自然保護」 

・日時：2017 年１月 17 日（火）18 時 30 分～21 時 ・案内人：百瀬真友美 ・参加者数：13 人 
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③「市民セクターの次の１０年を考える研究会【第２幕】『市民セクターが挑む、社会的孤立の抑制・解消への道程』」を開催 

（第１回）「子どもの貧困と孤立」 

・日時：2017 年１月 22 日（日）15 時～18 時 30 分  

・講師：徳丸ゆきこ（ＮＰＯ法人ＣＰＡＯ代表）、桜井智恵子（大阪大谷大学教授） ・参加者数：36 人 

（第２回）「障害者をめぐる孤立」 

・日時：2017 年２月 11 日（土・祝）13時 30分～17 時 

・講師：みわよしこ（フリーランス・ライター）、吉永 純（花園大学教授） ・参加者数：30 人 

（２）宗教団体の社会貢献活動の推進について助言・公募助成事業事務受託（真如苑）  

宗教法人 真如苑が社会貢献活動への助言を得るために組織した「アドバイザリー委員会」事務局、「多摩地域市民

活動公募助成事業」、「自立援助ホーム支援助成事業」の助成事業事務を受託した。 

 

５．学会発表と研究会・審議会などへの参画 

（１）審議会、研究会、学会理事などへの参画（１）審議会、研究会、学会理事などへの参画（１）審議会、研究会、学会理事などへの参画（１）審議会、研究会、学会理事などへの参画    

 2016 年度に理事長、顧問、常務理事、事務局長および事務局員が審議会、研究会、助成審査会、役員を務める学会に参加。 

①審議会、研究会、助成審査会等 

行政区名 会議名 氏名 

大阪府 高齢者保健福祉計画推進委員会／住民主体の生活支援サービス創出支援検討協議会（準備会） 永井（交代） 

地域福祉推進審議会／同地域福祉支援計画推進分科会／同福祉基金運営分科会 永井（交代） 

特定非営利活動法人条例指定審議会 永井（交代） 

消費生活センター「大学生期における消費者教育推進事業」事業者選定委員会 梅田（新規) 

大阪市 社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会／同生活福祉部会 早瀬（継続） 

地域包括支援センター運営協議会／同評価部会 早瀬（継続） 

高齢者実態調査結果集計・分析業務委託事業者選定会議 早瀬（新規） 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定にかかる計画素案及び計画書作成等支援業務委

託事業者選定会議 

早瀬（新規） 

市民活動推進審議会／ワーキング部会 永井（新規） 

市民活動総合支援事業「議論・検討の場」 永井（新規） 

市民局「地域公共人材」選考会議 早瀬（継続） 

ボランティア活動振興基金運営委員会作業部会 岡村（継続） 

福祉局「福祉読本」検討会議 椋木（新規） 

男女共同参画推進にかかる市民向け啓発・研修事業実施事業者検討会 影浦（新規） 

堺市 マスタープラン推進検討懇話会 早瀬（継続） 

市民活動コーナーにおける市民活動支援業務に係る委託業務事業者選定委員会 永井（新規） 

吹田市 市民自治推進委員会 岡村（継続） 

市立市民公益活動センター指定管理者候補者選定委員会 早瀬（新規） 

社協 都道府県圏域における同時多発・広域災害への支援あり方検討委員会 永井（新規） 

大阪府社協ボランティア・市民活動センター運営委員会 永井（交代） 

福祉サービス第三者評価決定委員会 永井（交代） 

大阪市社協ボランティア・市民活動センター運営委員会 永井（交代） 

大阪市社会福祉研修情報センター運営委員会 早瀬（継続） 

共募 災害ボランティア・ＮＰＯ活動サポート募金運営委員会／同審査準備小委員会 早瀬（継続） 

「赤い羽根福祉基金」審査委員会 永井（新規） 

関経連 「関西財界セミナー賞 2017」選考委員 早瀬（継続） 

企業系 大同生命厚生事業団 サラリーマン（ウーマン）／シニアボランティア活動助成 早瀬（継続） 

積水ハウスマッチングプログラム事業・理事会 永井（交代） 

福祉医療機構 独立行政法人福祉医療機構・助成事業審査評価委員会 早瀬（継続） 

財団系 公益財団法人三菱財団・社会福祉助成選考委員会 早瀬（継続） 

宗教系 真如苑「多摩地域市民活動公募助成」「市民防災・減災公募助成」「自立援助ホーム支援助成」 早瀬（継続） 

ＮＰＯ系 日本病院ボランティア協会・有識者会議 梅田（新規） 

大阪府高齢者大学校「ＫＯＵＤＡＩ ＡＷＡＲＤ」審査会議 永井（新規） 

②学会役員等 

福祉系 日本地域福祉学会・副会長 牧里（継続） 

ＮＰＯ系 日本ＮＰＯ学会・理事 永井（新規） 
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７．国内外のネットワーク推進事業 

 

 協会は、様々な事業の“ネットワーカー”（つなぎ役）となる場面が多い。この背景には①財政的自

立度が高く独立した立場で行動、②長年の活動を通じ多様な分野にネットワークをもち分野横断的な仲

介役機能、③ＮＰＯと企業、行政とのパートナーシップ形成のノウハウを蓄積、④推進機関の中でＮＰ

Ｏ界をリードする役割が期待されていることなど様々な要因があげられる。 

 ２０１６年度も様々な結び役となったが、本章では他章で紹介していないものを中心に報告する。 

 

 

１．国内でのネットワーク推進 

（１）（１）（１）（１）主なネットワーク活動 

■「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ））））inininin 茨茨茨茨城城城城（第（第（第（第 34343434 回）回）回）回）」の開催」の開催」の開催」の開催    

・ボランタリズムを推し進める上での諸課題を協議し、ボランティア活動推進団体やＮＰＯ支援センターのミッショ

ンや運営のあり方を考える場として開催。16年度は、茨城ＮＰＯセンター・コモンズが事務局となり、茨城県水戸

市で開催した。協会は設立当初から参画し、世話人として会議の企画運営も引き受けている。詳細は２章に掲載。 

■ボランティア推進関連のネットワーキング 

・「広がれ！ ボランティアの輪・連絡会議」への参画（事務局：全国社会福祉協議会・全国ボランティア活動振興センター） 

・「関西地区大学ボランティアセンター連絡協議会」への参画（事務局：年度世話人制） 

■ＮＰＯ推進関連のネットワーキング 

・（特）日本ＮＰＯセンターへの参加 

・（特）シーズ・市民活動を支える制度をつくる会への参加 

・「ＮＰＯ法人会計基準協議会」への参画（事務局：同協議会） 

・「ＮＰＯの法制度等改革推進会議」への参画（事務局：日本ＮＰＯセンター） 

・「関西ＮＰＯ支援センターネットワーク（ＫＮＮ）」への参画（事務局：年度幹事制） 

・「近畿圏ＮＰＯ支援センター連絡会議」への参画（事務局：近畿労働金庫地域共生推進室） 

■ＣＳＲへの提言関係のネットワーキング 

・「社会的責任向上のためのＮＰＯ／ＮＧＯネットワーク」への参画（事務局：日本ＮＰＯセンター） 

■災害支援・防災のネットワーキング 

・「震災がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参加（事務局：レスキューストックヤード）」 

■その他のネットワーキング 

・「障害者週間協賛事業大阪実行委員会」への参画（事務局：積水ハウス㈱、積水ハウス梅田オペレーション㈱） 

・「地域こども支援団体連絡会」への参画（事務局：大阪市ボランティア・市民活動センター） 

 

（２）役員などの派遣（理事長、常務理事、事務局長などが役員などに就任している主な団体） 

(社福)大阪府社会福祉協議会・理事（牧里理事長）、評議員（永井事務局長）／(社福)大阪市社会福祉協議会・評議員（牧

里理事長）／(公財)ユニベール財団・理事（岡本顧問）／(公財)大阪ガスグループ福祉財団・評議員（岡本顧問）／(公財)

日本生命済生会・評議員（岡本顧問）／(社福)大阪キリスト教社会館・理事（岡本顧問）／(認特)日本ＮＰＯセンター・

代表理事（早瀬常務理事）／(公財)公益法人協会・理事（早瀬常務理事）／(特活)日本ファンドレイジング協会・副代表

理事（早瀬常務理事）／（特活）日本ボランティアコーディネーター協会・副代表理事（早瀬常務理事）／(公財)大同生命

厚生事業団・理事（早瀬常務理事）／(社福)朝日新聞厚生文化事業団・理事（早瀬常務理事） 

上記以外に、事務局員等の個人活動として他団体の役員などに就いている場合がある。 

 

２．海外とのネットワーク推進 

姉妹提携団体「韓国自願奉仕聯合會」との姉妹血縁記念の交流事業は、協会の青少年事業の縮小化など先方との

共通テーマの設定が難しくなったため 2014 年度をもって終了したが、2016 年 10 月 7 日に開催された同聯合會の創

立 25 周年記念「韓日ボランティアワークショップ」にて、岡本榮一顧問が「韓日交流の意義と課題」について、

また名賀亨常任運営委員が「韓日青少年ボランティア交流、その意味と課題」について講演した。 
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８．人的な事業推進体制の充実 

 協会は組織経営から事業推進まで幅広い場面に多くの市民が参画している。特に事業推進に直接関与す

るスタッフを「アソシエーター」(協会＝Association から作った造語)と呼んでおり、2016 年度も、ボラ

ンティア(のべ１６８人、実数１１７人）と有給専従スタッフ（事務局員１４人）が協働して事業推進に当

たる体制「参加システム」で事業を進めた。具体的には、①個々の事業を企画推進する｢チーム｣｢委員会｣

｢事務局｣を核に、②事業部門ごとに｢運営委員会｣を設け、さらに③経営全般を協議する｢常任運営委員会｣

を開催。④｢事務局員｣が日常的に事業の“つなぎ役”となる他、⑤年２回、全体合宿（11 月の｢一泊創出

会議｣、２月の｢事業計画会議」）を開催。アソシエーター全員の協議で事業や組織のあり方を決めるシステ

ムをとり、自治的で開かれた形で運営を進めている。 

１．会員・寄附者の拡大  

（１）会員の現況  

 協会は、その目的に共感する市民が“個人会員”として事業を支える一方、趣旨に賛同いただいた企業などに“賛

助会員”として資金的援助を受けている。個人賛助会員は、新規入会２人、個人会員からの変更２人で計４人とな

った。新規入会は、個人会員・個人賛助会員あわせて５１人で昨年度比１７人増となったが、数年に渡って会費納

入がない定款退会者含め退会者が５２人となり、全体として昨年度比５人減となった。今後、事業関係者などに積

極的に声を掛けるなど対策を練ることが必要となる。一方、団体賛助会員（企業）では、会員の継続が困難な状態

が続いており１社・団体が退会した。なお特別会員は協会創設以来、多額の助成をいただいている（財）晧養社・

前理事長 中納久昭氏である。〔下表で（ ）内は昨年度実績〕 

表８－１ 2016 年度の会員の異動状況（カッコ内は前年同期実績） 

 2016 年３月 新規加入 退  会 2017 年３月 

特 別 会 員 １    人 ０   人 ０   人  １ 人 

個 人 会 員 ６１０（607）人 ４７（30）人 ５２（27）人 ６０５ 人 

（ 内 、 生 涯 会 員 ） ２４    人  ４   人  ３   人 ２５ 人 

個 人 賛 助 会 員 １０（  8）人 ４（ 4）人 ０   人 １４ 人 

団 体 賛 助会 員 （ 企 業 ） ４８（  50）社    ０（  1）社    １（  3）社 ４７ 社 

団体賛助会員（非営利） ９（  9）社    ０（  0）社    ０（  1）社 ９ 社 

合   計 ６７８（676）   ５１（35）  ５３（31）  ６７６   

※個人会員から個人賛助会員への変更２人は、個人会員退会・個人賛助会員新規加入として計上している。 
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（２）会員・寄附者拡大に向けた努力  

①．会員限定通信誌『キャンバス・ニュース』の内容 

市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」と大阪ボランティア協会の「今日」をお届けするマガジンとしてリニ

ューアルした「キャンバス・ニュース」を会員に隔月で送付した。 

４・５月号 

団体紹介／ＣＡＮＶＡＳクイズ／アソシエーター中堅研修を開催しました「事業運営のための正しいプロ

セスを学ぶ～インバスケット・ゲーム～」／協力感謝／たにまちっくコーナー／ＣＡＮＶＡＳエピソード 

６・７月号 

団体紹介／大阪ボランティア協会 災害支援委員会／ＣＡＮＶＡＳクイズ／事業計画会議報告／事務局

体制紹介（事務局長交代のあいさつ含む）／たにまちっくコーナー／ＣＡＮＶＡＳエピソード／協力感謝 

８・９月号 

定期会員総会・記念講演会／団体紹介／ＣＡＮＶＡＳクイズ／定期会員総会報告／たにまちっくコーナ

ー／フェイスブックだより／ＣＡＮＶＡＳエピソード／協力感謝 

１０・１１月号 

団体紹介／ＣＡＮＶＡＳクイズ／大阪ボランティア協会委員会・チーム紹介その１／協力感謝／フェイス

ブックだより 

１２・１月号 

団体紹介／大会議室調整大会／ＣＡＮＶＡＳクイズ／大阪ボランティア協会委員会・チーム紹介その２

／ＣＡＮＶＡＳエピソード／協力感謝／退職・入職のご挨拶／「市民セクター研究会」第１回お知らせ 

２・３月号 団体紹介／一泊創出会議報告／協力感謝／フェイスブックだより／ＣＡＮＶＡＳエピソード 

②．寄附および会費自動納入システムの運営  

クレジットカード・オンラインシステム、近畿労働金庫、郵便貯金から寄附や会費の引き落としが可能な態勢

を整えている。16 年度末の利用会員は、近畿労働金庫:３人、郵便貯金:２５人、クレジット：３８人である。 

③．寄附者拡大に向けて  

2016 年４月に発生した「熊本・大分における地震災害」に関する支援金の協力をお願いし、669,435 円の寄附

をいただいた。詳細は第４章に記載。また、協会へ募金箱の寄贈を１件いただいている。 

２．組織活動  

（１）理事会（第74～77 回）の開催  

【第７４回】開催日：2016 年５月 27 日（金）、 出席理事：１０人（書面出席５人）  

議 案：①2015 年度事業報告および決算報告、②2016 年度補正予算、③定款の変更について、④マイナ

ンバー法の施行にかかる基本方針、規定等の策定〔理事長専決事項の追認〕、⑤就業規則の改正 

【第７５回】開催日：2016 年 12月 16 日（金）、出席理事：１０人（書面出席５人） 

議 案：①2016 年度上半期事業報告・収支報告、②2016 年度下半期事業計画・第二次補正予算、③定款

の変更、④評議員選任・解任委員会規則、⑤評議員選任・解任委員の選任、⑥社会福祉充実残額

の中間決算 

【第７６回】開催日：2017 年３月６日（月）、出席理事：１０人（書面出席５人） 

議 案：①評議員の候補者選定について 

【第７７回】開催日：2017 年３月 30 日（木）、 出席理事：１０人（書面出席５人） 

議 案：①新定款の施行にともなう各規程の改定、②2017 年度事業計画および予算 

（２）常任理事会の開催  

 協会の経営や労務面の課題を日常的に審議し、毎月の常任運営委員会の議案整理と理事会に提案する事項を審議

するため、理事長、常務理事、常任運営委員長、事務局長で「常任理事会」を設置。毎月、開催した。 

（３）評議員会（第70～72回）の開催 

【第７０回】開催日：2016 年５月 27 日（金）、 出席者：１５人、欠席者：６人  

議  案：第 74 回理事会①～⑤に付した議案および、⑥理事の一部改選について 

【第７１回】開催日：2016 年 12月 16 日（金）、 出席者：１４人、欠席者：７人 

議  案：第 75 回理事会①～⑥に付した議案 

【第７２回】開催日：2017 年３月 30 日（木）、 出席者：１４人、欠席者：７人 

議  案：第 77 回理事会①～②に付した議案および、③理事の就任と退任について 

（４）監事会の開催  

開催日：2016 年４月26日（火）、 出席監事：３人 

内 容：「2015 年度事業報告･決算報告」に関し、事業・経理・組織運営面の監査を実施した。 
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（５）会員総会（2016 年度定期総会）の開催  

開催日：2016 年５月 22 日（日）   会  場：市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」大会議室 

出 席：２６７人（当日参加 43 人＋委任状提出 224 人） 

内 容：第１部＝記念講演会「できるやんか！－人間って欠けているから伸びるんや－」講師：中井 政嗣（千房

株式会社代表取締役）／第２部＝①アソシエーター委嘱状交付、常任紹介、②2015 年度事業と決算報告（案）、

③2016 年度事業と予算計画（案）／第３部＝会員懇親会 

３．市民参加による事業推進 

協会事業への市民参加の状況（「参加の場」（チームなどの組織数）と、

参加するボランティアののべ人数）を図８－２に示す。 

16 年度の協会で活動するアソシエーターは、のべ２２１人（昨年度

277 人）〔うち、ボランティアのべ１６８人（同 212 人）〕、実数１１７人（同 127

人)とのべ人数は減少した。15 年度は 50 周年に向けて一人のアソシエ

ーターが複数の委員会やチームに携わり、のべ人数が大幅に増えた分が

それ以前に戻ったことが原因と考えらえる。新たにアソシエーターにな

った人は１３人であったが、今後も更なる人材発掘・育成が必要である。 

（１）一泊創出会議、一泊事業計画会議（アソシエーター総会）の開催  

 事業活動と組織運営をアソシエーター全員が参加できる場で検討するため２回の合宿を開催した。「創出会議」

では、「行動宣言」に基づいた協会の事業戦略を検討、「事業計画会議」ではチーム、委員会、事務局など全事業主

体が、それぞれでまとめた 15 年度実績の評価と、16 年度の事業計画・予算案を提案。小グループごとに意見交換

と質問・評価シートの記入を行うとともに、全体での討議を通じて、事業の質の向上を図った。協会の事業計画立

案はボトムアップ型のスタイルとなっている。 

◎一泊創出会議：2016 年 11 月５日（土）～６日（日）、３０人参加、場所はホテルコスモススクエア国際交流センタ

ー。【第 1 部】「『社会を変える！』考え、生み出す、そのために」（永井事務局長）、ゲスト：コミュニティ・ユース・

バンク momo 代表理事 木村真樹 【第 2 部】「社会的孤立の課題に市民のかかわりを」（事務局）、「災害：協会 BCP

をもとに、どのようなかかわりができるか」（災害支援委員会） 

◎一泊事業計画会議：2017 年２月 18 日（土）～19日（日）、３６人参加、場所は新大阪ユースホステル。センタ

ー別にまとめて各チーム・委員会ごとの事業報告と計画、社会的孤立の抑制に関する具体的な取り組みについ

てプレゼンテーションを行い、意見交換を行った。 

（２）常任運営委員会（委員長・上林康典、委員Ｖ１３人、職員２人） 

 協会事業全般に関し、ボランティアスタッフによる日常的な経営協議の場として組織。財務検討の場としても機

能している。16 年度は、毎月開催した（定例日 原則第４火曜、19 時～21 時、ＣＡＮＶＡＳ谷町）。なお、委員でな

い事務局員も発言可能なオブザーバーとして参加している。 

＜委員＞上林康典（委員長）、井上小太郎、谷水美香（以上、副委員長）、岡本友二、楠 正吉、名賀 亨、西 誠、西江孝枝、

早瀬 昇、藤原麻佐代、増田宏幸、水谷 綾、村岡正司、森本 聡、永井美佳、岡村こず恵、（委嘱者）牧里每治 

（オブザーバー）岡本榮一、江渕桂子、梅田純平、椋木美緒、林 寛人、小林政夫、鵜飼健生、髙宮城亜矢香 

＜主な審議・協議内容＞ 事業計画会議の振り返り、会員総会の企画運営と振り返り、熊本地震に対する支援方針

と支援活動の展開、収支バランス改善のための対策、「『ポスト 50年』行動宣言」をふまえて「第５次将

来ビジョン･答申（案）」の検討、「サロン･ド･ボランティア（仮）」の新設と運営主体、改正社会福祉法を

受けた新組織づくり、創出会議の議長団選出及び企画と振り返り、企業の新規事業受託を想定した体制、

「全国レガシーギフト協会」の賛同人に協会がなることの是非、「アソシエーター満足度調査」の実施

と「アソシエーター研修」の持ち方、常任運営委員会の中間総括及び 16 年度評価と 17 年度計画･重点項

目（PDCA）、一泊事業計画会議の議長団選出及び企画、総会記念講演会の講師候補者の選定、17 年度に向

けた助成金申請計画、17 年度の事務局体制と職員採用計画、17 年度常任運営委員の候補者選出 など 

（３）法人コミュニケーションチーム（チーフ・井上小太郎、Ｖ４人＋職員２人） 

 団体賛助会員・非営利会員とのコミュニケーションを強化し、関係の維持・拡大を目指すため、財務・基金運営

委員会から分離して 2014 年度に新たに設置。年３回開催した。 

＜委員＞ 井上小太郎（チーフ）、関口 義弘、早瀬 昇、森田正紀、永井 美佳、岡村こず恵 

＜主な協議内容＞団体賛助会員・非営利会員の訪問分担、熊本地震支援の報告についてなど 
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（４）ボランティア・ＮＰＯ推進センター運営委員会（委員長・谷水美香、Ｖ１０人＋職員７人） 

協会事業（ボランティア・ＮＰＯ関連事業）全般に関し、ボランティアスタッフによる日常的な運営協議の場と

して組織している（定例日 原則第１火曜、19 時～21 時、ＣＡＮＶＡＳ谷町）。ＮＰＯ支援の見直しや今後の在り方

について、考えていくためにＮＰＯ５団体を訪問しヒアリングを行った。またボランティア・ＮＰＯ関連事業、

CANVAS 谷町（貸会議室）の運営についても検討を行った。 

＜委員＞谷水美香（委員長）、今村澄子、青山織衣、岩本裕子、川畑惠子、杉浦健、杉本亜希子、筒井のり子、 

南多恵子、村岡正司、永井美佳、梅田純平、岡村こず恵、小林政夫、髙宮城亜矢香、林寛人、椋木美緒 

＜主な協議内容＞ＶＮＣ事業の骨格と方向性、ボランティア・ＮＰＯ関連事業の検討、貸会議室支援メニューなど 

・コーディネーション部会（部会長・岩本裕子、Ｖ７人＋職員５人） 

 運営委員会のテーマ別部会の一つ。主としてコーディネーション事業の戦略を検討したり、事業の進捗管理、

評価等を担う。 

＜委員＞岩本裕子（部会長）、青山織衣、今村澄子、谷水美香、筒井のり子、南多恵子、 

    永井美佳、岡村こず恵、椋木美緒、髙宮城亜矢香、小林政夫 

（５）企業市民活動推進センター運営委員会（委員長・井上小太郎、Ｖ６人＋職員２人） 

 企業市民活動の推進を図るため、企業市民活動推進センター（ＣＣＣ）の戦略と事業全般の企画立案、推進、評

価を行うために設置。16 年度は、年６回の運営委員会を開催。 

＜委員＞井上小太郎（委員長）、江本雅朗、楠 正吉、小林義彦、原田京子、平瀬有香、永井美佳、岡村こず恵 

＜主な協議内容＞16 年度のＣＣＣ事業の進捗確認、今後のＣＣＣ事業の展開、ＣＳＲ基礎研修の企画検討、16

年度の事業評価と 17 年度計画など 

（６）災害支援委員会（委員長・楠正吉、Ｖ６人＋職員３人） 

 大地震や異常気象による災害が予想される中、協会としてどう備え、どう対応するかを考える部門として、「災害支援

委員会」を 2014 年に新設。16 年度は委員会を 10 回、「ＳＵＧ」ワーキンググループを２回開催した。 

＜委員＞楠 正吉（委員長）、紺屋仁志、西 誠、森本 聡、水谷綾、永井美佳、岡村こず恵 

（ワーキングメンバー）入江由美子、（オブザーバー）井上小太郎、梅田純平 

＜主な協議内容＞熊本地震支援の方針、災害支援センター（仮称）運営方針、災害時に迅速に動けるボランティア

チーム「ＳＵＧ」メンバーによるワーキンググループ企画“チーム 72 時間”、災害時の協会のＢＣＰ（事業継続計

画）のあり方検討など 

（７）ボランタリズム研究所運営委員会（委員長・岡本仁宏、Ｖ７人＋職員２人） 

  「『ポスト５０年』行動宣言」を受けて開発した３つの新規事業について主に協議。16 年度は８回開催した。 

 ＜委員＞岡本榮一（所長）、岡本仁宏（委員長）、井上小太郎、工藤宏司、藤井渉、牧口明、早瀬昇、永井美佳、影浦弘司 

  ＜主な協議内容＞リサーチ＆アクション・セミナー、『ボランティア・ＮＰＯ・市民活動年表』を読む会、市民

セクターの次の１０年を考える研究会【第２幕】の企画など 

（８）チーム・専門委員会などの活動  

 ボランティアスタッフが直接推進している事業は、推進チーム、専門委員会などを組織して企画・運営している。

各チーム、専門委員会の名称などは以下のとおりである。 

 Ａ．推 進 チ ー ム（５チーム、ボランティアのべ 61 人） 

①．ボ ラ ン テ ィ ア ス タ イ ル チ ー ム（チーフ・玉利数正、Ｖ18＋職１人。月１回） 

②．ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「たにまちっく」（チーフ・谷水美香、Ｖ８＋職１人。月１回） 

③．裁 判 員 Ａ Ｃ Ｔ チ ー ム（チーフ・礒野太郎、Ｖ21＋職１人。月１回） 

④.「 ウ ォ ロ 」 発 送 チ ー ム（チーフを決めず、Ｖ10＋職２人。年６回） 

⑤．ボ ラ ン テ ィ ア ･市 民 活 動 ラ イ ブ ラ リ ー 運 営 チ ー ム（チーフ・久保友美、Ｖ４＋職１人。月１回） 

 Ｂ．ワーキングチーム（１チーム、ボランティアのべ 2人） 

①．Ｓ Ｕ Ｇ （ す ぐ 動 き ま す グ ル ー プ ） ワ ー キ ン グ（チーフ・森本 聡、Ｖ２＋職２人。随時） 

Ｃ．専 門 委 員 会（５委員会、ボランティア のべ 53 人） 

①．ア ソ シ エ ー タ ー 活 性 化 委 員 会（委員長・上林康典、Ｖ３＋職１人。随時） 

②.「 ウ ォ ロ 」 編 集 委 員 会（委員長・増田宏幸、Ｖ27＋職３人。月１回） 

③.「 Ｃ Ａ Ｎ Ｖ Ａ Ｓ  Ｎ Ｅ Ｗ Ｓ 」 編 集 委 員 会（委員長・西江孝枝、Ｖ４＋職１人。隔月１回） 
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④．フィランソロピー･ＣＳＲリンクアップフォーラム幹事会（委員長を決めず、Ｖ９＋職２人。隔月１回） 

⑤．ＣＲＭ（コーズリレーテッドマーケティング）研究会（座長・楠 正吉、Ｖ10＋職１人。随時） 

（９）アソシエーター研修の充実  

 「アソシエーター活性化委員会」が企画運営主体となり、アソシエーター対象の研修事業を充実させている。15

年度から復活した「アソシエーター中堅研修」については、気軽に参加できるプチ研修として実施。チームの枠を

超えて、事業運営に役立つ研修を実施した。 

・アソシエーター基礎研修：2016 年７月 31 日（日）、参加者１５人＋講師５人。アソシエーターになって概ね２年

以内の人を対象とし、協会の基礎的な情報を理解し、他のチームのメンバーと交流を深める目的で研修を行った。 

・アソシエータープチ研修： 2016 年 12 月７日（水）、１０人参加。アソシエ

ーター自身が講師となり、全アソシエーター対象とした平日の夜２時間で気

軽に学ぶことができるプチ研修を企画。第１回目として、西江孝枝を講師に

「Welcome to ボラ協」を実施し、新たに協会に訪れる人が安心して参加でで

きる場づくりのプランを出し合った。 

４．事務局体制の充実 

（１）職員研修の実施  

  （１回目）開催日：2016 年７月３日（日） 会場：ＣＡＮＶＡＳ谷町 参加者：職員９人 

内 容：担当事業の現状評価と今年度末の目標、テレワークを生かした協会の新しい働き方とは 

講 師：原田京子（（株）シータス＆ゼネラルプレス） 

  （２回目）開催日：2016 年８月 12日（金） 会場：ＣＡＮＶＡＳ谷町 参加者：職員７人 

内 容：協会の ITリテラシー強化に向けて 

講 師：紺屋仁志（ＮＴＴコミュニケーションズ（株）、大阪ボランティア協会災害支援委員） 

（３回目）開催日：2016 年 12 月 26 日（月）～27日（火） 会場：エコリゾート「赤目の森」  参加者：職員６人 

内 容：将来ビジョンの事業への落とし込み／組織の方向性の共有と現状確認／相互理解ワークショップなど  

（２）事務局マネージャー会議の設置  

事務局運営の円滑化をはかるため、事務局長、事務局次長の２人で、随時開催。事務局体制の検討や職員研修の

企画、労務や法人事務、事務局会議での検討事項の整理にあたった。 

（３）2016 年度の事務局体制 (以下の業務担当分野の解説で、「ボランティア」を「Ｖ」と略記) 

2016 年度に事務局業務に従事した有給スタッフとボランティアは、以下のとおりである。常勤職員１０人、非常

勤職員５人であり、雇用形態別では正職員７人、嘱託職員４人、アルバイト４人であった（以下、敬称略）。 

早瀬 昇（常務理事） 

【正職員】永井美佳（事務局長・統括会計責任者・公正採用選考人権啓発推進員；全体統括・渉外、法人事務・総務、財務・給与、人

事・労務管理、常任理事会・常任運営委、ＣＣＣ統括、ＣＳＲ基礎研修、企業企画相談、裁判員ＡＣＴ、3.11 実行委、ＣＡＮＶＡＳ統括等）、

岡村こず恵（事務局次長・個人情報取扱管理者；ＣＣＣ運営委、フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム、災害支援統括、災害時

のスペシャルニーズ事業、おおさか災害支援ネットワーク、法人コミュニケーション、労務等）、影浦弘司（ボランタリズム研究所運営委、

調査セミナー、年表本を読む会、セクター研究会、ウォロ編集・発送・販売管理、出版統括、積水助成、ライブラリー、役員会、法人事

務・総務等）、江渕桂子（6 月より産休育休。ＣＣＣ相談、事業報告書等）、梅田純平（Ｖ・ＮＰＯ推進センター統括、ＮＰＯ運営・寄附寄

贈相談、真如苑、ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮプロジェクト、武田薬品工業ＮＰＯ支援事業、Ｖスタイル、大経大Ｖ実習、個人会員・寄附、ウェブサイ

ト更新、ＩＴ・ＰＣ管理等）、椋木美緒（市福祉Ｖコーディネーション統括、Ｖしたい・求む相談、阪急阪神助成・広報支援、講師派遣、アソ

シエーター活性化委等）、髙宮城亜矢香（8 月まで。Ｖしたい・求む相談、コーディネート基礎研修等） 

【嘱託職員】塩谷邦子（出納職員；経理、社会保険等)、林寛人（4 月より入職。ＣＡＮＶＡＳ谷町全体運営・利用団体支援、たにまちっ

く、ＣＡＮＶＡＳニュース編集、Ｐ登録、ＮＰＯぼいす発行、Ｖ保険、後援名義等）、小林政夫（9 月より入職。市福祉Ｖコーディネーション、

Ｖしたい・求む相談、ＫＶネット、はじＶ、ＪＶＣＡ３級検定協力、大学ＶＣ協議会、災害時のスペシャルニーズ事業等）、鵜飼健生（4 月よ

り入職、6 月より休職、3 月まで。ウォロ編集等） 

【アルバイト】山下輝夫（ＣＡＮＶＡＳ窓口、新聞ＰＤＦ化）、岡村豊子（出版・ウォロ販売管理、新聞ＰＤＦ化、庶務等）、松尾里香（Ｃ

ＡＮＶＡＳ窓口、ＫＶネット等）、湯井恵美子（9 月より入職、3 月まで。災害時のスペシャルニーズ事業） 

【ボランティア】［事務局支援（新聞切抜支援）］緒方千代子、岡本駆、平手清、山科圭子 

 この他にも日常的に多くの方々にボランティアとして事務局業務にご協力いただきました。ありがとうございます。 

第１回アソシエータープチ研修 
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９．財源の確保と構成  

事業を支える財政安定化のため「常任理事会」「常任運営委員会」を中心に収支の統合的運営に努めた。

幸い多数の市民や企業、行政などのご理解により事業資金を確保することができた。 

2016 年度の事業活動には年間７，５８８万円の資金が必要であった（経常支出の合計から公益事業会計

繰入金を除いた額）。 

2016 年度も厳しい財政状況だったが、ご支援いただいた賛助企業の皆さま、長年にわたり多額のご支援

をいただいている(財)皓養社（宮本献璽理事長）をはじめとする助成財団、労働組合、そして数多くの市民

の皆さまに深く感謝申し上げるとともに、託された“思い”の重さをふまえ、より一層、充実した事業の

推進に努力したい。 

 

１．２０１６年度の財務状況 

2016 年度の事業を推進するため７，５８８万円の資金が必要

であった。内訳は人件費４，３０８万円(退職金含む)、事務費  

１，１１８万円、事業費２，１６２万円である。 

これらの経費をまかなう収入を資金提供元で分類すると、｢個

人、ＮＰＯ、皓養社、共同募金などからのご支援｣｢企業・労働

組合からのご支援｣｢自治体からの補助金と受託収入｣｢事業収

入｣｢(積立金などの)取崩他｣｢基金などの利息｣に分類される（図

９－１）。 

一方、収入形態で分類すると図９－２に示すように｢利息収

入｣｢会費･寄附金収入｣｢補助･助成事業収入｣｢自主事業収入｣｢受

託事業収入｣｢積立金取崩｣に分類される。会費、寄附金は使途の

限定がなく協会の事業活動全般を支える財源として重要な財源

である。助成金･補助金は協会事業を進める大きな支えであり、

受託事業収入は協会の専門性を活かして収入が得られる。こう

した各収入をバランスよく確保することは、協会の財政的独立

を保つ上で重大な課題となっている。 

 

２．会費・寄附・助成金・補助金 

2016年度は、市民、企業・労組、行政などからの寄附･助成金･補助

金等は２，３１３万円。当期収入全体に占める割合は３３％（前年度

は 23%）に達した。 

（１）会費収入  

 2016年度の会費収入は、個人３０８万円(丁寧な依頼で、前年度より30

万円増）、賛助企業は４６７万円(同２万円減）、非営利団体１４０万円(同

額）で、総額９１５万円(同28万円増）となった。 

 賛助企業会費の減少は、賛助企業数の減少によるものである。企

業・労組では、協働の機会が多いリンクアップフォーラム会員企業か

らの会費を基盤にしながら、日本生命及び関連企業の皆さまからも協

会創設時から引き続きご支援いただいている（図９－３）。 

 

（２）寄附関係  

寄附金は、熊本地震支援活動に関わる寄附金と遺贈寄附も含めて、

総額３５１万円(前年度より36 万円減）となった。熊本地震におけるス

ペシャルニーズ支援活動（今回は障害者支援）は、この寄附金をもと

に実施できた。他の寄附金は全額を協会が実施する社会福祉事業の推

進資金として活用させていただいた。 
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（３）事業推進のための助成金、補助金  

 2016 年度に受けた助成金、補助金は１，０４７万円（前年度は 659 万円）となった。この増加は、新たに大阪府福祉

基金・地域福祉振興助成金事業からの助成金３９８万円が採択されたことによる。 

・事業費全般の補助 ........................ 財団法人 皓養社 ....................................... ２５０万円 

・災害時のスペシャルニーズ支援事業 ........ 大阪府福祉基金・地域福祉振興助成金事業 ................ ３９８万円 

・『ウォロ（Volo）』発行費 ............... 大阪府共同募金会・ＮＨＫ歳末たすけあい義援金配分金 ... １８０万円 

・ボランティア開発事業費 ................... 大阪府共同募金会・ＮＨＫ歳末たすけあい義援金配分金 .... １２０万円 

・近畿ろうきんＮＰＯパートナーシップ制度 .. 近畿労働金庫 ........................................... ６１万円 

・ＫＶネット運営費 ........................ 読売新聞わいず倶楽部、毎日新聞大阪本社、 

 大阪交通ライフサポートセンター....................... 計３９万円 

 

３．自主事業収入・受託事業収入 

 事務所を CANVAS 谷町に移転した 2012

年度以降の自主事業収入・受託事業収入

の推移を図９－４に示す。 

講師派遣は、協会財政を支える大きな

柱となっており、2016 年度は、職員やボ

ランティアによる講師協力の奮闘で派

遣態勢を強化し、受託額が７２３万円（企

業市民活動推進センター受託分を除く）と

前年度（668万円）より55万円上回った。 

 一方、調査研究事業では真如苑社会貢

献事業と SAVE JAPAN プロジェクトが

2017 年度にまたがって実施することと

なり受託収入の一部を前受金処理し、ま

た大日本製薬の周年事業受託が終了し

たため、2016 年度分の受託収入は前年度

から 1,171 万円、減少した。 

 また、市民活動情報誌「ウォロ」は

職員の休職などで編集の代替態勢を確

立することに留まり購読者拡大に力を

注げなかったため、総収入は３３１万

円と前年度（388 万円）を下回った。 

 出版事業では、新刊の発行を休止し

ているが、協会発行書籍が３２３万円

の売り上げがあり、印税収入なども含

め４４０万円の総収入があったが前年

度（539 万円）を下回った。 

 

４．大阪ボランティア協会活動振興基金 

 協会財政安定化のため、広く寄附を募り 1982 年に「大阪ボランティア協会活動振興基金」を設定。低金利下もあり

積極的な基金指定寄附金の募集は行っていない。 

 ただし、社会福祉法人会計基準の変更により、「定

款の規定により基本財産に組入れたもの（４号基本

金）」が廃止されたため、当該分を 2015 年度に協会活

動振興預金に繰り出した。 

 なお金利が低水準で推移し続けているが、2016年度

は約７３万円（前年度は約 87万円）の果実を生み出し、

それらの受取利息は全額、事業資金に繰り入れた。 

個人からの募金 676人、31団体 2,454万 3,000円 

 

企業・団体からの募金 72 社 1 億 4,425万 5,000円 

 

協会事業資金から繰入  3,350万 2,000円 

 

「４号基本金」として積立金に操出 ▲3,350万 2,000円 

 

合  計 1 億 6,879 万 8,000円 
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Ⅰ．資金収支計算書 総括表Ⅰ．資金収支計算書 総括表Ⅰ．資金収支計算書 総括表Ⅰ．資金収支計算書 総括表

＜収入の部＞

2016年度

決算

2017年度

予算

2016年度

決算

2017年度

予算

2016年度

決算

2017年度

予算

＜経常活動の部＞

 会費収入 9,146,400 9,360,000 9,146,400 9,360,000 0 0

 寄付金収入 3,510,930 3,000,000 3,510,930 3,000,000 0 0

 行政補助・助成金収入 3,976,000 4,978,000 3,976,000 4,978,000 0 0

 民間助成金収入 6,498,760 10,790,000 6,498,760 10,790,000 0 0

 受託事業収入 27,407,127 34,118,000 18,999,699 18,750,000 8,407,428 15,368,000

 自主事業収入 14,427,369 15,226,000 6,417,841 6,920,000 8,009,528 8,306,000

 雑収入 39,350 15,000 22,282 10,000 17,068 5,000

 基本財産運用収入等 729,749 730,000 729,749 730,000 0 0

 協会負担分収入 1,755,738 1,709,000 0 0 1,755,738 1,709,000

 公益事業会計繰入金 1,777,421 2,582,000 1,777,421 2,582,000 0 0

69,268,844 82,508,000 51,079,082 57,120,000 18,189,762 25,388,000

＜財務活動の部＞

 特定預金取崩収入 6,200,000 5,000,000 6,200,000 5,000,000 0 0

75,468,844 87,508,000 57,279,082 62,120,000 18,189,762 25,388,000

 前期繰越収支差額 7,403,758 5,217,667 2,125,475 1,053,951 5,278,283 4,163,716

82,872,602 92,725,667 59,404,557 63,173,951 23,468,045 29,551,716

＜支出の部＞

2016年度

決算

2017年度

予算

2016年度

決算

2017年度

予算

2016年度

決算

2017年度

予算

＜経常活動の部＞

 人件費（退職金を含む） 42,879,293 43,070,000 33,792,113 33,209,000 9,087,180 9,861,000

 事務費 11,175,386 10,538,000 11,175,386 10,538,000 0 0

 自主事業費 15,931,146 21,048,000 9,430,538 14,910,000 6,500,608 6,138,000

 受託事業費 5,691,689 10,156,000 3,752,569 3,349,000 1,939,120 6,807,000

 公益事業会計繰入金 1,777,421 2,582,000 0 0 1,777,421 2,582,000

 予備費 0 500,000 0 500,000 0 0

77,454,935 87,894,000 58,150,606 62,506,000 19,304,329 25,388,000

＜財務活動の部＞

 繰入・積立支出 200,000 0 200,000 0 0 0

77,654,935 87,894,000 58,350,606 62,506,000 19,304,329 25,388,000

 当期収支差額 -2,186,091 -386,000 -1,071,524 -386,000 -1,114,567 0

 次期繰越収支差額 5,217,667 4,831,667 1,053,951 667,951 4,163,716 4,163,716

82,872,602 92,725,667 59,404,557 63,173,951 23,468,045 29,551,716

２０１６年度決算　および　２０１７年度予算

経常支出計

当期支出合計

総計

科　目

経常収入計

当期収入合計

総計

科　目

公益事業会計

公益事業会計

社会福祉事業会計

社会福祉事業会計

合計

合計
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 2016年度  2016年度 ②－① 2017年度　 ③－①

予算① 決算② ［千円］ 予算③ ［千円］

＜経常活動の部＞

 会費収入 9,220,000 9,146,400 -74 9,360,000 140

 個人会員費 2,900,000 3,016,400 116 丁寧な依頼で増加 3,100,000 200 会員増に努力

 賛助企業会費 4,670,000 4,670,000 0 4,670,000 0

 賛助非営利団体会費 380,000 378,000 -2 400,000 20

 個人賛助会費 70,000 64,000 -6 70,000 0

 ＮＰＯ等登録料 1,200,000 1,018,000 -182 1,120,000 -80 登録団体増に努力

 寄付金収入 3,150,000 3,510,930 361 3,000,000 -150

 一般寄付金 1,950,000 2,391,495 441 ご遺贈寄付100万円 2,200,000 250

 事業協賛寄付金 500,000 50,000 -450 300,000 -200 事業指定寄附に挑戦

 災害復興支援寄付金 700,000 1,069,435 369 熊本地震関連寄付 500,000 -200

 補助金・助成金収入 10,436,000 10,474,760 39 15,768,000 5,332

 大阪府福祉基金 3,976,000 3,976,000 0 災害弱者支援事業 4,978,000 1,002 災害弱者支援事業

 民間助成金 6,460,000 6,498,760 39 10,790,000 4,330

 大阪府共同募金会 3,000,000 3,000,000 0 ウォロと市民力事業 3,000,000 0 ウォロと市民力事業

 晧養社 2,500,000 2,500,000 0 特別会員 2,500,000 0 特別会員

 福祉医療機構 0 0 0 3,650,000 3,650 市民参加伴走支援PJ

 日本ＮＰＯセンター 0 0 0 1,000,000 1,000 SaveJapanPJ分

 ＫＶネット助成金 390,000 389,600 0 390,000 0

 近畿労働金庫ほか 570,000 609,160 39 ろうきんP大阪・共通 250,000 -320 ろうきんP大阪

 受託事業収入 19,367,520 18,999,699 -368 18,750,000 -618

 大阪市Ｃｏ受託 10,361,520 10,361,520 0 Ⅴコーディネーション 10,362,000 0 Ⅴコーディネーション

 情報提供受託 86,000 132,550 47 88,000 2 Vco力３級検定

 講師派遣受託収入 8,920,000 8,505,629 -414 8,300,000 -620 出張講座

 一般・ＮＰＯ関係 8,000,000 7,233,034 -767 前年実績よりは増加 7,500,000 -500 実勢に合わせる

 企業市民Ｃ企画分 920,000 1,272,595 353 800,000 -120 ３件を予定

 自主事業収入 7,282,000 6,417,841 -864 6,920,000 -362

教育事業収入 3,382,000 3,109,840 -272 3,120,000 -262

 市民講座参加費 232,000 324,150 92 Ⅴ研究所、ACT 400,000 168 Ⅴ研究所、ACT他

 Co講座参加費 300,000 259,400 -41 Co基礎講座 300,000 0 Co基礎講座

 NPO講座参加費 350,000 39,000 -311 自主講座企画できず 200,000 -150 伝えるコツ、資金調達

 CCC講座参加費 2,500,000 2,487,290 -13 リンクアップforum 2,220,000 -280 リンクアップ,入門講座

情報提供事業収入 3,900,000 3,308,001 -592 3,800,000 -100

 Ｖｏｌｏ購読料収入 3,500,000 3,000,201 -500 3,400,000 -100 購読者拡大に努力

 Ｖｏｌｏ協賛広告収入 400,000 307,800 -92 400,000 0 広告掲載依頼に努力

 雑収入 100,000 22,282 -78 10,000 -90

 受取利息配当金収入 735,000 729,749 -5 730,000 -5

 基本財産運用収入 725,000 713,800 -11 金利低下 720,000 -5

 受取利息 10,000 15,949 6 10,000 0

1,226,000 1,777,421 551 2,582,000 1,356

 経常収入合計 51,516,520 51,079,082 -437 57,120,000 5,603

＜財務活動の部＞

 引当金取崩収入 0 1,700,000 1,700 退職金分 0 0

 積立金取崩収入 4,500,000 4,500,000 0 5,000,000 500

 財務収入合計 4,500,000 6,200,000 1,700 5,000,000 500

 当期収入合計 56,016,520 57,279,082 1,263 62,120,000 6,103

2,125,475 2,125,475 0 1,053,951 -1,072

 総　　　　　　 　　　　計 58,141,995 59,404,557 1,263 63,173,951 5,032

前期繰越活動収支差額

１．社会福祉事業会計 資金収支計算書

＜収入の部＞

勘定科目 予算の備考

公益事業会計繰入金収入

決算の備考
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 2016年度  2016年度 ②－① 2017年度　 ③－①

予算① 決算② ［千円］ 予算③ ［千円］

＜経常活動の部＞

 人件費 30,678,000 33,792,113 3,114 退職手当分で増加 33,209,000 2,531

役員報酬 0 0 0 役員は全員無償 0 0 役員は全員無償

総務職員給与手当 7,355,000 7,626,161 271 正職0.8,嘱託1,補助1 10,256,000 2,901 正職1.5,嘱託1,補助1

事業職員給与手当 19,131,000 20,161,709 1,031 18,694,000 -437

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ人件費 8,145,000 8,245,629 101 正職1.4,嘱託0.6,補1 8,658,000 513 正職2人,補助1人

教育事業専門員費 2,379,000 2,359,482 -20 正職0.7人 2,749,000 370 正職0.4,嘱託0.6人

ＮＰＯ推進専門員費 4,215,000 4,973,688 759 正職0.7、嘱託0.5人 2,406,000 -1,809 正職0.6人

企業市民推進員費 3,831,000 3,831,184 0 正職0.7人 3,354,000 -477 正職0.6人

情報事業専門員費 561,000 751,726 191 嘱託0.1、補助0.1人 1,527,000 966 嘱託0.4人

退職金 0 1,529,700 1,530 １名退職 0 0

法定福利費 4,192,000 4,474,543 283 14人分 4,259,000 67 13人分

 事務費 9,873,000 11,175,386 1,302 10,538,000 665

福利厚生費 40,000 73,348 33 健康診断、研修費 40,000 0 健康診断、研修費

アソシエーター費 400,000 324,417 -76 研修・合宿補助など 400,000 0 研修・合宿補助など

旅費・通信運搬費 855,000 954,691 100 855,000 0

消耗品費・什器費 730,000 721,762 -8 700,000 -30

印刷製本費 300,000 382,440 82 事業報告書 380,000 80 事業報告書、パンフ

水道光熱費・賃借料 5,200,000 5,294,049 94 事務所部分 5,265,000 65 事務所部分

CANVAS利用料 430,000 707,285 277 380,000 -50

業務委託費 480,000 624,186 144 500,000 20

謝礼金 500,000 490,300 -10 顧問料 500,000 0 顧問料

租税公課 650,000 1,270,100 620 消費税等 950,000 300 消費税等

諸会費・雑費 288,000 332,808 45 568,000 280 災害備蓄、役員保険

 事業費 12,964,000 13,183,107 219 18,259,000 5,295

コーディネート費 1,896,000 1,592,068 -304 4,370,000 2,474 WAM助成分、増加

市民学習事業費 2,908,000 2,536,367 -372 2,492,000 -416

教育事業管理費 238,000 208,866 -29 262,000 24

講師派遣事業費 2,350,000 1,960,578 -389 派遣減に対応 2,000,000 -350 実勢を踏まえる

Ｖカレッジ事業費 320,000 366,923 47 V研究所、ACT 230,000 -90 V研究所、ACT他

ＮＰＯ推進事業費 340,000 333,185 -7 845,000 505 SaveJapanPJ含む

企業市民推進費 921,000 1,342,739 422 913,000 -8

情報コーナー費 4,125,000 3,771,337 -354 4,970,000 845

ウォロ発行事業費 4,075,000 3,667,918 -407 発行時期のずれ 4,860,000 785 編集を外部委託

情報センター費 50,000 103,419 53 ライブラリー費 110,000 60 ライブラリー費

共催後援事業費 2,124,000 197,383 -1,927 民ボラなど 200,000 -1,924 民ボラなど

会員誌発行費 300,000 319,694 20 271,000 -29

府福祉基金事業費 0 2,658,685 2,659 災害弱者支援事業 3,778,000 3,778 災害弱者支援事業

被災地支援事業費 350,000 431,649 82 常総支援含む 420,000 70

 予備費 500,000 0 -500 500,000 0

 経常活動支出合計 54,015,000 58,150,606 4,136 62,506,000 8,491

＜財務活動の部＞

引当金支出 0 200,000 200 退職給与引当金 0 0

繰入・積立金等支出 0 200,000 200 0 0

 当期収入合計 54,015,000 58,350,606 4,336 62,506,000 62,506

 次期繰越活動収支差額 4,126,995 1,053,951 -3,073 667,951 -3,459

 総　　　　　　　　　　計 58,141,995 59,404,557 1,263 63,173,951 5,032

＜支出の部＞

勘定科目 予算の備考決算の備考

＜2017年度管理職給与。社会保険事業主負担を除く＞ 事務局長　6,184,500円6,184,500円6,184,500円6,184,500円
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2016年度　 2016年度　 ②－① 2017年度　 ③－①

予算① 決算② ［千円］ 予算③ ［千円］

市民活動に関する出版事業

出版事業収入 4,790,000 4,403,112 -387 4,350,000 -440

 協会発行図書 4,000,000 3,227,024 -773 改訂図書の発行遅れ 3,300,000 -700 研究

 印税、買取図書など 790,000 1,176,088 386 他社買取図書好調 1,050,000 260 小六法印税見直し

5,278,283 5,278,283 0 在庫評価分 4,163,716 -1,115 在庫評価分

10,068,283 9,681,395 -387 8,513,716 -1,555

＜支出の部＞

出版事業支出 4,087,000 4,191,791 105 3,932,000 -155

 研究出版職員費 959,000 1,005,224 46 補助1人 959,000 0 補助1人

 研究出版事業費 3,128,000 3,186,567 59 倉庫費用も含む 2,973,000 -155 研究3号を新刊

社福会計繰入金支出 703,000 1,325,888 623 418,000 -285

10,068,283 9,681,395 -387 8,513,716 -1,555

市民活動スクエア貸研修室事業

スクエア事業収入 3,985,000 3,623,484 -362 3,961,000 -24

 デスク収入 1,085,000 960,000 -125 1,026,000 -59 利用者増に努める

 貸会議室収入 2,470,000 2,268,400 -202 前年実績よりは増加 2,550,000 80

 備品使用、他収入 430,000 395,084 -35 前年実績よりは減少 385,000 -45 実勢に合わせる

大阪Ｖ協負担分収入 1,650,000 1,755,738 106 1,709,000 59

5,635,000 5,379,222 -256 5,670,000 35

＜支出の部＞

人件費 2,220,000 2,023,740 -196 嘱託0.5、補助1人 2,414,000 194 正職0.5、補助1人

事業費 3,149,000 3,314,041 165 3,165,000 16

会館管理事業費 816,000 981,241 165 832,000 16

支払賃貸料、光熱費 2,333,000 2,332,800 0 2,333,000 0

社福会計繰入金支出 266,000 41,441 -225 91,000 -175

5,635,000 5,379,222 -256 5,670,000 35

市民活動に関する研修研究事業

行政受託収入 0 614,530 615 330,000 330

民間受託収入 11,166,000 7,792,898 -3,373 一部事業が次年度に 15,038,000 3,872 前年受託分も含む

11,166,000 8,407,428 -2,759 15,368,000 4,202

＜支出の部＞

研究事業支出 10,909,000 7,997,336 -2,912 13,295,000 2,386

 研究職員費 6,758,000 6,058,216 -700 正職1.4人 6,488,000 -270 正職1.4人

 研究事業費 4,151,000 1,939,120 -2,212 一部事業が次年度に 6,807,000 2,656 前年受託分も含む

社福会計繰入金支出 257,000 410,092 153 2,073,000 1,816

11,166,000 8,407,428 -2,759 15,368,000 4,202支出合計

収入合計

＜収入の部＞

収入合計

前期繰越活動収支差額

収入合計

支出合計

＜収入の部＞

支出合計

２．公益事業会計 資金収支計算書

予算の備考

＜収入の部＞

決算の備考
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2017年3月31日現在

金　額 (円) 金　額 (円)

［流動資産］ ［流動負債］

現金 413,351 未払金 4,049,007

預貯金　 7,229,788 預り金 500,115

郵便振替貯金 852,244 仮受金 0

未収入金 4,487,460 前受金 8,095,760

仮払金 30,000

前払金 685,990 　

立替金 0

販売用書籍（在庫品） 4,163,716

（流動資産合計） 17,862,549 （流動負債合計） 12,644,882

［固定資産］ ［固定負債］

 　基本財産（活動振興基金） 退職給与引当金 6,200,000

公社債 149,959,873

預貯金 18,838,127

＜基本財産合計＞ 168,798,000

 　その他の固定資産

協会振興活動預金 33,502,000 （固定負債合計） 6,200,000

国際交流事業積立預金 1,900,000

会館建設準備預金 3,700,000  負債合計 18,844,882

活動開発積立預金 12,000,000

被災地支援積立預金 1,500,000

巡静一先生記念基金 1,061,000

防災積立預金 500,000

消費税還付積立預金 6,876,500

拠点寄付積立金 1,400,000 　　　【　純　資　産　の　部　】

退職給与引当預金 6,200,000 ［純資産］ 242,724,656

敷金 2,011,500 協会活動振興基金 168,798,000

器具備品 1 次期繰越活動増減差額 73,926,656

建物付属設備 4,257,988 （うち当期活動増減差額） -7,405,751

＜その他の固定資産合計＞ 74,908,989

（固定資産合計） 243,706,989

　資産合計 261,569,538  負債及び純資産合計 261,569,538

３．貸借対照表

【 　資　　産　　の　　部 　】 【 　負　　債　　の　　部 　】

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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大阪ボランティア協会 事業の沿革 （抄） 

 

1963・６ 大阪市社協を会場に大阪府下にあるボランティア・グループの月例連絡会、始まる。 

－日生済生会時代－ 

1965・11 ボランティア協会創立総会。名称を「ボランティア協会大阪ビューロー」に。(７日) 

  ・11 第１期「ボランティア･スクール」開講（【日本初】。1985年度末で52期終了）。 

1966・３ 第１回「バザー」開催（1998年３月に第26回で終了）。 

  ・７ 『月刊ボランティア』を創刊（2003年１月に『Volo』に改題、2014 年 4月から隔月に）。 

－心斎橋時代－ 

1967・４ 大阪市南区安堂寺橋通りに事務所を移転。専任職員を配置。事業を総合的に始める。 

  ・９ 第１期「婦人のためのスクール」開講（1985年度末で 24期終了）。 

1969・３ ボランティア協会大阪ビューローを発展的に解消し、社団法人 大阪ボランティア協会

として発足(21日)。 

  ・７ 『ボランティア活動』(新書判)をミネルヴァ書房から出版（1981年に改訂第17刷絶版）。 

1970・７ 第１期「高校生のためのボランティアスクール」開講（2005年８月に第71期で終了）。 

1971・５ 会員による協会の自主的運営・プロジェクトチーム制を導入（参加システムの萌芽）。 

1973・９ 関西公共広告機構（現・公共広告機構）の協賛で、テレビでのキャンペーン実施。 

1974・２ 近畿ブロックボランティアリーダー研究協議会を開催（日本青年奉仕協会と共催)。 

－扇町時代－ 

1975・８ 事務所を、心斎橋からを大阪市北区末広町の星和地所扇町ビルへ移転。 

  ・９ 『福祉小六法』(新書判)を発刊（現在は中央法規出版から発刊）。 

1976・６ 第１期「ボランティアコーディネーター養成講座」開講【日本初】。 

  ・10 毎日新聞社会福祉顕彰、受賞。 

1977・12 「わたぼうしコンサート」を、奈良たんぽぽの会と共催（1979年まで)。 

1978・５ 「寝屋川市民たすけあいの会」の「たすけあいホーム」開設を援助。 

1979・２ 協会を拠点に「おおさか・行動する障害者応援センター」が生まれる。 

1979・６ 「協会だより」(1998 年 6 月から『The ボラ協』、2013 年 5 月から現「CANVAS NEWS」)

を創刊（「月刊ボランティア」(⇒「ウォロ」)の付録として会員に配布）。 

1980・３ 『ボランティア・テキスト・シリーズ』№１を発刊（2009 年度末で№23まで発刊)。 

  ・８ 英国ＣＳＶのＡ．ディクソン氏講演会を開催（協会創立15周年記念事業）。 

1980・９ 第１期「お話の語り手講座」を開講（2013 年度に第35 期で協会主催は終了）。 

1981・２ 創立25周年記念事業として『ボランティア＝参加する福祉』をミネルヴァ書房より出版

（2000年12月に第14刷発行)。 

1981・５ 総会にて「協会基本要綱」を採択。 

1982・４ 毎日放送ラジオで、活動に関する情報提供を開始（以後、様々なメディアに拡大)。 

－同心時代－ 

1982・11 事務所を現在の大阪市北区同心（市立社会福祉研修センター）へ移転。 

1982・12 「協会活動振興基金」設定。募金開始（2010 年３月で２億 230万円に)。 

1983・７ 第１回「京阪神ボランティアセンター需給調整担当者懇談会」開催を呼びかけ。 

1984・７ 第１回「サマーボランティア計画」開始（1998年７～８月に第15回で終了)。 

  ・10 「北河内ボランティアセンター」、枚方に開設。 

1986・９ 「ボランティア活動推進国際協議会・世界大会」（ＩＡＶＥ）に代表を派遣。 

  ・９ 「企業・労働組合による福祉活動開発懇談会」開催。 

1987・４ 常任運営委員会と、事業ごとの事業推進委員会による事業推進体制を開始。 

  ・５ 「初心者セミナー（現、「初めてのボランティア説明会」）を開催（毎月３回、昼夜開催)。 

1988・４ 第１回「近畿高齢者ボランティア会議」を開催。 
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1989・４ フィリピンからロリータ・アントニオ女史を招聘し、講演会開催。 

1990・11 “職域ボランティア開発委員会”の企業ボランティア活動に関する調査に協力。 

1991・９ 第１回青少年ボランティア大会「バリバリ元気天国」開催(1998年10月に第８回で終了) 

   10 「企業市民活動推進センター（CCC）」開設。 

1993・６ ｢フィランソロピーリンクアップフォーラム｣開催(08年度にＣＳＲフォーラムと統合) 

   ７ 社団法人から社会福祉法人への組織変更（大阪府より 6 日に認可、15 日に登記し正式

に発足。2016 年 4月より所轄庁は大阪市に移管)。 

1994・８ 最適な活動メニューを探せる「ボランティア情報検索システム」を開発。 

1995・１ 阪神･淡路大震災。経団連１％クラブ等と共に「阪神･淡路大震災 被災地の人々を応援する

市民の会」結成(日本初の災害ボラセン)。２万１千人の市民と共に救援復興活動に取り組む。 

  ・８ 第１回「日韓・中高校生ボランティア交流プログラム」、釜山で開催。 

1996・11 「日本ＮＰＯセンター」の創設に参画。現在、当協会より副代表理事を派遣。 

1998・１ インターネットによる活動情報システム「大阪ボランティア情報ネットワーク」開設。 

   ３ 「特定非営利活動促進法」（ＮＰＯ法）成立（法制定キャンペーンへの参加）。 

1999・５ 『将来構想検討委員会』最終答申を発表。７月に「ＮＰＯ推進センター」開設。 

1999・10 「2001年ボランティア国際年推進協議会」を結成。当協会事務局長が運営委員長に就任。 

2001・１ 「日本ボランティアコーディネーター協会（JVCA）」の創設に参画。当協会より理事・

運営委員を派遣。 

  ・11 「市民エンパワメントセンター」運営委員会発足（2010 年 8 月に NPO 推進センターと統合）。 

－２拠点時代－ 

2002・４ 「大阪ＮＰＯプラザ」オープン。管理団体となり、２拠点での事業展開が始まる。 

     市民事業の立ち上げを支援する「コミュニティビジネス創出支援事業」に着手。 

   10 シニア層に新しい生き方を提案する第１期「マスターズ・ボランティア大学」開講。 

2003・１ 「月刊ボランティア」を市民活動総合情報誌『Ｖｏｌｏ（ウォロ）』に改題して新創刊。 

   ５ 「主に関西！ ボランティア・市民活動情報ネット」（ＫＶネット）、配信開始。 

   12 「ボランティア・市民活動ライブラリー」、大阪ＮＰＯプラザ内に開設。 

2004・４ 協会の編集で『ボランティア・ＮＰＯ用語事典』を中央法規出版から発行。 

   ７ 「関西ＣＳＲフォーラム･準備会」を開始（08年度よりリンクアップフォーラムと統合）。 

2005・11 協会創立４０周年記念式典、『協会４０年史―市民としてのスタイル』発行。 

－大阪ＮＰＯプラザ本部時代（吉野時代）－ 

2006・５ 福島事務所のある大阪ＮＰＯプラザへ法人本部を移転。北区事務所も引き続き活用。 

2006・11 「多文化共生･国際交流事業」に着手。「多文化共生事業」へ発展（2015 年 3 月終了）。 

2008・５ 「社会的責任向上のためのＮＰＯ／ＮＧＯネットワーク」創設に参画。 

2009・７ 『第４次・将来ビジョン検討委員会』答申を発表。 

・10 「ボランタリズム研究所」開設（2011 年 3月に「ボランタリズム研究」創刊）。 

2010・１ 働きざかり世代に休日の新しい過ごし方を提案する「ボランティアスタイル」開始。 

2010・８ 「ボランティア・ＮＰＯ推進センター」開設。 

2011・３ 東日本大震災が発災。12 年 3 月には復興応援イベント「3.11 from KANSAI」を開催。 

2011・11 新しい公共支援事業として、寄付支援、認定ＮＰＯ、会計基準の普及を強化。 

2012・12 大阪市の減免措置の改変に伴い、北区同心事務所を閉所。３０年間利用の幕を閉じる。 

2013・３ 大阪府の活動支援施策の終了に伴い、１１年間運営管理した大阪ＮＰＯプラザを閉所。 

－谷町時代－ 

2013・４ “民”の手による市民活動推進拠点「市民活動スクエアＣＡＮＶＡＳ谷町」を開設。 

2014・４ 市民活動総合情報誌『ウォロ』を新装、隔月化。9月 1日に災害支援委員会の立ち上げ。 

2015・４ ４月にウォロ５００号発行。11 月に向けて「『ポスト 50 年』行動宣言」をまとめる。 

・11 創立50周年記念式典、『市民社会を問い続けて―大阪ボランティア協会の50年』発行。 

2016・４ 重点事業として「災害支援･防災」事業と「社会的孤立の抑制･解消」事業を複数展開。 

・７ 『ウォロ』発行５０周年。 


